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第１章    計画の策定にあたって

１ 計画策定の趣旨 

（１）社会動向 

日本のこどもを取り巻く環境や国・社会は大きく変化しています。平成27（2015）年に

「子ども・子育て支援新制度」が施行されて９年が経ちますが、家庭問題や地域社会の結

びつきの希薄化、子育て家庭の孤立、ニートなどの就業に関する問題は未だ解決すべき課

題として残っています。また、スマートフォンやＳＮＳの普及によるネットトラブルや情

報過多といった新たな問題、自殺やいじめなどの生命・安全の危機、そして、格差拡大な

どの問題も顕在化しています。 

現在、こうした課題に対処するため、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進や、多様

性と包摂性のある社会の形成、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）など、多岐に

わたる取り組みが行われています。 

（２）国の動向 

日本の少子化対策は、平成２（1990）年の「1.57ショック」を契機に本格化しました。

平成６（1994）年には「エンゼルプラン」が策定され、仕事と子育ての両立支援が強化さ

れました。平成15（2003）年には「少子化社会対策基本法」や「次世代育成支援対策推進

法」が制定され、平成27（2015）年には「子ども・子育て支援新制度」が本格施行され、

保育の質の向上や地域子育て支援の充実が図られました。さらに、令和元（2019）年５月

には、「子ども・子育て支援法」が改正され、令和元（2019）年10月には、総合的な少子化

対策を推進する一環として子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、幼児教育・保育の

無償化が開始されました。 

こどもの貧困対策において、平成26（2014）年１月に「子どもの貧困対策の推進に関す

る法律」が施行され、同法８条の規定に基づき、同年８月にはこどもの貧困対策に必要な

環境整備と教育の機会均等を図り、こどもの貧困対策を総合的に推進する「子供の貧困対

策に関する大綱」が閣議決定されました。さらに、こども・若者を取り巻く環境の悪化や、

社会生活を円滑に営む上での困難さを有するこども・若者の問題が深刻な状況にあること

を踏まえ、こども・若者育成支援施策の総合的推進を図ることを目的に、平成22（2010）

年４月に制定された「子ども・若者育成支援推進法」のもと、平成28（2016）年２月には

新たに「子供・若者育成支援推進大綱」が策定されました。 

加えて、近年の重要な展開としては、令和５（2023）年４月に施行された「こども基本

法」が挙げられます。「こども基本法」は、「子ども・子育て支援法」、「こどもの貧困の解
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消に向けた対策の推進に関する法律」、「子ども・若者育成支援推進法」等を包含する基本

法として、「日本国憲法」、「子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）」の精神にのっ

とり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した

個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にか

かわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会

の実現を目指すものです。また、同じく令和５（2023）年４月には、こどもとこどもがい

る家庭に対する総合的な支援、こどもの権利及び利益の擁護に関する事務等を行う機関と

しての「こども家庭庁」が発足しました。そして、「こども基本法」の理念に基づき、令和

５（2023）年12月には、こども政策を総合的に推進するための政府全体のこども施策の基

本的な方針等を定める「こども大綱」が閣議決定され、全てのこども・若者が、日本国憲

法、「こども基本法」及び「子どもの権利条約」の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成

の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、

置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・

社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる社会

の実現に向けて、こども施策を総合的に推進することとされました。 

こども大綱では、「こどもまんなか社会」の実現に向けて、次の６本の柱が基本的な方針

として定められました。①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個

性を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る。②こども

や若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めてい

く。③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に

支援する。④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が

幸せな状態で成長できるようにする。⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多

様な価値観・考え方を大前提として若い世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望の

形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取り組む。⑥施策の総合性を確保するとともに、

関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視する。 

さらに、「こども大綱」において、「こどもの貧困を解消し、貧困による困難を、こども

たちが強いられることがないような社会をつくる」ことが明記されたことを踏まえ、令和

６（2024）年６月に「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」に一部改正

されました。 
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（３）芦屋市の動向・取組 

本市では、令和２（2020）年３月に「第２期子育て未来応援プラン「あしや」（芦屋市子

ども・子育て支援事業計画）」を策定し、「子どもの最善の利益」が保障されるまちづくり

を目指してきました。このたび計画期間が令和６（2024）年度に終了することから、令和

７（2025）年度から令和11（2029）年度の５年間を計画期間とした新たな計画を策定しま

す。 

また、本市では、令和２（2020）年３月に「子ども・若者育成支援推進法」に基づく「第

２期芦屋市子ども・若者計画」を策定し、こどもと若者への支援を推進してきました。こ

の計画の期間も令和６（2024）年度に終了することから、令和７（2025）年度から令和11

（2029）年度の５年間を期間とした新しい計画を策定します。 

こどもと若者に関する両計画の策定にあたり、こどもや若者のライフステージに応じて

切れ目なく支援していくという「こども大綱」の趣旨を踏まえ、こどもから若者への支援

を一体的に推進していくため、現行の「子ども・子育て支援事業計画」と「子ども・若者

計画」を一体化した新しい計画を策定し、こども・若者施策を進めることとします。名称

としては、「第３期こども・若者輝く未来プラン「あしや」（第３期芦屋市子ども・子育て

支援事業計画・第３期芦屋市子ども・若者計画）」とします。
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２ 計画の位置付けと期間 

（１）計画の位置付け 

本計画は、芦屋市こども・若者・子育てに関する総合的な計画で、「子ども・子育て支援

法」第61条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」と「子ども・若者育成

推進法」第９条第２項に基づく「市町村子ども・若者計画」を一体化し、「芦屋市こども計

画」として位置付けます。 

なお、第２期計画と同様、「次世代育成支援対策推進法」第８条に基づく「市町村行動計

画」と「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」に基づく「子どもの貧困

対策推進計画」の性格を併せ持ちます。また、「第５次芦屋市総合計画」や関連する分野別

計画等との整合を図り策定します。 

ひょうご子ども・

子育て未来プラン

兵庫県 

こども基本法 

次世代育成支援対策 
推進法 

子ども・若者育成 
支援推進法 

こどもの貧困の解消
に向けた対策の推進
に関する法律 

国 

・
芦
屋
市
地
域
福
祉
計
画

・
健
康
づ
く
り
プ
ラ
ン
あ
し
や

・
芦
屋
市
障
が
い
福
祉
計
画
・
障
が
い
児
福
祉
計
画

・
芦
屋
市
障
が
い
者
（
児
）
福
祉
計
画

・
芦
屋
市
男
女
共
同
参
画
行
動
計
画
（
ウ
ィ
ザ
ス
・
プ
ラ
ン
）

・
芦
屋
市
教
育
振
興
基
本
計
画
（
令
和
７
年
度
ま
で
）

・
芦
屋
市
教
育
大
綱

等

第３期 
こども・若者 
輝く未来プラン 
「あしや」 

（芦屋市こども計画）

第
３
期
芦
屋
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

第
３
期
芦
屋
市
子
ど
も
・
若
者
計
画

芦屋市総合計画 
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（２）計画の期間 

本計画を構成する「子ども・子育て支援事業計画」及び「子ども・若者計画」は、令和

７（2025）年度から令和11（2029）年度までの５か年を計画期間とします。 

計画期間 

令和 
２年 

令和 
３年 

令和 
４年 

令和 
５年 

令和 
６年 

令和 
７年 

令和 
８年 

令和 
９年 

令和 
10年 

令和 
11年 

（３）計画の対象者 

対象者は妊娠期から出産、乳幼児期、学童期、思春期、青年期、ポスト青年期の概ね39

歳までを主な対象とします。 

計画の対象者 

妊娠期 出産 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 ポスト 

青年期 

本計画における定義（「こども大綱」「子ども・若者育成支援推進大綱」参考） 

「こども」とは、心身の発達の過程にあるもの 

「若者」とは、思春期からポスト青年期にあるもの 

「こども・若者」とは、乳幼児期からポスト青年期にあるもの 

こども・若者輝く未来プラン「あしや」 

（第３期芦屋市子ども・子育て支援事業計画）

（第３期芦屋市子ども・若者計画） 

第２期芦屋市子ども・子育て支援事業計画 

第２期芦屋市子ども・若者計画 

０歳 ６歳 12 歳 18 歳 30 歳 39 歳 

芦屋市子ども・子育て支援事業計画 

芦屋市子ども・若者計画 
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３ 計画の策定体制 

（１）「芦屋市子ども・子育て会議」の設置 

本計画の策定にあたり、子育て当事者等の意見を反映するとともに、こどもをとりまく

環境や子育て家庭の実情を踏まえた計画とするため、市民、事業主、学識経験者及びこど

も・子育て支援に関する事業に従事する者等で構成する「芦屋市子ども・子育て会議」を

設置し、計画の内容について協議しました。 

（２）「芦屋市青少年問題協議会」の設置 

本計画の策定にあたり、若者（青少年）の育成等に関する総合的政策の樹立について必

要な重要事項を踏まえた計画とするため、市民、学識経験者及び若者支援に関する事業に

従事する者等で構成する「芦屋市青少年問題協議会」を設置し、計画の内容について協議

しました。 
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（３）子ども・子育て支援事業計画アンケート調査の実施 

本計画の策定に伴い、市民のこども・子育てに関する考えや意見を聞き、調査結果を計

画策定を進める上での基礎資料として活用するために「芦屋市子育て支援に関するアンケ

ート調査」を実施しました。（インターネット回答） 

① 調査対象 

ア 市内に在住する就学前児童保護者 

イ 小学生保護者と本人（４年生～６年生） 

ウ 中学生保護者と本人 

② 調査期間 

令和５（2023）年11月28日～令和６（2024）年１月12日 

③ 回収状況 

対象者 配布数 有効回答数 有効回答率 

就学前保護者 2,785 通 1,171 通 42.0 ％ 

小学生保護者 2,818 通 922 通 32.7 ％ 

中学生保護者 1,263 通 428 通 33.9 ％ 

小学生本人 1,408 通 207 通 14.7 ％ 

中学生本人 1,263 通 211 通 16.7 ％ 

計 9,537 通 2,939 通 30.8 ％ 
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（４）子ども・若者計画アンケート調査の実施

本計画の策定に伴い、子ども・若者の考えや意見を聞き、調査結果を計画策定を進める

上での基礎資料として活用するために「子ども・若者アンケート調査」を実施しました。

（インターネット回答） 

① 調査対象 

ア 中学生：芦屋市在住の公立中学校２年生 

イ 一般：芦屋市在住の 15 歳から 39歳まで 

② 調査期間 

ア 令和６（2024）年２月６日～令和６（2024）年２月29日 

イ 令和６（2024）年２月16日～令和６（2024）年３月29日 

③ 回収状況 

対象者 配布数 有効回答数 有効回答率 

中学生 528通 436通 82.6％ 

一般 5,000通 825通 16.5％ 

計 5,528通 1,261通 22.8％ 
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（５）パブリックコメントの実施 

令和６（2024）年12月16日～令和７（2025）年１月24日に、パブリックコメントを実施

し、計画素案に対する幅広い意見を聴取しました。 

（６）行政機関の計画策定体制の整備 

子ども・子育て支援対策の総合的、効果的な推進を図るため、市長を本部長、副市長を

副本部長とし、関係部長で構成する「芦屋市子ども・子育て支援事業計画推進本部」、こど

も福祉部参事（こども家庭担当部長）を委員長に関係課長で構成する「芦屋市子ども・子

育て支援事業計画推進本部幹事会」を開催しました。 

また、こどもと若者支援対策を総合的に推進するため、市長を本部長、副市長及び教育

長を副本部長とし、関係部長で構成する「芦屋市子ども・若者計画推進本部」、教育部参事

（学校教育担当部長）を委員長に関係課長で構成する「芦屋市子ども・若者計画推進本部

幹事会」を開催しました。

なお、両推進本部及び両幹事会は、それぞれ合同で開催しました。 

以上の策定体制に加え、関係各課の実務担当者との協力・連携を図りながら、全庁的な

体制の下で計画策定を進めました。 



10 

第
１
章

４ 第２期計画の評価 

子ども・子育て支援事業計画 

計画推進の期間において掲げた第２期計画第４章の事業のうち、「芦屋市子ども・子育て

会議」で重点的に取り組むこととして定めた重点事業に加え、第５章の教育・保育及び地

域子ども・子育て支援事業について、毎年度評価をしており、４年間を総括した検証及び

分析は次のとおりです。 

（１）重点事業 

＜進捗状況に対する評価＞（指標を数値で示すことができない項目） 

Ａ評価…令和６年度目標を達成した場合 

Ｂ評価…令和６年度目標は達成していないが、目標に対して推進が認められる場合 

Ｃ評価…令和６年度目標を達成しておらず、目標に対して推進が認められない場合 

＜質の向上に対する評価＞ 

Ａ評価…向上できた 

Ｂ評価…現状維持 

Ｃ評価…向上できなかった 

基
本
目
標
１-

１

No.
９

事業名 
事業内容 

担当課 指標 
Ｒ６ 
目標 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

進捗状況に対する評価 

子育て支援セン
ター・子育て世
代包括支援セン
ター

こども家庭総合
支援室、子育て
センター、ファ
ミリー・サポー
ト・センターや
子育て世代包括
支 援 セ ン タ ー
が、子育て支援
の拠点として他
機関との連携に
よるネットワー
クでの総合的な
子育て支援を行
う。 

こども家
庭・保健セ
ンター（こ
ども家庭 
係） 

こども家庭総
合支援室、子育
てセンター、フ
ァミリー・サポ
ート・センター
及び子育て世
代包括支援セ
ンターにおけ
る他機関との
連携を強化 

充実 

B B A A 

質の向上に対する評価 

B B A A 

４年間総括 
検証・分析 

子育て世代包括支援センターは切れ目ない支援として
妊娠期から子育て期において相談業務を担っている。 
相談内容により、それぞれの関係機関でアセスメントを

行い、相談者に寄り添った支援を提供できるよう、連携し
ている。 
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基
本
目
標
２-

１

No.
５

事業名 
事業内容 

担当課 指標 
Ｒ６ 
目標 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

幼稚園教諭、保
育士の人材育成
と資質の向上 

幼稚園教諭、保
育士、保育 
教諭等としての
資質や指導 
力 の 向 上 の た
め、研修、実 
習等を通した人
材育成の充 
実を図る。 

ほいく課 
保健安全・
特別支援教
育課 

研 修 会
へ の 参
加人数 

保
育
所
等 

450
人 

実績値 

361 人 348 人 862 人 888 人 

質の向上に対する評価 

B B B A 

幼
稚
園 

450
人 

実績値 

中止 272 人 292 人 273 人 

質の向上に対する評価 

B B B B 

４年間総括 
検証・分析 

【保育所等実施分】 
令和２年度、３年度は新型コロナウイルス感染症の拡大

防止の観点より、職員が密な環境に集うことを回避してお
り、ほいく課主催の研修会や園内研修会の企画、実施が困
難な状況にあった。４年度より研修会が実施できるよう、
換気・消毒の徹底、会場の選定、参加人数の制限等の対策
を講じながら開催した。その結果、４年度から開催回数、
参加人数が増加している。５年度は研修内容も現状に応じ
他分野の内容で実施し、大幅な参加増につながっている。
同様に市内認可保育施設からの参加も増加しているおり、
市内保育施設全体の保育の質の向上につながっている。 

【幼稚園実施分】 
コロナ禍で、研修会・研究会の開催や対面の交流が難し

い場合には、紙面開催やオンライン、開催の延期、参加人
数を絞る等、工夫しながらできる範囲で実施してきた。令
和３年度より、感染症対策を講じながら、市立幼稚園全園
で公開保育を伴う研究会を実施したほか、研修会や教育報
告会などを通じて、市内の就学前教育・保育施設の職員が
ともに保育について学び合い、就学前教育・保育の質の向
上に取り組んだ。今後も、就学前教育・保育施設間の連携
を深め、市立幼稚園において公開保育を伴う研究会や研修
会を開催し、質の高い教育・保育をともにめざし、人材育
成に努めていく。 



12 

第
１
章

基
本
目
標
２-

１

No.
６

事業名 
事業内容 

担当課 指標 
Ｒ６ 
目標 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

進捗状況に対する評価 

教育・保育施設
への巡回訪問及
び保育の質の評
価 

市職員が定期的
に各施設を訪問
し、保育内容や
環境等について
意見交換・助言
等を行う。また、
「芦屋市保育の
質の評価」のチ
ェックシートを
活用し、保育の
質の向上を目指
す。 

ほいく課 

各施設への年
２、３回の定期
的な 
巡回の実施 

充実 

B B B A 

質の向上に対する評価 

B B B A 

４年間総括 
検証・分析 

令和２年度、３年度は新型コロナウイルス感染症の拡大
防止の観点より、職員が密な環境に集うことを回避してお
り、訪問日に園に確認を取り、ほいく課から保育士の訪問
を自粛する等の対応を行った。令和２年度：５９回中２９
回、令和３年度：４９回中２７回実施した。 
令和４年度は、園に状況を確認し、時期を変更する等対

応を行いながら実施した。また訪問時にはマスク着用、手
洗い等の実施なども十分配慮しながら訪問を行った。令和
４年度：６２回中６２回実施した。令和５年度は、５月よ
り新型コロナウイルス感染症が５類相当とされたことも
あり、できる限り訪問し保育内容について相談、助言を行
った。令和５年度：５６回中５６回予定通り実施した。 
訪問時に園が不安に感じていること等を聞き取り、研修

会を実施する等保育の質の向上に繋げた。 
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基
本
目
標
３-

１

No.
１

事業名 
事業内容 

担当課 指標 
Ｒ６ 
目標 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

地域における子
育て支援活動 

あしや市民活動
センターや幼稚
園、保育所、認定
こども園等の公
共施設を利用 
し、子育ての情
報交換・団体間
交流・ネットワ
ーク化を図り、
地域における子
育て支援活動の
充実を図る。 

市民参画・
協働推進課 
ほいく課 
保健安全・
特別支援教
育課 
こ ど も 家
庭・保健セ
ンター 
（こども家
庭係） 

こどもの育成に

も効果的な活動

を行う市民活動

団体への支援及

びあしや市民活

動センターにお

ける事業の実施

充実 

進捗状況に対する評価 

B B A A 

質の向上に対する評価 

A A A A 

幼稚園、

保育所、

認定こど

も園での

子育て世

帯への施

設開放の

実施

充実 

進捗状況に対する評価 

保
育
所
等 B B A A 
幼
稚
園 

質の向上に対する評価

保
育
所
等 B B B A 
幼
稚
園 

地域での子育て

センター事業の

実施

充実 

進捗状況に対する評価 

B B B B 

質の向上に対する評価

B B B B 

４年間総括 
検証・分析 

【あしや市民活動センター】 

あしや市民活動センターでは、「市民活動１００%のまち」を合言

葉に、活動人口をアップさせるため、市民活動に関わることの面

白さをこどもの頃から体感するための活動の場を提供してきた。

コロナ禍の活動自粛期間中は、Web 利用や小人数での活動支援で

継続してきた。 

・学び、遊べる場の提供「夏休みわくわくスペシャル」（小中学

生対象) 

（分析）自粛期間以外の年度では４０人以上のこどもが参加して

おり、こどもの居場所づくりとして有効に活動できている。 

・子育て中の親子の居場所作り 

（分析）年長児から小学校低学年を対象とし、親子で夕食をとる

場を提供している。コロナ禍を経て参加者数が増加していること

から、一定の需要があることが分かる。 

・学生団体の支援「あしや部（芦屋市在住高校生のグループ）」 

（分析）高校生がボランティア活動を行える場を提供してきた。

令和４年度には１５回活動し、累計参加者数が２００人を超え

た。こどもの居場所としても、市民活動の場としても機能してき

た４年間であった。 
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基
本
目
標
３-

１

No.
１

地域における子
育て支援活動 

あしや市民活動
センターや幼稚
園、保育所、認
定こども園等の
公共施設を利用 
し、子育ての情
報交換・団体間
交流・ネットワ
ーク化を図り、
地域における子
育て支援活動の
充実を図る。 

４年間総括 
検証・分析 

【保育所等】 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点より、令和２年度か

ら５年度９月までは実施できていない。令和５年１０月下旬より

園庭開放を再開した。園庭開放の実施が困難な時期においても、

園見学等個別に対応、その中で育児相談等、可能な範囲で施設見

学等を行った。 

【幼稚園】 

全市立幼稚園にて、「園庭開放」や「幼稚園で遊ぼう会」等で、

各幼稚園の施設を未就園児親子に開放し、親子で安心して遊び、

保護者同士が交流できる場を提供した。また、「３歳児親子ひろ

ば」を実施し、地域の未就園児が安心して遊べる場作りや子育て

相談の場となった。その他、子育てセンターが幼稚園施設を利用

し、未就園児親子の自主グループ活動やなかよしひろば等の子育

て支援拠点事業を実施している。コロナ禍においても、地域の子

育て世代に対する子育て支援や保護者支援では、感染症対策を講

じながら、こどもの居場所づくりとして、「園庭開放」や未就園

児の遊びの広場や在園児との交流を図った。今後も、引き続き未

就園児が参加できる市立幼稚園のイベント情報や在園児との交

流、「園庭開放」などの情報を積極的に各幼稚園のホームページ

や子育てアプリ等で発信し、広く周知を図る。さらに「園庭開放」

や「幼稚園で遊ぼう会」等の内容の工夫により、地域における子

育て支援の充実を目指していく。

【子育てセンター】 

令和２年に流行した新型コロナウイルス感染症により集団での

交流の開催が困難であったが、国の感染状況を見ながら少しずつ

制限を緩和し、活動を再開している。地域での支援事業は市民と

の交流、情報交換との場となり、育児支援につながるため、今後

も継続して実施していく。
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基
本
目
標
３-

２

No.
４

事業名 
事業内容 

担当課 指標 
Ｒ６ 
目標 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

進捗状況に対する評価 

交通安全の意識
向上 

こどもの交通安
全を確保するた
め、「交通安全教
室」や「出前講
座」等の実施に
より、交通安全
に対する意識向
上を図る。 

道路・公園
課（交通安
全） 

参加・体験・実
践型の交通安
全教育の 
推進 

充実 

B B B B

質の向上に対する評価 

B B B B

４年間総括 
検証・分析 

交通安全の意識向上にあたり、交通安全教育はこどもた
ちが生涯にわたり安全に道路を通行しようとする意識を
養うために必要不可欠なものである。 
４年間で「交通安全教室」を市立・私立幼稚園、認定こ

ども園、保育所等１３７回、小学校６３回、中学校１０回、
特別支援学校４回、計２１４回開催した。 
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の流行もあり、

実施回数が減少したが、令和３年度からは概ね従来どおり
の回数・内容で芦屋警察と連携し交通安全教室を実施し
た。 
また、学校園の担当者と協議の上、こどもの成長段階に

合わせた内容で実施したことから、交通安全に対する意識
向上を図ることができた。 
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基
本
目
標
３-

４

No.
２

事業名 
事業内容 

担当課 指標 
Ｒ６ 
目標 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

インクルーシブ
教育・保育 

就学前施設にお
いて、配慮の必
要な修正こども
に対して必要な
支援体制を整備
し、集団生活を
行 う こ と に よ
り、当該こども
の健全な発達を
促進する。 

ほいく課 
保健安全・
特別支援教
育課 

対象児 

童の個 

別支援 

計画の 

作成と 

内容の 

充実 

保
育
所
等 

充実 

進捗状況に対する評価 

B B B A 

質の向上に対する評価 

B B B A 

幼
稚
園 

充実 

進捗状況に対する評価 

B B B B 

質の向上に対する評価 

B B B B 

４年間総括 
検証・分析 

【保育所等】 
市独自の個別支援計画シート等を作成している。担任と保
護者が支援内容を共有し、連携しながら個別的配慮が必要
なこどもたちへの支援を実施している。 
担任、加配保育士等を対象に個別支援シート等の記載方法
やこどもの姿の捉え方、支援の振り返り等が反映できるよ
う、令和５年度より４月に勉強会を実施している。また並
行して、より実効あるものとなるようシートの見直し、検
討を行っている。 

【幼稚園】 
支援が必要なこどもについては、特別支援教育センター専
門員と連携し、巡回指導による支援を行うとともに、必要
に応じて医師の専門職からの助言を受け、支援の内容や方
向性の確認と情報共有を保護者と共に行うなど、個別の支
援内容の充実を図った。また、長期的な視点で個別の教育
支援計画や個々の実態に合わせた個別の教育支援計画を
作成した。市立幼稚園の公開保育を伴う研究会や特別支援
教育研究会を開催し、長期的な視点で個々の幼児の教育的
支援が行えるように努めた。今後も集団の中で生活するこ
とを通して発達を促しながら、地域の中で安心して生活で
きる土台づくりを目指していく。 
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（２）教育・保育 

市全域 

令和５年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 
０歳から２歳 
保育が必要 

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

ニーズ量の見込み 278 人 679 人 223 人 724 人 156 人 688 人

実 績 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

219 人 612 人 106 人 944 人 56 人 506 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 9 人 12 人 46 人

合計 219 人 612 人 106 人 953 人 68 人 552 人

提供体制 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

225 人 765 人 976 人 170 人 597 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 15 人 34 人

合計 225 人 765 人 976 人 185 人 631 人

４年間総括 検証・分析 

1 号の提供量は、市立幼稚園の定員変更等により提供体制（提供量）が減少している
が、実績（利用児童数）はさらに提供量を下回っており、その傾向は特に４歳以上で顕
著である。 

２号の提供量は、新規園の開園等により計画策定当初より増加しているが、市外所園
の利用児童６７名等を含む実績を下回っている。 

３号の提供量は、実績を上回っているが、特に０歳について、コロナ禍以降の利用率
の低下により、乖離が大きくなっている。 
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山手圏域 

令和５年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 
０歳から２歳 
保育が必要 

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

ニーズ量の見込み 143 人 316 人 128 人 205 人 72 人 248 人

実 績 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

106 人 300 人 0 人 356 人 23 人 202 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 6 人 3 人 15 人

合計 106 人 300 人 0 人 362 人 26 人 217 人

提供体制 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

130 人 390 人 261 人 56 人 188 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 8 人 18 人

合計 130 人 390 人 261 人 64 人 206 人
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精道圏域 

令和５年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 
０歳から２歳 
保育が必要 

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

ニーズ量の見込み 75 人 235 人 57 人 314 人 43 人 276 人

実 績 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

83 人 214 人 106 人 367 人 30 人 210 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 2 人 5 人 25 人

合計 83 人 214 人 106 人 369 人 35 人 235 人

提供体制 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

45 人 210 人 532 人 84 人 317 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 5 人 12 人

合計 45 人 210 人 532 人 89 人 329 人
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潮見圏域 

令和５年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 
０歳から２歳 
保育が必要 

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

ニーズ量の見込み 60 人 128 人 38 人 205 人 41 人 164 人

実 績 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

30 人 98 人 0 人 221 人 3 人 94 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 1 人 4 人 6 人

合計 30 人 98 人 0 人 222 人 7 人 100 人

提供体制 

幼稚園 
保育所 
認定こども園 
特定地域型保
育事業（小規模
保育事業等） 

50 人 165 人 183 人 30 人 92 人

企業主導型保
育施設 
（地域枠） 

- - - 2 人 4 人

合計 50 人 165 人 183 人 32 人 96 人
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（３）地域子ども・子育て支援事業 

事業名 指標 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 
４年間総括 
検証・分析 

時間外保育事業
（延長保育事業）

利
用
人
数

ニーズ量 
490
人

501
人

512
人

523
人

通常の保育時間
を超えて延長して
保育を行うことで、
保護者の就労状況
等に柔軟に対応す
る形で保育を提供
することができた。

実績 
490
人

509
人

522
人

519
人

提供体制 
1,524

人 

1,553

人 

1,751

人 

1,740

人 

放課後児童健全
育成事業 

利
用
人
数

ニー
ズ量 

低学年 
555
人

592
人

613
人

658
人

ニーズ量と実績
に乖離が生じた年
もあるが、各学校及
び幼稚園の空き教
室を活用すること
で、全期間待機児童
０人を達成するこ
とができた。 
学年毎の定員は

設けておらず、学級
ごとの登級率によ
り各定員が増減す
る仕組みとなって
いる。引き続き待機
児童を出さないよ
う増設を含め提供
体制を検討してい
く。 

高学年 71 人 77 人 81 人
174
人

実績 

低学年 
589
人

620
人

618
人

661
人

高学年 
123
人

132
人

138
人

150
人

提供
体制 

低学年 
589
人

620
人

618
人

661
人

高学年 
123
人

132
人

138
人

150
人

子育て短期支援
事業（子育て家
庭ショートステ
イ事業） 

実
施
箇
所
数

ニーズ量 23 日 23 日 23 日 23 日

里親による受け
入れ先は微増傾向
であり、今後も継続
して周知啓発に努
め委託先の確保に
努める。利用者につ
いては、複数回の利
用をするケースが
多いため、初回利用
のハードルを下げ
るための手法を検
討していきたい。 

実績 12 日 6 日 7 日 54 日

提供体制 
13 か

所
12 か

所
15 か

所
14 か

所

地域子育て支援
拠点事業 

実
施
箇
所
数

ニーズ量 
65,616

人 

64,728

人 

63,840

人 

62,976

人 

ひろば事業など、
新型コロナウイル
ス感染症による影
響も大きく受けた
が、徐々に拠点を拡
充していき、子育て
中の親子が集い、相
互交流や子育ての
不安・悩みを相談で
きる場所となった。

実績 
8,385

人 

15,394

人 

21,547

人 

26,728

人 

提供体制 
３か
所

５か
所

６か
所

６か
所
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事業名 指標 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 
４年間総括 
検証・分析 

幼稚園における
一時預かり事業 

利
用
人
数

ニー
ズ量 

３歳 
17,577

人 

17,229

人 

16,881

人 

16,533

人 

【幼稚園】 
市立幼稚園では、

令和３年度より、岩
園幼稚園で３年保
育を試験的に始め、
令和５年度より本
格実施を行った。３
歳児の預かり保育
も引き続き実施し
ている。平均利用者
数は、前年度と大き
く変わらず横ばい
であるため、一定数
の利用二ーズがあ
ることが認められ
る。 
私立幼稚園では、

施設数の変動によ
り利用者数の増減
の傾向把握は困難
であるが、今後も利
用者数の把握に努
める。 

【認定こども園
（幼稚園部）】 
通常の提供時間

を超えて預かり保
育を行うことで、保
護者の就労状況等
に柔軟に対応する
ことができた。 

４・５歳 
44,829

人 

43,271

人 

41,713

人 

40,156

人 

実績 

３歳 
4,116

人 

7,898

人 

5,791

人 

7,724

人 

４・５歳 
23,983

人 

27,838

人 

25,136

人 

25,776

人 

提供
体制 

３歳 
15,878

人 

16,293

人 

18,953

人 

23,194

人 

４・５歳 
70,435

人 

62,707

人 

69,618

人 

71,065

人 
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事業名 指標 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 
４年間総括 
検証・分析 

保育所・ファミ
リー・サポー
ト・センター等
における一時預
かり事業 

利
用
人
数

ニー
ズ量 

保育所等 
3,261

人 

3,172

人 

3,083

人 

2,993

人 
【保育所等】 
延べ利用数が増

加しているが、十分
な提供体制が確保
されている。 
※提供体制につ

いては、定員×開所
日数で記載してい
るが、実際は保育所
等の入所状況や保
育士等の配置状況
により、差異が生じ
る。 

【ファミリー・サ
ポート・センター】
育児の援助を受

けたい人と育児の
援助を行いたい人
とが会員となり、お
互いに助け合いな
がら育児の相互援
助活動が継続的に
実施できた。今後も
引き続き、地域での
子育ての輪を広げ
ていく。 

ファミサポ
3,153

人 

3,081

人 

3,009

人 

2,937

人 

実績 

保育所等 416 人 
1,691

人 

1,407

人 

2,018

人 

ファミサポ
2,561

人 

3,245

人 

2,508

人 

2,867

人 

提供
体制 

保育所等 
12,879

人 

14,036

人 

14,268

人 

14,268

人 

ファミサポ
2,561

人 

3,245

人 

2,508

人 

2,867

人 

病児保育事業 

実
施
箇
所
数

ニーズ量 
583
人

569
人

556
人

542
人

令和３年度より
市立認定こども園
内でも事業を開始
し、ニーズに対応す
ることができた。 
今後も、事業の周

知や利便性の向上
等に努めていく。 

実績 
111
人

474
人

563
人

621
人

提供体制 
1 か
所

2か
所

2か
所

2か
所

子育て援助活動支
援事業（小学生） 

利
用
人
数

ニーズ量 
3,540

人 

3,447

人 

3,353

人 

3,260

人 

育児の援助を受
けたい人と育児の
援助を行いたい人
とが会員となり、お
互いに助け合いな
がら育児の相互援
助活動が継続的に
実施できた。今後も
引き続き、地域での
子育ての輪を広げ
ていく。 

実績 
1,671

人 

1,718

人 

1,518

人 

1,768

人 

提供体制 
1,671

人 

1,718

人 

1,518

人 

1,768

人 
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事業名 指標 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 
４年間総括 
検証・分析 

利用者支援事業 

実
施
箇
所
数

実績 

特定型 
1 か
所

1か
所

1か
所

1か
所

【特定型】 
保育コンシェル

ジュによる保育所
の利用等の情報提
供を行うとともに、
相談・助言等によっ
て子育て期の保護
者等に対して、サポ
ートを行うことが
できた。 

【母子保健型】 
妊娠期から子育

て期の母子保健に
関する様々な悩み
などに円滑対応す
る、切れ目ない支援
体制を取っている。
今後も、気軽に相談
でき、必要な支援が
提供できるよう継
続して実施する。 

※ニーズ量は設
定していない。 

母子保健型
1か
所

1か
所

1か
所

1か
所

提供
体制 

特定型 
1 か
所

1か
所

1か
所

1か
所

母子保健型
1か
所

1か
所

1か
所

1か
所

妊婦健康診査 

利
用
人
数

推計値 
1,116

人 

1,079

人 

1,065

人 

867
人

安心・安全な妊娠
生活を送るため妊
婦健康診査を負担
なく受けられるよ
う助成する。継続し
て妊婦への経済的
な支援としても実
施している。 

実績 
929
人

883
人

877
人

826
人

提供体制 
各医療機関において妊婦
健康診査を受けられる状
況が整っている。

乳児家庭全戸訪
問事業 

訪
問
件
数

推計値 
641
件

632
件

624
件

378
件

生後４か月まで
の乳児に対し、全戸
訪問を実施してい
る。芦屋市での訪問
が提供できない家
庭については、他市
依頼をしたり、電話
での様子確認を行
ったり、面接などで
４か月児健康診査
までには実態把握
をしている。出生数
が減少しているが、
継続して訪問し、育
児支援を行ってい
く。 

実績 
470
件

426
件

470
件

471
件

提供体制 
586
件

532
件

528
件

491
件
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事業名 指標 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 
４年間総括 
検証・分析 

養育支援訪問事
業等 

利
用
回
数

推計値 6 回 6 回 6 回
100
回

利用できる条件
を緩和したため、希
望者が増加し、支援
につながっている。
継続して、支援が必
要な家庭に届くよ
うに実施していく。

実績 48 回 81 回 52 回
240
回

提供体制 
必要と判断した場合には、
訪問できる体制を整えて
いる。

実費徴収に係る
補足給付を行う
事業 

実績 
298
人

234
人

278
人

280
人

【幼稚園】 
補足給付の対象

者へ文書で申請案
内を行い、経済的な
負担の軽減を図る
ことができた。ニー
ズは減少傾向にあ
るが、毎年一定以上
のニーズが存在す
るため、今後も事業
を継続して行う。 

【保育所等】 
教材費や行事費

等の実費負担の部
分について助成を
行うことで、一定所
得以下の世帯に対
して、経済的負担の
軽減を行うことが
できた。 

※ニーズ量は設
定していない。 

提供体制 - - - -

多様な主体が本制度
に参入することを促
進するための事業 

実績 
0 

か所
0 

か所
4 

か所
0 

か所

新規参入した市
内私立保育施設の
巡回訪問を定期的
に実施し、保育内容
や保護者支援、保育
環境についての相
談や助言を行い、保
育の質の向上につ
ながっている。 

※ニーズ量は設
定していない。 

提供体制 - - - -
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子ども・若者計画 

第２期芦屋市子ども・若者計画第４章で定めた重点事業について、各担当課が毎年度評

価を行っています。その結果は、次の通りです。 

＜取り組みに対する評価＞

「実施」⇒Ａ：事業を実施できたもの 

Ｂ：事業を実施したが、内容が不十分だったもの 

Ｃ：事業を実施できなかったもの 

「継続」⇒Ａ：事業を継続できたもの 

Ｂ：事業を継続したが、内容が不十分だったもの 

Ｃ：事業を継続できなかったもの 

「充実」⇒Ａ：事業を実施し内容が充実できたもの 

Ｂ：事業を実施し、内容に一定の進捗が見られたもの 

Ｃ：事業を充実したが、内容に進捗が見られなかったもの 

重
点
目
標
１

No.
１

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

父親の子育てに対
する積極的参加の
促進

父親が地域の行事
や家庭での育児に
参加できるような
集会やイベントを
企画し、あらゆる機
会を通じ積極的に
父親の参加を促し
ます。 
家族で参加しやす
い土日開催講座を
実施します。 

ほいく課 

継続 

A A A A 

こども家庭・保健
センター（こども
家庭係） 

A B B A 

人権・男女共生
課 

B B A A 

こども家庭・保
健センター（母
子保健係） 

B B B B 

学校教育課 B B B A 

重
点
目
標
１

No.
２

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

家族の絆を深める
体験ができる場の
提供

家族全員で参加す
ることで家庭の大
切さを考え、家族の
絆を深めることが
できるイベント等
を実施します。 

こども家庭・保健
センター（こども
家庭係） 

継続 

新型コロナウイルス感染症
拡大を防止するため、イベン
トを開催することができな
かった。 

A
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重
点
目
標
１

No.
３

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

学校給食の充実

児童生徒の心身と
もに健全な発達を
図るため、栄養バラ
ンスのとれた安全・
安心な学校給食を
提供します。 

保健安全・特別支
援教育課 

継続 B A A B 

重
点
目
標
１

No.

19

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

人権擁護事業

法務局や人権擁護
委員と連携し、人権
擁護活動を行いま
す。近年インターネ
ットやＳＮＳによ
る人権侵害が増加
しているため、市内
の学校園等におい
て、スマホ・ケータ
イの人権教室を実
施します。 

人権・男女共生課 継続 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ

り
、
ス
マ
ホ
・
ケ
ー
タ
イ
人
権
教
室
を
実
施

す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。

A A A 

重
点
目
標
１

No.

20

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

人権啓発事業

人権を尊重する意
識の普及、啓発をし
ます。多様化する人
権課題に対して効
果的な啓発を図り
ます。 
※年度ごとに異な
る人権テーマにつ
いて啓発を実施 

人権・男女共生課 継続 B A A B 
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重
点
目
標
１

No.

26

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

子ども読書の街づ
くり推進事業（ブッ
クワーム芦屋っ子）

読み聞かせや音読
などの読書活動の
充実を図り、子ども
の読書習慣を確立
させるとともに、学
校図書館の整備を
進め、学校図書館の
利用促進に取り組
みます。また、就学
前の幼児の学校図
書館利用を促進し
ます。 

学校教育課 継続 A A A A 

重
点
目
標
１

No.

27

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

トライやる・ウィー
ク

中学２年生を対象
に、保護者や地域の
ボランティアの協
力を得て職場体験
活動、文化活動、ボ
ランティア活動等
の様々な体験活動
を行います。 

学校支援課 継続 A A A A 

重
点
目
標
１

No.

28

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

消費者教育推進事
業

契約のルールやお
金の使い方など、イ
ベントや出前講座
などを通してライ
フステージに応じ
た消費者教育を実
施します。 

地域経済振興課 継続 B A A B 
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重
点
目
標
１

No.

39

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

文化に関する体験
学習等の充実

学校での芸術鑑賞
行事を、今後も継続
して実施していき
ます。また、学校と
文化施設、芸術家等
や文化団体と連携
した教育を推進し
ていきます。 

学校支援課 継続 B B B B 

重
点
目
標
１

No.

40

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

青少年の文化活動
の体験機会の提供

美術博物館・谷崎潤
一郎記念館・三条文
化財整理事務所に
おいて、様々な講座
やワークショップ
を実施し、文化活動
を体験できる機会
を提供します。 
こどもや親子を対
象に読書に親しむ
ための事業を実施
します。 

国際文化推進課 継続 A A A A 

図書館 継続 A A A A
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重
点
目
標
１

No.

43

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

施設の有効活用と
利用促進

遊具の点検や補修
を継続して行い、安
全に遊んでもらう
とともに、地元のこ
どもに愛着を持っ
て遊具を利用して
もらえるように工
夫して遊具の更新
を進めます。 

スポーツ推進課 継続 A A A A 

道路・公園課 
基盤整備課 

継続 A A A A

重
点
目
標
１

No.

44

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

クラブ・プログラ
ム・イベントの活性
化

スポーツ推進委員
を通した地域スポ
ーツのスポーツク
ラブ 21 の育成を図
ります。ライフステ
ージに応じたプロ
グラムを推進する
とともに市民スポ
ーツ団体等のネッ
トワークを活用し、
スポーツ実施機会
の向上を図ります。

スポーツ推進課 継続 A B B A 
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重
点
目
標
１

No.

45

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

放課後児童体験事
業

児童が放課後等に
小学校の施設等を
利用して、安全で安
心して過ごせる環
境を作り、地域の
方々の参画を得て、
様々な体験・交流活
動の機会を提供し
ます。また遊び等を
通じて異年齢児の
交流を促進し、豊か
な人間性が育まれ
る居場所を提供す
る事業「あしやキッ
ズスクエア」をしま
す。 

社会教育推進課 継続 A A A A 

青少年育成課 継続 A A A A

重
点
目
標
１

No.

46

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

世代を越えて集え
る居場所

いつでも気軽に世
代間、異年齢交流が
図れるよう、多様な
主体と連携し、世代
を越えて自由に集
える場づくりを推
進します。 

こども家庭・保健
センター（こども
家庭係） 

継続 

C
新型コロナウイル
ス感染症流行のた
め、未実施。 

A

地域福祉課 A A A A 
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重
点
目
標
１

No.

56

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

情報活用能力の育
成

必要な情報を主体
的に収集・判断・表
現・処理し、相手の
状況などを踏まえ
て発信・伝達ができ
る力を育成します。
また、教員向けの研
修会も実施し、指導
力向上に取り組み
ます。 

学校教育課 充実 B B B B 

打出教育文化セ
ンター 

充実 B B B B

重
点
目
標
１

No.

57

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

情報モラルの育成

情報発信による影
響や情報の危険性、
情報モラルの必要
性や情報に対する
責任などについて
保護者への啓発を
行うとともに、こど
も自ら考えさせる
機会をもち、約束や
きまりを守りなが
ら情報社会に参画、
ようとする態度を
身につけさせます。

学校教育課 充実 A A A A 

打出教育文化セ
ンター 

充実 A B B B 
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重
点
目
標
１

No.

59

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

インターネット社
会における情報の
正しい理解と判断
の育成

情報発信による影
響や情報の危険性、
情報モラルの必要
性や情報に対する
責任などについて
保護者への啓発を
行うとともに、こど
も自ら考えさせる
機会をもち、約束や
きまりを守りなが
ら情報社会に参画、
ようとする態度を
身につけさせます。

児童センター 

充実 

B B B B 

青少年愛護セン
ター 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

流
行
の
た
め
、
未
実
施
。

A A A 

重
点
目
標
２

No.

60

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

被保護者就労支援
事業

生活困窮者支援制
度や障がい福祉課、
高齢介護課、こども
政策課といった他
課とも密に連携を
して、自立を目指し
た支援を行います。

生活援護課 継続 B B B B 
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重
点
目
標
２

No.

65

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

進路管理事業（進路
追跡調査）

中学校卒業後の進
学先で長期欠席に
よる不登校や、ひき
こもってしまう場
合もあり、実態を調
査するとともに、調
査結果を進路指導
に活かし、関係他課
とも情報共有を図
り、改善に努めま
す。 

青少年愛護セン
ター 

充実 A A A A 

生活援護課 充実 B B B A 

重
点
目
標
２

No.

66

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

若者相談センター
「アサガオ」の周知

若者相談センター
「アサガオ」の相談
件数は周知の度合
いに比例するので、
機会をとらえて周
知に努めます。 

青少年愛護セン
ター 

充実 A A A A 
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重
点
目
標
２

No.

67

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

地域における子ど
も・若者支援のネッ
トの構築

可能な限りＮＰＯ
法人等と連携をし
て情報交換を行い
ます。 

青少年愛護セン
ター 

継続 A A A A 

重
点
目
標
２

No.

68

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

福祉の総合相談窓
口

福祉のワンストッ
プ窓口として、生活
や福祉に関する困
りごとや悩みの相
談に応じ、関係機関
との連携を図り、課
題解決に向けた支
援を行います。 

地域福祉課 継続 A A A A 

重
点
目
標
２

No.

79

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

家庭児童相談

子ども家庭総合支
援拠点を設置し、こ
ども家庭支援員・虐
待対応専門員・家庭
相談員が養育につ
いての悩みや心配
ごとの相談に応じ、
子どもの虐待に関
する訪問・指導等適
切な対応を行いま
す。 

こども家庭・保健
センター（こども
家庭係） 

継続 A A A A
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重
点
目
標
２

No.

85

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

保護者や教員のた
めの不登校セミナ
ー

不登校で悩む教員
等を対象として、研
修会を開催します。
また不登校問題へ
の相談窓口として、
効果的な指導・助言
を実施できるよう
研究を進めます。 
若者相談センター
「アサガオ」を通し
て情報交換をして
不登校やひきこも
りの家庭やこども
たちの支援をしま
す。 

打出教育文化セ
ンター 

継続 A A A B 

学校支援課 継続 A A A A 

青少年愛護セン
ター 

継続 A A A A 

重
点
目
標
２

No.

86

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

仲間同士の支えあ
いの支援

今後も交流の場を
提供しながら、若者
相談センター「アサ
ガオ」セミナー、
「キ・テ・ミ・ル・
会」と「親の会」を
３本柱として位置
づけ継続して実施
します。 

青少年愛護セン
ター 

継続 A A A A 
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重
点
目
標
２

No.

87

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

子ども・若者への訪
問支援

若者相談センター
「アサガオ」つい
て、今後更に効果的
な体制を図ります。
ケースによっては
訪問支援を行いま
す。 

青少年愛護セン
ター 

継続 A A A A 

重
点
目
標
２

No.

89

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

インクルーシブ 
教育・保育

当該こどもの個別
支援計画の作成を
行い、研修会（イン
クルーシブ教育・保
育）も開催し、講師
や専門医の指導・助
言も得ながら、職員
同士でグループ討
議を重ね、当該こど
もへのより良い支
援について考えて
いきます。また、各
幼稚園、こども園、
保育所から取り組
みについての報告
会を行います。 

ほいく課 継続 B B B A 

保健安全・特別
支援教育課 

継続 A A A A 
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重
点
目
標
２

No.

90

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

特別支援教育セン
ターの相談

特別支援教育の対
象となるこどもの
保護者及び教員を
対象とした教育相
談や指導助言等を
実施します。 

保健安全・特別支
援教育課 

継続 A A A A 

重
点
目
標
２

No.

102

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

生活困窮者自立支
援制度

相談窓口の継続的
な周知を行い、多様
な困り事を抱える
世帯の早期発見及
び支援体制の強化
を図ります。 

地域福祉課 継続 A A A A 

重
点
目
標
３

No.

46

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

世代を越えて集え
る居場所

いつでも気軽に世
代間、異年齢交流が
図れるよう、多様な
主体と連携し、世代
を越えて自由に集
える場づくりを推
進します。 

こども家庭・保健
センター（こども
家庭係） 

継続 C

新型コロナウイル
ス感染症拡大を防
止するため、イベ
ントを開催するこ
とができなかっ
た。 

A

地域福祉課 継続 A A A A 
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重
点
目
標
３

No.

123

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

協働で課題を解決
する取り組みの推
進

トータルサポート
の仕組みを通じて
市役所内の連携を
強化するとともに、
関係機関や地域等
との連携を進め、困
難な状況にある若
者のニーズや課題
に対して、協働して
解決する取り組み
を進めます。 

地域福祉課 継続 A A A A 

重
点
目
標
３

No.

124

事業名 
事業内容 

担当課 目標 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

取り組みに対する評価 

子育て世代包括支
援センター

妊娠・出産・子育て
に関する身近な相
談窓口として、妊娠
期から子育て期ま
で切れ目なくサポ
ートします。 

こども家庭・保健
センター 

充実 A A A A 
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第２章    こども・若者・子育てを取り巻く 

現状

１ 芦屋市の現状 

（１）人口の推移 

① 年齢３区分別人口の推移 

本市の人口推移をみると、総人口は減少傾向であり、令和６（2024）年３月末では94,273

人となっています。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人口（０～14歳）

は年々減少し、令和６（2024）年では10,889人となっています。 

年齢３区分別人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年３月末日現在） 
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② 年齢別就学前児童数の推移 

本市の０歳から５歳のこども人口は年々減少しており、令和６（2024）年３月末では

3,470人となっています。特に他の年齢に比べ、０歳と２歳の減少率が高くなっています。 

こども人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年３月末日現在） 

③ 年齢別就学児童数の推移 

本市の６歳から11歳のこども人口は年々減少しており、令和６（2024）年３月末では

4,813人となっています。特に他の年齢に比べ、７歳の減少率が高くなっています。 

こども人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年３月末日現在） 
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9,257 9,362 
8,669 8,607 8,786 

8,197 

93.0 93.8 94.6
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18歳未満のこどもがいる核家族世帯の割合

（２）世帯の状況 

① 核家族世帯の推移 

本市の核家族世帯数は横ばいで推移しており、令和２（2020）年では26,204世帯となっ

ています。 

世帯の状況 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

② 18 歳未満のこどもがいる世帯の推移 

本市の18歳未満のこどもがいる核家族世帯は減少傾向にありますが、当該割合は増加し

ています。 

18 歳未満のこどもがいる世帯の状況 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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③ ０歳から６歳未満のこどもがいる世帯の推移 

本市の６歳未満のこどもがいる核家族世帯は減少傾向にありますが、当該割合は増加し

ています。 

６歳未満のこどもがいる世帯の状況 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

④ ひとり親世帯の推移 

本市の18歳未満のこどもがいる母子世帯は令和２（2020）年度より減少しており、令和

５（2023）年度では606世帯となっています。また、18歳未満のこどもがいる父子世帯も年々

減少し、令和５（2023）年度で28世帯となっています。 

ひとり親世帯の推移 

資料：事務報告書（各年度３月末日現在） 
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（３）出生の推移 

① 出生数の推移 

本市の出生数は減少しており、令和４（2022）年で506人と過去４年間で75人減少してい

ます。 

出生数の推移 

資料：兵庫県保健統計年報 

② 合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は増減を繰り返しながら推移しており、令和２（2020）年で1.31

となっています。また、全国・県と比較すると低い値で推移しています。 

合計特殊出生率の推移 

資料：兵庫県保健統計年報 
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③ 母親の年齢（５歳階級）別出生割合の推移 

本市の母親の年齢（５歳階級）別出生割合の推移をみると、平成27（2015）年に比べ令

和４（2022）年で、20歳から34歳の割合が減少しているのに対し、30歳から39歳の割合が

増加していることから晩産化が進行していることがうかがえます。 

母親の年齢（５歳階級）別出生割合の推移 

資料：兵庫県保健統計年報 

（４）就業の状況 

① 女性の年齢別就業率の推移 

本市の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するＭ字カーブを描

いています。落ち込みの大きい30歳から39歳の就業率は平成27（2015）年に比べ令和２

（2020）年で上昇し、近年ではＭ字カーブは緩やかになっています。また、60歳以降の就

業率が上昇しています。 

女性の年齢別就業率 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在）
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② 女性の年齢別就業率（国・県比較） 

本市の令和２（2020）年の女性の年齢別就業率を全国、県と比較すると、ほぼ全ての年

代で全国・県より低い値となっています。 

女性の年齢別就業率（国・県比較） 

資料：国勢調査（令和２年 10 月１日現在） 

③ 女性の年齢別就業率（有配偶・未婚比較） 

本市の令和２（2020）年の女性の有配偶・未婚別就業率をみると、ほぼ全ての年代で有

配偶者に比べ未婚者の就業率が高く、25～64歳では大幅に高くなっています。 

女性の年齢別就業率（有配偶・未婚比較） 

資料：国勢調査（令和２年 10 月１日現在） 
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④ 共働き世帯の状況 

本市の共働き世帯は年々増加しており、こどもがいる共働き世帯は令和２（2020）年で

5,403世帯あり、平成17（2005）年から約1.2倍に増加しています。 

共働き世帯の状況 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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（５）こども・若者の状況 

① 問題行動※件数の推移 

本市の問題行動件数の推移をみると、令和２（2020）年以降増加傾向にあり、令和５（2023）

年では586件となっています。 

問題行動件数の推移 

資料：学校支援課 

※１ 問題行動とは、刑法犯行為（暴力行為・窃盗・万引き等）、ぐ犯・不良行為（家出・飲酒・喫煙等）無免許運

転の行為をいいます。 

※２ 本市（各校）では、いたずら等で、軽微なものも問題行動等件数月別集計表（県からの調査）には、分類

上「その他」の項目に問題行動として取り上げています。 

※３ 問題行動件数の内、分類上「その他」の項目が小学校では６割～８割、中学校では９割程度を占めま

す。 
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② いじめ認知件数の推移 

本市のいじめ認知件数の推移をみると、令和３（2021）年以降減少傾向にありますが、

中学校に比べ小学生で件数が多くなっており、令和５（2023）年では1,515件と中学校の約

12.8倍となっています。 

いじめ認知件数の推移 

※ いじめの認知件数には認知する教員等の意識も大きく関わっており、それは教員

等が小学校・中学校いずれの関係者であるかによって、あるいは年度によって異

なると考えられます。いじめに関しては、件数の増減だけではなく、このような背

景も考慮して結果を読み取ることが重要です。 

資料：学校支援課 

③ 不登校児童生徒数の推移 

本市の不登校児童生徒数の推移をみると、令和元（2019）年以降増加傾向にあり、令和

５（2023）年では232人となっています。 

不登校児童生徒数の推移 

資料：学校基本調査
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④ 不登校児童生徒数の割合 

本市の不登校児童生徒数の割合を全国、県と比較すると、中学校では令和２（2020）年

度を除き、全ての年代で全国・県より高い値となっています。また、小学校、中学校とも

に不登校児童生徒数の割合は増加傾向にあり、令和５（2023）年では小学校で2.40％、中

学校では7.90％となっています。 

不登校児童生徒数の割合（小学生） 

不登校児童生徒数の割合（中学生） 

資料：学校基本調査（各年５月１日現在） 

0.70 

1.10 

1.70 

1.60 

2.40 

0.82 1.01 

1.32 

1.80 2.19 

0.83 

1.00 

1.30 

1.70 2.16 

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

芦屋市 兵庫県 全国

5.50 

4.80 

7.00 

7.70 
7.90 

4.62 
4.91 

5.82 
7.06 

7.64 

3.94 4.09 

5.00 

5.98 

7.04 

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

芦屋市 兵庫県 全国



51 

第
２
章

⑤ のびのび学級※（適応教室） 在籍者数 

本市ののびのび学級（適応教室）の在籍者数は、令和２（2020）年以降増加傾向にあり、

令和５（2023）年では44人となっています。 

のびのび学級（適応教室） 在籍者数 

※ のびのび学級とは、不登校または不登校傾向のこどもたちのために設置されたひ

とつのスペースです。そこでは、こどもたちが、自分で考え、学習し、相談を受け

る等の様々な活動を行ないます。活動を通じて、学校への復帰や社会的自立に必

要な力の育成を目的としています。 

資料：学校支援課 
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⑥ 芦屋市のこどもの学力状況 

本市の学力状況を全国平均と比較した結果をみると、小学校６年生の算数と中学校３年

生の数学が極めて良好となっています。 

全国平均「文部科学省実施の『全国学力・学習状況調査』の結果」と比較した結果の示

し方は次の４段階とします 

※「―」と記載している個所は未実施の科目となります。 

№ 段 階 対象家庭 

１ 極めて良好 115 以上 

２ 良好 105 以上 115 未満 

３ おおむね良好 95 以上 105 未満 

４ 課題あり 95 未満 

学年 教科 
平成 31 年度 

４月 

令和３年度

５月 

令和４年度

４月 

令和５年度

４月 

令和６年度

４月 

小学校 

６年生 

国語 良好 良好 良好 良好 良好 

算数 良好 極めて良好 極めて良好 極めて良好 極めて良好 

理科 ー ー 良好 ー ー 

中学校 

３年生 

国語 
おおむね 

良好 

おおむね 

良好 

おおむね 

良好 

おおむね 

良好 
良好 

数学 良好 良好 極めて良好 極めて良好 極めて良好 

理科 ー ー 良好 ー ー 

英語 良好 ー ー 極めて良好 ー 
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⑦ 芦屋市のこどもの体力状況 

本市の体力状況をみると、男子・女子ともに横ばいか減少傾向になっております。全国

平均と比較すると、男子は小学校５年生の令和３（2021）年度と中学校２年生の令和元

（2019）年度と令和４（2022）年度で、女子は中学校２年生の令和３（2021）年度で全国

を上回る結果となっています。 

なお、体力実態調査の種目は「握力」「上体起こし」「長座体前屈」「反復横とび」「２０

ⅿシャトルラン」「５０ⅿ走」「立ち幅とび」「ソフトボール投げ（小学校）」「ハンドボール

投げ（中学校）です。 

芦屋市体力実態調査 男子 

男子 令和元年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

小学校 

５年生 

芦屋市 52.2  53.1  51.6  51.0 

全国 53.6 52.5 52.3 52.6 

中学校 

２年生 

芦屋市 41.9  39.2  41.1  41.1 

全国 41.6 41.1 40.9 41.2 

芦屋市体力実態調査 女子 

女子 令和元年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

小学校 

５年生 

芦屋市 52.3  52.9  51.1  51.1 

全国 55.6 54.7  54.3  54.3 

中学校 

２年生 

芦屋市 47.3  48.4  45.9  45.1 

全国 50.0 48.4 47.3  47.1 
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（６）全国の就労等の状況 

① 若者の就労を取り巻く状況 

我が国の労働力人口は平成７（1995）年から平成27（2015）年にかけて減少傾向にあり

ましたが、それ以降は増加傾向にあります。労働力率はどの年代も増加傾向にあります。 

国の労働力人口と労働力率の推移 

資料：総務省「労働力調査」 

若者の失業率の推移をみると、全体平均に比べ高くなっていますが、失業率は減少傾向

にあります。 

若者の失業率の推移 

資料：総務省「労働力調査」
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（７）全国のひきこもり、若年無業者数（ニート）の状況 

① 全国におけるひきこもりの状況 

令和４（2022）年に内閣府による「こども・若者の意識と生活に関する調査」では、全

国の15～39歳までの子ども・若者の2.05％、約61.9万人がひきこもり状態にあると推計さ

れました。 

現在のひきこもりの状態になった年齢※について、「25歳～29歳」の割合は24.7％と最も

高く、次いで「20歳～24歳」の割合が20.2％となっています。また、その継続期間につい

ては、「３か月未満」の割合が17.8％と最も高く、次いで「２～３年未満」と答えた方の割

合は15.1％となっています。 

ひきこもりになったきっかけは、「新型コロナウイルス感染症が流行したこと」の割合が

29.6％と最も多く、次いで「退職したこと」（16.2％）、「人間関係がうまくいかなかったこ

と」（13.8％）、「病気」（11.5％）となっています。 

「特に理由はない」という回答者は14.8％です。

※ 今までに６か月以上連続して、以下のような状態になったことがあると回答した方 

①ふだんは家にいるが、自分の趣味に関する用事の時は外出する 

②ふだんは家にいるが、近所のコンビニなどには出かける 

③自室からは出るが、家からは出ない 

④自室からはほとんど出ない 

ひきこもりの子ども・若者 

区分 推計数 
有効回答率に

占める割合 
ひきこもり群の定義の内容 

広
義
の
ひ
き
こ
も
り

狭義の 

ひきこもり 
33.2 万人 1.10％ 

・自室からはほとんど出ない 

・自室からは出るが、家からは出ない 

・ふだんは家にいるが、近所のコンビニ

などには出かける 

準ひきこもり 28.7 万人 0.95％ 
・ふだんは家にいるが、自分の趣味に関

する用事の時は外出する 

合計 61.9 万人 2.05％ 
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現在のひきこもりの状態になった年齢 

資料：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査」 

現在のひきこもりの状態になってからの期間 

資料：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査」 
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② 全国における若年無業者（ニート）等の状況 

フリーター※の数は、減少傾向にあります。一方で、若年無業者（ニート）の若者の数は、

横ばいとなっています。 

フリーター・ニート数の推移（全国） 

※ フリーター：15～34 歳で、男性は卒業者、女性は卒業者で未婚の者とし、次の①～③の 

条件の者。 

① 雇用者のうち勤め先における呼称が「パート」又は「アルバイト」である者 

② 完全失業者のうち探している仕事の形態が「パート・アルバイト」の者 

③ 非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で、家事も通学等も 

していない者 

資料：総務省「労働力調査」 

ニートの数は、令和２（2020）年に大きく増加しましたが、令和３（2021）年以降は横

ばいで推移しており、令和５（2023）年で58万人となっています。令和５（2023）年のニ

ート数を年齢階級別にみると、15～19歳が10万人、20～24歳が16万人、25～29歳が16万人、

30～34歳が16万人となっています。 

若年無業者数の推移（全国） 

資料：総務省「労働力調査」
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第３章    計画の基本的な考え方

１ 基本理念 

「第５次芦屋市総合計画」では、「人がつながり 誰もが輝く 笑顔あふれる住宅都市」

をまちの将来像としています。この将来像の実現に向け、子育て・教育の分野においては、

「誰もが安心して生み育てられる環境が充実している」「未来への道を切り拓く力が育っ

ている」「生涯を通じた学びの文化が醸成されている」を目標に掲げ、仕事と子育てが両立

でき、こどもの安全が守られ、未来に向けた教育環境が整備されたまちを目指しています。 

また、こども大綱において、こどもの視点に立って意見を聴き、こどもにとって一番の

利益を考え、こどもと家庭の福祉や健康の向上を支援し、こどもの権利を守る「こどもま

んなか社会」の実現を目指しています。 

本計画では、「第２期子育て未来応援プラン「あしや」」と「第２期芦屋市子ども・若者

計画」のそれぞれの理念や方向性などを引き継ぎ、こどもの養育については、家庭を基本

として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有するとの認識のもと、子育て支援

を推進するとともに、「こどもまんなか社会」と「第５次芦屋市総合計画」の目指すまちづ

くりの考え方を踏まえ、こども・若者が身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな

状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる社会の実現を目指して「あすを担う

すべてのこども・若者が、人とつながり自立して、しあわせに生活するためのやさしいま

ちづくり  未来を きり拓く 芦屋っ子 」を基本理念とします。 

【 基 本 理 念 】 
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２ 基本目標 

Ⅰ ライフステージを通した支援 

基本目標１ すべてのこどもが健やかに育つよう支援する 

こども・若者は、未来を担う存在であるとともに、今を生きている存在であり、心身の

発達の過程にあっても、乳幼児期から生まれながらに権利の主体です。 

こども・若者が権利の主体であることを周知し、こども・若者の意見を聴き、対話しな

がら施策を進めていきます。 

こども・若者の健やかな成長の原点である遊びや体験活動を通して、活躍ができる機会

をつくり、地域で安心してこどもを育てることができるよう切れ目のない支援に取り組み

ます。 

また、こどもが心身の健康を保ち、様々な生きづらさを感じることがないよう、貧困対

策、児童虐待防止対策、ヤングケアラー支援を推進し、障がいのある児童等、配慮が必要

なこどもや保護者を対象に、関係機関等が連携を図りながら、こどもの特性に合わせた継

続的な支援をします。 

さらに、防犯・交通安全・防災対策に取り組み、こども・若者・子育て家庭にとって、

安全・安心な環境の整備に努めます。 

【 施策の方向 】 

（１） こども・若者が権利の主体であることを社会全体で共有 

（２） 多様な遊びや体験ができ、活躍できる機会づくり 

（３） 切れ目のない健康づくりの推進 

（４） こどもの貧困対策 

（５） 障がいのあるこどもや医療的ケアが必要なこどもへの支援 

（６） 児童虐待防止やヤングケアラーへの支援 

（７） こども・若者の自殺防止や犯罪から守る取組 

Ⅱ ライフステージ別の支援 

基本目標２ 安心して出産・育児ができるよう支援する 

誕生前から幼児期まで 

安心して出産や子育てができるよう、児童福祉と母子保健の一体的な相談支援等を行う

など妊産婦への支援及びこどもの発育・発達への支援に取り組みます。また、こどもが安

心・安全に過ごせる場や遊びの機会創出を推進します。 
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【 施策の方向 】 

（１） 妊娠前から幼児期まで切れ目ない健康づくりの推進 

（２） 安心して成長できる場や遊びの充実 

基本目標３ こども・若者が地域で生活できるよう支援する  

学童期・思春期 

こどもが安心して楽しく通える魅力ある学校づくりや地域の居場所づくりを進めます。

また、こどもや若者が基本的な生活習慣や規範意識を育み、基礎学力や体力を身に付け、

命や思いやりの心を大切にするために、家庭、学校、地域、関係機関が連携して支援しま

す。 

いじめ防止や不登校対策を強化するとともに、障がいのあるこどもへの個別支援を充実

します。 

さらに、インターネット使用に関する指導も低年齢から徹底するとともに、こどもの成

長と自立を地域ぐるみで支援する仕組みを構築します。 

【 施策の方向 】 

（１） 安心して通える学校づくりや居場所づくり 

（２） こどもの心身の健康・こころのケアの充実 

（３） 社会的自立に向けた「生きる力」の育成 

（４） こどもにとって個別的な課題への支援 

（５） インターネット社会に生きるこどもへの支援 

（６） 学校園・家庭・地域が連携したこども・若者が安全・安心に暮らせるまちづくり 

基本目標４ 若者が自立できるよう支援する 

青年期・ポスト青年期 

経済的格差の広がりは、こどもの成育環境に大きな影響を及ぼすため、こども・若者が

安心して生活できるよう支援します。 

また、若者の社会的自立を支援するため、キャリア教育の充実や職業相談を行うととも

に、ひきこもりなど社会生活に困難を抱える若者への支援を強化しつつ、誰もが利用でき

る居場所づくりを進め、多世代交流やボランティアの機会を創出します。 

【 施策の方向 】 

（１） 家庭環境を下支えする方策の展開 

（２） 困難を有する若者の自立に向けた包括的な支援 

（３） 社会参加と居場所の充実 

（４） 若者にとって個別的な課題への支援
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Ⅲ 子育て当事者への支援 

基本目標５ 家庭における子育てを支援する 

保護者が安心して子育てができるように、各種手当の支給や、こどもの医療費助成、保

育・幼児教育や学習に係る経済的な支援等、子育てをするための費用の助成、そして、ひ

とり親家庭への支援を継続して行います。 

また、仕事と子育ての両立を支援するため、男女共同参画の考え方をさらに浸透させ、

固定的性別役割分担意識にとらわれない多様な働き方の促進に向け、意識醸成を図ります。 

【 施策の方向 】 

（１） 子育てや教育の経済的負担を軽減 

（２） 地域のニーズに合った子育て支援 

（３） 仕事と子育ての両立の推進 

（４） ひとり親家庭の支援 
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３ 施策の体系 

（１）子育てや教育の経済的負担を軽減

［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向 ］ ［ 基本目標 ］ 

あ
す
を
担
う
す
べ
て
の
こ
ど
も
・
若
者
が
、
人
と
つ
な
が
り
自
立
し
て
、

し
あ
わ
せ
に
生
活
す
る
た
め
の

や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り

〜
未
来
を

き
り
拓
く

芦
屋
っ
子
〜

（１）こども・若者が権利の主体であることを 
社会全体で共有

（２）多様な遊びや体験ができ、活躍できる 
機会づくり

（３）切れ目のない健康づくりの推進

（５）障がいのあるこどもや医療的ケアが必要な 
こどもへの支援

（３）社会的自立に向けた「生きる力」の育成

（４）若者にとって個別的な課題への支援

（６）児童虐待防止やヤングケアラーへの支援 

（７）こども・若者の自殺防止や犯罪から守る取組

（１）妊娠前から幼児期まで切れ目ない 
健康づくりの推進 

（２）安心して成長できる場や遊びの充実

（１）安心して通える学校づくりや居場所づくり

（２）こどもの心身の健康・こころのケアの充実

（１）家庭環境を下支えする方策の展開

（２）困難を有する若者の自立に向けた 
包括的な支援 

（３）社会参加と居場所の充実

（５）インターネット社会に生きるこどもへの支援 

（４）こどもにとって個別的な課題への支援

（４）ひとり親家庭の支援

（３）仕事と子育ての両立の推進

（２）地域のニーズに合った子育て支援

基本目標３  

こども・若者が地域で

生活できるよう 

支援する 

【学童期・思春期】 

基本目標２  

安心して出産・育児が

できるよう支援する

【誕生前から幼児期まで】

基本目標４  

若者が自立できるよう

支援する 

【青年期・ポスト青年期】 

Ⅰ ライフステージを通した 

支援 

基本目標１ 

すべてのこどもが 

健やかに育つよう 

支援する

（４）こどもの貧困対策

Ⅲ 子育て当事者への支援 

基本目標５  

家庭における子育て 

を支援する 

（６）学校園・家庭・地域が連携したこども・ 
若者が安全・安心に暮らせるまちづくり 
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第４章    各施策の推進方策

Ⅰ ライフステージを通した支援 

基本目標１ すべてのこどもが健やかに育つよう支援する 

（１）こども・若者が権利の主体であることを社会全体で共有 

現状と課題 

令和５（2023）年４月に施行された「こども基本法」には、基本理念にすべてのこども

が、年齢や成長の程度に合わせて、自分に直接関係することに意見を表明し、様々な活動

に参加できることが規定されており、同法第11条においても、こども施策に対するこども

等の意見の反映をさせていくことが規定されています。 

子育て支援に関するアンケート調査では、「こどもの権利」について「名前も内容も知っ

ている」割合が就学前保護者、小学生保護者、中学生保護者で３割台となっています。ま

た、「こどもの権利」の中で特に大切だと思うことについては、すべての保護者で、「暴力

や言葉で傷つけられないこと」が最も高くなっています。一方、小学生本人への調査では、

差別や暴力、いじめを受けたことがある割合が20.3％となっています。 

今後、こども・若者の権利の理解の醸成に向けて、啓発をしていくことが必要です。さ

らに、こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を

保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図ることが必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ こども・若者の声をキャッチできる場所が必要。 

○ こども・若者が意見を出しやすい環境が必要。 

○ こども・若者が積極的に声を上げることが重要。

施策の方向性 

○ 「こども基本法」や「子どもの権利条約」の趣旨や内容について理解を深めるための情

報提供や啓発を行います。 

○ こどもや若者が意見表明しやすい環境づくりを行います。 

こども・若者ワークショップ
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主な事業 

○ 子どもの権利条約の周知（こども政策課） 

○ こどもや若者の意見表明の機会の創出（全課） 

芦屋市こども・若者ワークショップ 

『第３期こども・若者輝く未来プラン「あしや」』の策定に際して、こども・若者か

らの意見を取り入れ、計画に反映させるため、芦屋市在住・在学の中学生から大学生

１４名が参加し、ファシリテーター１名とともに、こども・若者ワークショップを実

施しました。 

日時：令和６（2024）年８月９日（金）１３時３０分から１６時まで 

会場：芦屋市男女共同参画センター２階 大会議室 

ワークショップは、３グループに分かれて、こどもや若者が自分たちの意見を出し

合い、議論を通じて自分自身が幸せな生活を送るために芦屋市にどうなってほしいか、

自分たちがやってみたいことを考える場として開催しました。 

学校の校則見直し、コミュニティの充実、環境対策、健康管理、公共スペースの提

供、ゴミ問題、地域交流、教育機会の拡充などについて意見が挙げられていました。 

自由に本音で意見を発信すること、同年代や大人たちとの交流を深めること、地域

全体の活性化を目指していくことなど計画とも関わる重要な論点についても意見交換

が行われていました。 

テーマ：自分自身が幸せな生活を送るために芦屋市にどうなってほしいか 

自分たちがやってみたいこと
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・SNSで市の良い所、店、イベントをＰＲする情報を市から発信する 

・芦屋市の良さをＰＲするために、観光者のためのパンプレットを 

私たちもつくってみたい 

市の 

ＰＲ

・私たちが関われる場所を発信する 

・居場所、取り組み、集まりなどを私たちで発信してみたい 

・学校に行きたくない人が行ける場所をつくる 

・施設は知っているけど 何をしているのかわからないので 市からのPRや発信をする 

・児童館を居場所として利用する 

・芦屋らしさを大切にしつつ、若い世代が集まるようなお店を増やせないか 

居場所

・たばこのポイ捨てごみをなくす（取り組みの実施） 

・海の周りのゴミを少なくしてほしい 
環境

・私たちが市の人間や教育関係者に理解を得られるように説得する 

・いじめのない社会をつくる 

・ネットいじめはしない 

・若い人たちが活動しやすい市 グローバル国際的な市になってほしい 

・私たちも英語のコミュニティを作ったり、学外で英語を学ぶ機会を増やす 

・他の人の写真をインターネットやSNSに使わない 

教育

・いろんな人との関わりを積極的に動いていかなくても自然と持つこ

とができるようにまさにあしふくのような活動を私たちもできると

思う 

・音楽フェス、展覧会、演劇など、若い世代がアウトプット（発表）する機会を私

たちがしてみたい

イベ 

ント 
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（２）多様な遊びや体験活動ができ、活躍できる機会づくり 

現状と課題 

遊びや体験活動は、こども・若者の健やかな成長の原点です。 

本市では、質の高い教育・保育の充実を目指して就学前カリキュラムを策定しており、

身近な自然を遊びに生かし、見る・触れる・試す・考える等の経験を、様々な表現活動等

に展開し、豊かな感性を育んでいます。 

また、市内の公共施設や学校園等において、様々な遊びや体験活動ができる機会を創出

しています。 

子育て支援に関するアンケート調査では、小学校低学年（１～３年生）になったときの

放課後の過ごし方については、就学前調査（５歳児対象）では、「習い事」が61.8％と最も

高くなっています。小学生調査では、「自宅」が68.0％と最も高く、次いで「習い事」が

61.7％となっています。 

また、小学校高学年（４～６年生）になったときの放課後の過ごし方については、就学

前調査（５歳児対象）では、「習い事」が77.0％と最も高く、次いで「自宅」が74.2％、「放

課後子ども教室（キッズスクエア等）」が25.8％となっています。小学生調査では、「自宅」

が76.1％と最も高く、次いで「習い事」が73.6％となっています。 

こどもの放課後の過ごし方の希望では、自宅が多いものの、就労している母親が増加し

ています。また、自宅で過ごすこどもも増えており、放課後児童クラブ以外の地域のこど

もの多様なニーズに対応していくことが必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ こどもみんなで遊べる場所をつくる。

○ こども・若者が語り合うイベントの開催をする。 

○ こども・若者があしふく祭りや若者ワークショップの定期開催をする。 

○ 継続的な「集いの場」を提供する。 

○ 「あしふく」や社会福祉協議会が行っている取組に関わる。 

○ こども・若者が芦屋のまちを歩き魅力を発掘するイベントを開催する。 

○ 学生と地域の交流の場をつくる。 

○ 芦屋市在住の海外の方と交流を発展させる。 

○ 国際文化都市ならではの美術館など施設を活用する。

こども・若者ワークショップ
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施策の方向性 

○ 市内の公共施設において、こどもが多様な遊びや体験活動ができる機会をつくります。 

○ こども・若者が、多世代との交流、文化芸術やスポーツなどの体験学習、社会参加等を

通じて人間形成の基礎となる道徳性など豊かな心を育むことができるように支援します。 

主な事業 

○ こども家庭支援事業（こども家庭・保健センター） 

○ 児童センター事業（上宮川文化センター） 

○ 都市公園維持管理事業（道路・公園課） 

○ 都市公園施設整備事業（基盤整備課） 

○ ＪＲ芦屋駅南地区都市環境整備事業（再開発ビル内公益施設）（都市整備課） 

○ 環境教育推進・自然学校推進事業（学校支援課） 

○ トライやる・ウィーク推進事業（学校支援課） 

○ 特色ある学校園づくり支援事業（学校教育課） 

○ 読書活動推進事業（学校教育課） 

○ 文化活動振興事業（学校支援課） 

○ 就学前教育推進事業（保健安全・特別支援教育課） 

○ 青少年保護対策事業（放課後児童クラブ）（青少年育成課） 

○ あしやキッズスクエア事業（青少年育成課） 

○ 学校園・家庭・地域の教育推進支援事業（社会教育推進課） 

○ 生涯スポーツ推進事業（スポーツ２１事業）（スポーツ推進課） 

○ 図書館運営事業（おはなしの会など）（図書館） 

○ 福祉センター管理運営事業（地域福祉課） 

○ 美術博物館管理運営事業（国際文化推進課） 

○ 谷崎潤一郎記念館管理運営事業（国際文化推進課） 

○ 体育館・青少年センター等の管理運営事業（スポーツ推進課） 

○ 芦屋公園庭球場管理運営事業（スポーツ推進課） 

○ 朝日ケ丘公園水泳プール管理運営事業（スポーツ推進課） 

○ 海浜公園水泳プール管理運営事業（スポーツ推進課） 

○ 南芦屋浜地区教育施設用地活用事業（スポーツ推進課） 
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こども大綱 

令和５（2023）年４月に発足した「こども家庭庁」のもと、こども政策を総合的に推

進するため、国全体のこども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」が策定され

ました。 

「こども基本法」に基づく「こども大綱」により、すべてのこども・若者が健やか

に成長でき、まわりの人とよい関係で、将来にわたって幸せに生活できる、「こどもま

んなか社会」を目指していきます。 

出典：（こども家庭庁）

子どもの権利条約冊子 

芦屋市では、全てのこどもは、守られ大切にされなければならない存在であるとと

もに、こどもの人としての尊厳、人としての権利の主体であることを定めた「子ども

の権利条約」の解説パンフレットを平成 24（2012）年度から発行しています。保護

者の方だけでなく、こども自身にも理解し考えてもらうために、「保護者版（乳幼

児）」「小学生・保護者版」「中学・高校生・保護者版」を作成しています。
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『子どもの権利条約』って何だろう

世界中のこどもが健やかに成長できるよう、こどもの基本的人権を保障するために

1989 年に国際連合で採択された条約です。日本は1994 年にこの条約を批准しました。 

18 歳未満のこどもを権利を持つ主体と位置づけ、ひとりの人間としての権利を認

めるとともに成長の過程で特別な保護や配慮が必要なこどもならではの権利も定めて

います。 

『第 32 回子どもの権利条約フォーラム 2024in 東京』へ参加しました

『子どもの権利条約フォーラム』は、1989年の国連総会で採択された、こどもの基本

的人権を国際的に保障するために定められた条約の普及と、こどもの権利について関心を

寄せる人々の意見交換、出会い、交流の場です（NPO法人等による実行委員会）。 

１日目は、こども家庭庁長官の挨拶に始まり、こどもの権利に関するパネルディスカッ

ションやこども参加企画などの全体会、２日目はこどもの権利に関連した多くの分科会が

開催されました。 

☆ 全体会に参加 

中高生が登壇し、こどもの人権について考えていること・活動していることを議論しま

した。 

「こどもの権利は学んで覚えるものではなく、自然と身についているもの」

パネルディスカッションでは、意見表明の取り組みについて、議論しました。 

「行政と民間団体の間にこどもを入れてほしい」「こどもの声にならない声を聴いてい

く」

☆ 分科会に参加 

プレイパーク（屋外こどもの遊び場）のこどもの意見を取り上げ、こどもの気持ちを深

掘りしました。 

「相手に興味を持つことが大事」「こどもの意見は、こどものレンズからの見え方、考

え方」 

☆ 今の、そして、これからの芦屋市に必要なこと 

こどもが感じていることを普段の会話の中で言えるような環境や、大人がアンテナを高

くし、こどもの意見に耳を傾け、気持ちにしっかり寄り添っていくこと。 

（ｂｙ こども家庭担当） 

2024 年は、国際連盟による「子ども

の権利宣言（ジュネーブ宣言）」採択

から 100 年、子どもの権利条約採択

から 35 年、日本の条約批准から 30

年という記念の年です。 

～４つの原則～ 

☆差別の禁止 

☆こどもの最善の利益 

☆生命、生存及び発達に対する権利 

☆こどもの意見の尊重 
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（３）切れ目のない健康づくりの推進 

現状と課題 

本市ではこれまで、母子健康手帳の交付・乳幼児健康診査の実施を行い、また親子同士

が交流でき、子育てについて悩みを話し合える場を提供して多くの親子の参加を促進する

とともに、こどもの発達段階に応じた正しい情報提供と相談体制の整備を図ってきました。  

特に妊娠・出産に関する正しい知識の普及や相談体制の強化を図るとともに、産後ケア

事業の提供体制の確保や養育者のメンタルヘルスに係る取組を進めるなど、産前産後の支

援の充実と体制強化を行うことが必要です。 

子育て支援に関するアンケート調査では、子育てに関して日常悩んでいることについて、

就学前児童の保護者では、「病気や発育発達に関すること」が37.6％、「食事や栄養に関す

ること」が32.8％、となっています。また、就学前児童の保護者と小学生児童の保護者で

約１割から１割半が、子育てをする上で気軽に相談できる人や場所が「ない」と回答して

おり、悩みを抱える保護者等を早期に発見し、相談支援につなげていくことが必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ 精神的・身体的に健康でいられるようにする。

施策の方向性 

○ 健康診査、健康相談等の母子保健事業をきめ細かく実施することにより、相談できる環

境整備を進めるとともに、適切な育児情報を提供し、育児不安の軽減を図ります。また、

支援が必要な家庭を早期に把握し、関係機関との連携を強化しながら、専門的な相談に

つなぐことで、子育て家庭が安心して育児ができるよう努めます。 

主な事業 

○ 母子保健事業（こども家庭・保健センター） 

○ 児童福祉対策事業（こども家庭・保健センター） 

〇 妊産婦等生活支援事業（こども家庭・保健センター） 

こども・若者ワークショップ
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（４）こどもの貧困対策 

現状と課題 

子育て支援に関するアンケート調査では、経済的な理由で、公共料金が未払いになった

ことや、家族が必要とする食料が買えないことがあった家庭があるという結果が出ていま

す。そのため、世帯収入の低い世帯やひとり親世帯等に対しては、経済的支援等の充実と

ともに、生活の安定のための支援、教育の支援、保護者の就労支援が求められています。 

就学前児童と小学生児童、中学生生徒の保護者に対する調査では、日常悩んでいること

について、「こどもの教育にかかる経済的な不安が大きくなっていること」が４割半から約

５割と高くなっています。また、就学前児童と小学生児童、中学生生徒の保護者で、将来

的に必要としていること、重要だと思う支援等について、「こどもの就学にかかる費用が軽

減されること」の割合が６割から７割と高くなっています。今後も、安心して子育てがで

き、教育が受けられるよう、経済的支援等の充実が求められています。 

施策の方向性 

○ 経済的な理由でこどもを産み育てることが困難な状況にならないよう、引き続き各種

手当等の経済的支援を推進します。 

○ 経済的格差の広がりは、教育や進学の機会を狭めるだけでなく、こどもが育つ環境にも 

大きな影響を及ぼします。こども・若者が安心して自分らしく生きていけるよう、支援

します。 

主な事業 

○ 児童手当事業（こども政策課） 

○ 児童扶養手当事業（こども政策課） 

○ 生活困窮者自立支援事業（地域福祉課） 

○ 生活保護法施行事務（生活援護課） 

○ 私立特定教育・保育施設等運営事業（幼児教育・保育の無償化）（ほいく課） 

○ 私立幼稚園子育て支援事業（幼児教育・保育の無償化）（管理課） 

○ 市立幼稚園子育て支援事業（幼稚園実費徴収補足給付事業）（管理課） 

○ 大学等入学支援基金事業（管理課） 

○ 芦屋市奨学金（管理課） 

○ 就学援助費（管理課） 

○ 在日外国人学校就学補助金（管理課）
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（５）障がいのあるこどもや医療的ケアが必要なこどもへの支援 

現状と課題 

本市では、障がいのあるこどもや医療的ケアが必要なこどもに対して、相談窓口を設置

し、心身の状況とその成長に応じた適切な支援が受けられるよう支援体制の整備を行いま

した。 

特別支援教育では、個別の指導計画に基づいた教育を進め、関係機関との連携の強化を

図るとともに、特別支援教育支援員を市立小・中学校すべてに配置し、個別の支援の充実

を図りました。 

就学前児童の子育て支援に関するアンケート調査では、子育て支援施策に期待するこ

と・重要なことについて「障がいのあるこどもが地域で安心して生活できるよう障がい児

施策の充実」や「こどもの発達支援のための健診や訪問、ヘルパー派遣などの充実」の希

望があります。 

今後も、乳幼児健診等を活用し、心身の発達に支援が必要な乳幼児の早期発見に努め、

早期対応・早期療育につながるよう、より一層支援体制を充実していく必要があります。 

また、相談支援事業所との連携などにより、地域における障がいのあるこどもを支援し、

就学前、義務教育課程におけるインクルージョンを推進することが必要です。さらに、医

療的ケア児、障がいのあるこどもなど専門的支援が必要なこどもとその家族の地域生活を

支える連携体制を強化するとともに、障がいの特性や程度に応じて、一人ひとりの個性を

伸ばし、持てる力を最大限に発揮できるよう、引き続き就学相談と特別支援教育を実施し

ていく必要があります。 

～こども・若者の声～ 

○ みんなでサポートする社会をつくる。

施策の方向性 

○ 障がいのあるこども・若者や医療の専門的な支援が必要なこども・若者が安心して地域

生活を送ることができるよう、適切な支援を早い段階から受けられるようにするとと

もに、自立や社会参加に向けた主体的な取組が可能となるよう、必要な支援を行います。 

また、障がいのあるこども・若者の保護者に対しては、こども・若者一人ひとりの障が

いの状況に応じた、きめ細かな支援を行っていきます。 

こども・若者ワークショップ
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主な事業 

○ 地域生活支援事業（障がい福祉課） 

○ 障がい児通所支援（こども政策課） 

○ 市立保育所・認定こども園の運営業務（インクルーシブ教育・保育、医療的ケア児教育・

保育）（ほいく課） 

○ 私立特定教育・保育施設等運営事業（インクルーシブ教育・保育、医療的ケア児教育・

保育）（ほいく課） 

○ 特別支援教育推進事業（保健安全・特別支援教育課）

（６）児童虐待防止やヤングケアラーへの支援 

現状と課題 

児童虐待は、無関心から起こることも多くなっており、こどもの心身に深い傷を残し、

成長した後においても様々な生きづらさにつながるものです。 

本市では、令和５（2023）年４月に「こども家庭・保健センター」を設置し、従来の「子

育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠点」が有してきた機能を引き続き

活かしながら、一体的な組織として子育て家庭に対する相談支援を実施しています。 

また、要保護児童対策地域協議会等で把握した、要支援・要保護家庭に対して、申請・

利用料が不要でヘルパー等を派遣するなど、訪問支援等を行うことで家庭の養育環境を整

え虐待のリスクの高まりを未然に防止しています。 

近年、社会問題化しているヤングケアラーについては、子ども・若者育成支援推進法が

改正（令和６（2024）年６月１２日施行）され、「家族の介護その他の日常生活上の世話を

過度に行っていると認められる子ども・若者」として定義され、国・地方公共団体等が各

種支援に努めるべき対象にヤングケアラーが明記されました。 

本市では、教育、福祉、こどもに関する相談窓口と連携し、ヤングケアラー支援につな

げる体制を整えています。 

就学前児童の子育て支援に関するアンケート調査では、子育てに関して日常悩んでいる

ことについて、「こどものしつけに関すること」が54.2％となっています。また、「仕事や

自分のやりたいことなど自分の時間が十分取れないこと」が45.6％、「子育てによる身体の

疲れが大きいこと」が42.1％という結果も出ています。 

子育ての不安感・孤立感に寄り添えるように、日頃から相談しやすい体制を図り、児童

虐待の未然防止、早期発見・早期対応のため、地域住民の中でこどもを守る意識を醸成し、

さらに、こどもに関わる関係機関等の連携体制の強化も必要です。 

また、ヤングケアラーの「言葉も内容も知っている」割合をみると、就学前児童の保護

者で81.7％、小学生の保護者で86.2％、中学生の保護者で91.4％となっており、ヤングケ

アラーの認知度は高い状況となっています。ヤングケアラーは、家庭内のデリケートな問

題であるため、本人や家族に自覚がないことが多いことから、ヤングケアラーを早期に発

見するため、学校や医療機関、福祉事業者などによる、適切な支援を提供するための情報

連携が必要です。  
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施策の方向性 

○ すべてのこども・家庭の相談に対するこども支援の専門性をもった機関として、こども

の最善の利益を尊重し、相談・支援体制の更なる強化を図るため「こども家庭総合支援

担当」での支援を引き続き実施します。要保護児童対策地域協議会の活性化を図るため、

支援者の資質向上と関係機関の適切な対応による地域の連携体制の充実を図り、虐待

の未然防止、早期発見、早期対応に取り組みます。 

主な事業 

○ 児童福祉対策事業（こども家庭・保健センター） 

○ 生活困窮者自立支援事業（若者ケアラー支援ヘルパー等派遣事業）（地域福祉課） 

○ 人権擁護事業（人権・男女共生課） 

○ カウンセリングセンター管理運営事業（学校支援課） 

○ 子ども若者育成支援対策（青少年愛護センター） 
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（７）こども・若者の自殺防止や犯罪から守る取組 

現状と課題 

自殺者の総数が平成22（2010）年以降減少傾向にあるのに対し、近年、こどもの自殺者

数は増加しており、令和４（2022）年の小中高生の自殺者数は、全国で514人と過去最多と

なりました。 

本市では、ストレス解消法や休養に関する知識の普及啓発を図るとともに、地域生活を

支える相談及び支援の強化等、総合的な自殺対策を推進してきました。 

こども・若者の犯罪被害状況については、令和５（2023）年のSNSに起因する犯罪被害に

あったこどもの数は、全国で1,665人となっており、減少傾向が見られるものの、依然とし

て高い水準となっています。また、令和４（2022）年こどもの不慮の事故による死亡事故

数は181件となっており、減少傾向が見られます。不慮の事故による死因は、ほとんどの年

齢で交通事故が１位となっています。 

このようなことから、こどもの生命を守り、犯罪被害や事故、災害からの安全を確保す

ることが全てのこどもが健やかに育つための大前提であるとの認識の下、防犯・交通安全

対策、防災対策等を進めることが必要です。 

また、こどもや若者が、犯罪や事故、災害等から自らと他者の安全を守ることができる

よう、体験的な学びを含め、発達の程度に応じて、体系的な安全教育を推進するとともに、

こどもの安全に関する保護者への周知啓発が必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ こども・若者が自分の悩み、考えを気軽に打ち明けられる場所をつくる。

施策の方向性 

○ 誰もが安全・安心に、そして快適に暮らせるまちづくりを目指し、福祉のまちづくりを

推進するとともに、自分たちの地域を自分たちで守る地域の力を高める活動を推進し

ます。警察、行政、保育所、学校園、地域等関係機関との連携・協力の強化を図り、こ

ども自らが危険回避できる力を養うための防犯・防災・交通安全教育に今後も引き続き

取り組んでいきます。 

○ 有害環境からこども達を守るために、警察・行政・学校・地域・関係機関の連携を強化

して、こども・若者の安全を確保し、犯罪抑止力の高いまちづくりを推進します。 

○ 非行は、家庭・学校・地域のそれぞれが抱えている問題が複雑に絡み合って発生します。

このため、家庭・学校・地域が緊密に連携し、こども・若者が非行や犯罪に走ることの

ないよう支援を行っていきます。 

○ 連携してこどもを支えるネットワークづくりや地域社会全体でこどもを見守り育てる

意識啓発や環境整備を推進するとともに、子ども会の活性化を図るなど、地域のこども

の健やかな成長を促す環境整備を推進します。 

こども・若者ワークショップ
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主な事業 

○ 健康づくりプランあしや（第４次芦屋市母子保健計画・健康増進計画・食育推進計画・

自殺対策計画）（こども家庭・保健センター） 

○ 人権擁護事業（人権・男女共生課） 

○ 生活安全条例推進事業（道路・公園課） 

○ 交通安全施設等整備事業（道路・公園課） 

○ 交通安全運動の推進（道路・公園課） 

○ 防災総合訓練及び地域の防災・減災事業（防災安全課） 

○ 防災・安全教育推進事業（保健安全・特別支援教育課） 

○ 青少年愛護センター運営事業（青少年愛護センター） 

○ 打出教育文化センター教育研究推進と研修事業（打出教育文化センター） 

こころの体温計 

眠れない、気分が落ち込む、身体の不調が続く・・・といったことはありませんか？ 

こころのストレス度・落ち込み度を「こころの体温計」で簡単にチェックできます。 

お悩みに対する相談先もご案内しています。 

リンク先：こころの体温計セルフチェック（芦屋市）⇒ 
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Ⅱライフステージ別の支援

基本目標２ 安心して出産・育児ができるよう支援する 

（１）妊娠前から幼児期まで切れ目ない健康づくりの推進 

現状と課題 

本市では、出産に伴うリスク、身体的・精神的な不安を軽減するために、令和５（2023）

年１月より妊娠出産子育て支援事業を開始しています。引き続き、妊娠期における教室な

どを利用した伴走型支援の実施や、母子保健と児童福祉が一体的に連携を行うことで、支

援体制の一層の充実を図るとともに、円滑な実施に取り組むことが必要です。  

また、将来の妊娠のための健康管理に関する情報提供を推進する取組など、プレコンセ

プションケアや、不妊症への対応など妊娠前からの支援に取組むとともに、安心・安全で

健やかな妊娠・出産、産後の健康管理支援など、個別ニーズに合わせた切れ目のない支援

体制を構築することが求められます。 

就学前児童の保護者に対する子育て支援に関するアンケート調査では、子育てに関して

日常悩んでいることについて、「病気や発育発達に関すること」が37.6％、「食事や栄養に

関すること」が32.8％、となっています。また、就学前児童の保護者と小学生児童の保護

者で約1割から１割半が、子育てをする上で気軽に相談できる人や場所が「ない」と回答し

ており、早期に相談支援につなげていくことが必要です。 

施策の方向性 

○ 健康診査、健康相談等の母子保健事業をきめ細かく実施することにより、相談できる環

境整備を進めるとともに、産後ケア事業などを通して必要な育児情報を提供し、育児不

安の軽減を図ります。また、支援が必要な家庭を早期に把握し、関係機関との連携を強

化しながら、専門的な相談につなぐことで、子育て家庭が安心して育児ができるよう努

めます。 

主な事業 

○ 母子保健事業（こども家庭・保健センター）

〇 妊産婦等生活支援事業（こども家庭・保健センター） 

ブックスタート 

ブックスタートは「絵本を開くことで、だれもが楽しく赤ちゃんとゆっくりふれあ

うひと時をもてるように」という目的で続いている活動です。 

芦屋市では、４か月児健康検査に来られた親子に、絵本を１冊お渡ししています。

これらの本には、子育て支援に役立てほしいというみなさまからの寄付金（芦屋市子

ども・子育て支援基金）が充てられています。
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（２）安心して成長できる場や遊びの充実 

現状と課題 

就学前における教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。 

本市では、質の高い教育・保育の充実を目指して就学前カリキュラムを策定しており、

集団の中での自発的な遊びを通して「生きる力」の基礎を培うとともに、乳幼児期にふさ

わしい生活習慣の基礎や規範意識の芽生えが育まれるよう支援しています。 

また、芦屋市接続期カリキュラムに基づき、就学前教育・保育施設間の連携を深め、生

きる力の基礎となる非認知能力を育むよう、研究会を通して教職員の専門性を高め、近隣

の小学校との連携により、小学校入学を楽しみにする気持ちを膨らませ、円滑な接続がで

きるよう推進しています。 

就学前児童の子育て支援に関するアンケート調査では、母親の現在の就労状況について

は、「フルタイム」の割合が37.7％、「パート・アルバイト等」の割合が22.0％、「未就労」

の割合が26.6％となっており、前回調査結果と比較すると、「フルタイム」の割合が9.2ポ

イント増加しています。また、平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について、「認可

保育所」の割合が31.6％と最も高く、次いで「認定こども園（保育所部）」の割合が27.0％

となっています。前回調査結果と比較すると、「幼稚園」の割合が12.1ポイント減少し、「認

定こども園（保育所部）」の割合が17.8ポイント増加しています。定期的に利用したい事業

については、「認可保育所」の割合が41.8％と最も高く、次いで「幼稚園」の割合が39.9％

となっています。前回調査結果と比較すると、「認定こども園」の割合が、「認定こども園

（幼稚園部）」と「認定こども園（保育所部）」を合わせると60.8％であり、14.3ポイント

増加しています。 

多様化する就労形態等を踏まえ、一時預かりや延長保育、病児保育など教育・保育事業

の保護者のニーズに対応していくことが必要です。また、土曜日や日曜日・祝日やこども

の病気やケガなどの時に対する保育ニーズも潜在化しており、柔軟な保育サービスの充実

が求められています。 

さらに、教育・保育ニーズの高まりに合わせて、保育士、保育教諭、幼稚園教諭等の人

材育成を進めることが必要です。 

施策の方向性 

○ 保護者の就労に関わらず等しく質の高い教育・保育を提供できるよう、今後も引き続き

教育・保育ニーズの動向を踏まえ、適切な提供体制について検討していきます。 

○ 教育・保育施設の職員の研修を実施し、質の向上等を図ることにより、こどもの健やか

な成長を支援するとともに、定期的な教育・保育施設等への指導監査を実施します。 
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○ 就学前段階では、幼稚園・保育所等、利用する施設の種類が多く、保護者の選択も、各

家庭の状況や実態において様々です。教育・保育施設に通っている・いないに関わらず、

すべてのこどもが年齢に応じて健やかな育ちを確保できるよう、また、それぞれの時期

にふさわしい教育・保育が受けられるよう、職員への学びと育ちの連続性の共通理解を

含めた資質向上のための研修、交流等の実施や、こども同士の交流、小学校との連携も

深め、小学校への円滑な接続を図ります。 

主な事業 

○ 市立保育所・認定こども園の運営業務（研修・巡回訪問指導）（ほいく課） 

○ 私立特定教育・保育施設等運営事業（研修・巡回訪問指導）（ほいく課） 

○ 病児保育事業（ほいく課） 

○ 地域子育て支援事業（ほいく課） 

○ 特定教育・保育施設等に対する監査指導事業（ほいく課・監査指導） 

○ 就学前教育推進事業（保健安全・特別支援教育課） 

○ 市立幼稚園子育て支援事業（預かり保育事業）（管理課） 

子育て応援アプリ「子育てタウン」 

子育てに役立つ機能がいっぱいです！ 

スマートフォンアプリをダウンロードして、

手軽に芦屋市の子育て情報を検索することがで

きます。お子さんの年齢を登録していただく

と、年齢に応じた子育てイベント情報や行政情

報がプッシュ通知で届きます。 

ぜひ、ご利用ください。 
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基本目標３ こども・若者が地域で生活できるよう支援する 

（１）安心して通える学校づくりや居場所づくり

現状と課題 

こどもにとって、学校は単に学ぶだけの場ではなく、安全に安心して過ごしながら、他

者と関わりながら育つ、こどもにとって大切な居場所の一つです。 

本市では、こどもが放課後などを安全・安心に過ごせる居場所として、「放課後子ども教

室（キッズスクエア）」や校庭開放(放課後プラン事業)等を地域の協力を得て実施していま

す。また、本市の不登校生徒数は増加傾向であり、学校に登校しづらかったり教室に入り

づらかったりするこどもが学校内に安心できる居場所づくりが求められていることから、

令和６（2024）年度から教室に入りづらい子に寄り添い、校内サポートルームで心のケア

を専門に行うＰＥＡＣＥサポーターを全校に配置しています。 

また、「あしふく」（こども家庭・保健センター）において、新たに中高生参加プロジェ

クトを実施し、こどもの居場所づくりを行っています。 

子育て支援に関するアンケート調査では、小学校低学年（１～３年生）になったときの

放課後の過ごし方については、就学前調査（５歳児対象）では、「放課後児童クラブ（学童

保育）」が44.2％となっています。また、小学生調査では、「放課後子ども教室（キッズス

クエア等）」が40.0％となっています。前回調査結果と比較すると、就学前調査で「放課後

児童クラブ（学童保育）」の割合が15.8ポイント増加しており、ニーズが高まっています。 

放課後のこどもの遊びと生活の場である放課後児童クラブのニーズが高まっており、受け

皿の整備を着実に進め、放課後児童クラブの安定的な運営を確保していくことが必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ こどもみんなで遊べる場所をつくる。

○ 地域活動への参加と情報発信が必要。

施策の方向性 

○ 安心してこどもが過ごすことができる場として学校環境を整備し、自主性を重んじ、自

由に活動や学習又は遊びができるこどもの居場所づくりを積極的に推進します。 

主な事業 

○ 児童センター事業（上宮川文化センター） 

○ こども家庭支援事業（こども家庭・保健センター） 

○ ＪＲ芦屋駅南地区都市環境整備事業（再開発ビル内公益施設）（都市整備課） 

○ ＰＥＡＣＥサポーター配置事業（学校支援課） 

こども・若者ワークショップ
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Ｔｏｐｉｃ

○ 中学校部活動推進事業（学校支援課） 

○ 学校給食関係事務（保健安全・特別支援教育課） 

○ 学校保健関係事務（保健安全・特別支援教育課） 

○ 青少年保護対策事業（放課後児童クラブ）（青少年育成課） 

○ あしやキッズスクエア事業（青少年育成課） 

○ 学校園・家庭・地域の教育推進支援事業（社会教育推進課） 

こども家庭・保健センターの子育て支援、学齢期児童支援 

〇 子育て支援 

・ 子育てセンター親子のつどいのひろば「むくむく」 

就学前の子育て親子が集い、相互交流や子育ての 

不安や悩みを相談できる場所です。 

〇 学齢期児童支援 

・ スタディールーム 

自主学習の場所として、市内に在住または在学の 

小・中・高校生が利用できます。 

〇 ミュージックスタジオ 

自主活動の場所として、市内に在住または在学の 

中・高校生が利用できます。 

こども家庭・保健センターの愛称が決定しました 

「こども家庭・保健センター」が市民の

みなさんに親しまれるように中高生が意

見をだして「あしふく」という愛称を決定

しました。 

決定した愛称は「あ
・
 し
・
 ふ
・
 く
・
」です。 あし→芦

・
屋 

ふく→みんなが幸福
・
に 

福
・
祉がいきわたるように 

という思いが込められています。 
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（２）こどもの心身の健康・こころのケアの充実 

現状と課題 

「健康づくりプランあしや」における施策評価では、かかりつけの小児科を持つ親の割

合及び休日・夜間の小児救急医療機関を知っている人の割合がわずかに減少しています。

こどもが地域において休日・夜間を含めいつでも安心して医療サービスを受けられるよう、

保護者への情報提供を行っていくことが重要になります。 

思春期保健対策においては、学童・思春期の身体・精神の両面において健全な育成が図ら

れるよう、学校・地域・家庭の連携を推進しつつ、教育や支援に取り組むことが必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ 飲酒・喫煙の年齢制限を守る。 

○ 元気に暮らすためにできるだけたくさん運動をする。

施策の方向性 

○ こどもが地域において休日・夜間を含めいつでも安心して医療サービスを受けられる

よう、小児医療体制の周知を図ります。 

○ 関係機関と連携を図り、医療の専門的な支援が必要なこどもやその家族に対する支援

体制を確保します。 

○ 性に関する正しい知識の普及や相談等の取組を推進します。  

○ 喫煙や薬物等に関する教育や指導等の取組を推進します。  

○ プレコンセプションケアについての普及啓発を推進します。 

プレコンセプションケア 

プレコンセプション（preconception）ケアは、「妊娠前からのケア」を意味し、若

い世代のためのヘルスケアとして、現在の体の状態を把握し、将来の妊娠や体の変化

に備えて、自分たちの健康と向き合うことです。 

令和３（2021）年２月『成育医療等基本方針』において、「男女を問わず、相談支援

や健診等を通じ、将来の妊娠のための健康管理に関する情報提供を推進するなど、プ

レコンセプションケア（女性やカップルを対象として、将来の妊娠のための健康管理

を促す取組）に関する体制整備を図る」と記載されています。

こども・若者ワークショップ



83 

第
４
章

主な事業 

○ 救急医療事業（こども家庭・保健センター） 

○ 母子保健事業（こども家庭・保健センター） 

〇 妊産婦等生活支援事業（こども家庭・保健センター） 

○ 市立保育所・認定こども園の運営業務（医療的ケア児教育・保育）（ほいく課） 

○ 私立特定教育・保育施設等運営事業（医療的ケア児教育・保育）（ほいく課） 

○ 障がい児通所支援（こども政策課） 

○ 特別支援教育推進事業（保健安全・特別支援教育課） 

○ 福祉医療費助成事業（地域福祉課） 

○ 学校保健関係事務（保健安全・特別支援教育課）  

○ 薬物乱用防止教育（保健安全・特別支援教育課）  

（３）社会的自立に向けた「生きる力」の育成 

現状と課題 

本市では、将来への夢や希望を育む指導やこどもの発達段階に応じて、キャリアパスポ

ート等を活用しながら、社会的自立のために必要な資質や能力を育成する指導の充実を図

っています。 

また、学校園、家庭、校園医などの連携のもとに幼児、児童、生徒の健康管理と健康保

持を推進し、自らの健康に関心を持ち心身の健康を育成するとともに、地産地消を生かし

た食育の推進、本市の学校給食の魅力を発信することで、安全・安心で質の高い学校給食

を提供してきました。 

さらに、「いのち」を大切にする心、自他ともに大切にする心など豊かな人間性を育み、

自助・共助の精神とともに、人権尊重の理念に基づく「共生」の心を育む教育に取り組ん

できました。 

子ども・若者アンケート調査結果をみると、「自分に自信がある」と回答した割合が

57.1％、「自分のことが好き」と回答した割合は73.3％となっています。 

こどもや若者が健全に成長するためには基礎学力や体力のみならず、基本的な生活習慣

や豊かな人間性を養っていくことが重要です。特に、自己肯定感は、健やかな成長のため

に欠かせないことから、様々な局面で一層自己肯定感を高める取り組みを行っていくこと

が重要です。 

～こども・若者の声～ 

○ 自分の好きなこと、得意なことを発揮できる。 

○ 一人ひとりがのびのびとやりたいことができる。 

○ 自分の個性が出せる。

こども・若者ワークショップ



84 

第
４
章

施策の方向性 

○ 成長過程にあるこども・若者が、基本的な生活習慣や規範意識を形成し、基礎学力と体

力を身に付け、命を大切にする心や思いやりの心を養えるように、家庭の果たす役割の

重要性を認識しつつ、家庭・学校・地域および関係機関が連携して支援します。 

○ こども・若者が社会の中で自立し、他者と連携しながら、社会を生き抜き、地域の問題

解決を社会の構成員として主体的に担う力を発達等に応じて身に付けることができる

よう、主権者教育を推進します。 

主な事業  

○ 学校給食関係事務（保健安全・特別支援教育課） 

○ 学校保健関係事務（保健安全・特別支援教育課） 

○ 人権教育推進事業（学校支援課） 

○ トライやる・ウィーク推進事業（学校支援課） 

○ 消費者保護事業（地域経済振興課） 

（４）こどもにとって個別的な課題への支援 

現状と課題 

いじめは、心身に深い傷を残し、成長した後においても様々な生きづらさにつながり得

るものです。令和５（2023）年度の全国の小・中・高等学校及び特別支援学校におけるい

じめの認知件数は約73万件、そのうち、重大ないじめ事案の発生件数は約1,300件と過去最

多となっています。 

芦屋市においてはいじめの積極的認知を心掛け、小さな芽のうちに解決を目指していま

す。令和３（2021）年度から年々認知件数は減っていますが、１つ１つの事案の未然防止

や早期発見、早期解決を目指し、学校いじめ防止基本方針の見直しや、いじめ防止啓発事

業、相談体制の充実、弁護士授業などいじめ問題に取り組んでいます。 

また、不登校については、本人・家庭・学校に関わる様々な要因が複雑に関わる様々な

要因が複雑に関わっている場合が多く、どのこどもにも起こり得るものです。小・中学校

における不登校児童生徒数は、年々増加傾向にあり、令和５（2023）年度は全国で約34万

６千人、本市においても小・中学校合わせて232人と過去最多となっています。 

これらの課題に取り組むために、新たにＰＥＡＣＥサポーター配置事業を行うなど支援

の充実を図り、個別的に困難を抱えるこどもへの支援を行います。 
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～こども・若者の声～ 

○ 学校に行きたくない人が行ける場所が必要。 

○ 同世代で解決策を考える。 

○ いじめのない社会をつくる。

施策の方向性 

○ 家庭・学校・地域及び関係機関が一体となって、いじめ防止や不登校対策の充実を図り

ます。

主な事業 

○ 人権擁護事業（人権・男女共生課） 

○ いじめ防止対策事業（こども政策課） 

○ 児童福祉対策事業（こども家庭・保健センター） 

○ 生徒指導対策事業（いじめ・不登校）（学校支援課） 

○ 国際理解教育推進事業（学校支援課） 

○ ＰＥＡＣＥサポーター配置事業（学校支援課） 

○ 青少年愛護センター運営（青少年愛護センター） 

○ 子ども若者育成支援対策（若者相談センター「アサガオ」）（青少年愛護センター） 

○ 打出教育文化センター教育研究推進と研修事業（打出教育文化センター） 

○ 適応教室実施事業（学校支援課） 

こども家庭・保健センター 

芦屋市では、令和５（2023）年４月１日に「こども家庭・保健センター」を開設し

ました。 

こども家庭・保健センターでは、「こどもまんなか社会の実現に向けて、予防から自

立まで一貫した支援の実現」を基本理念に、取り組みをすすめています。 

○ 妊娠から出産、育児、成人・高齢者に至るまで、より早期に問題を把握し支援につ

なぐ、一貫した切れ目ない支援を実現します。 

○ 予防的なかかわりを重視し、重層的な支援で、確実に必要な支援が届くようにアウ

トリーチ型支援に取り組みます。 

こども・若者ワークショップ

こども福祉部こども家庭室こども家庭・保健センター 

〒659－0051 芦屋市呉川町14番９号 保健福祉センター 
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潮見中学校生徒会が全国いじめ問題子供サミットへ参加してきました

芦屋市立潮見中学校の第46代生徒会執行部の３人（生徒会長、副会長、生活委員長）は、

令和６年１月27日に文部科学省主催の『令和5年度全国いじめ問題子供サミット（以下、

「サミット」と表示）』へ兵庫県代表として参加しました。

1  全国いじめ問題子供サミットに参加して感じたこと 

☆全国の他校で取り組んでいるいじめ防止への取り組みは、参考にな

り、刺激になりました。 

☆いじめは可視化されにくく、周りの先生や親から見えにくいもので

す。「自分は見ているだけ」と思っている第三者も、いじめに加わ

っていなくても、全員で変えようという意識がないといじめはなく

ならないと感じました。 

☆いじめや差別につながっていくのは「勝手な思い込み」

や「偏見」と考えました。その解決には、生徒どうしの 

交流を増やして、全員がお互いのいいところ、悪いとこ 

ろをよく理解し、認め合うことが大切と考えました。交 

流を増やすことで、「大丈夫？」と声をかけたりでき、 

助けになると思いました。小さなことでも全員が意識を 

持つことが大切だなと思いました。

2  潮見中学校での取り組み 
令和６年２月５日の全校朝礼で、参加した３人がそれぞれスライドで発表し、いじめをしないこと

をこれから意識してほしいとみんなに伝えました。みんな真剣な顔つきで聞いてくれていました。 

生徒会では、次の３つの活動を続けることで、学年やクラスを超えて交流を深めました。 

・MoveDays  ・生徒会レク  ・合同清掃 

3  芦屋市中学校生徒会執行部交流会での共有 
令和６年７月 30 日に、市内３中学校（精道中学校、山手中学校、潮見中学校）の生徒会 23 人

が集まり、サミットでの学びと潮見中学校での取り組みを発表し、３中学校を混ぜたグループで

話し合いました。参加者からは「自分の学校でも取り組みしてみたい」などの意見も出て、他の

学校でも生徒間で交流できる取り組みが行われることを期待しています。

市長の一言

いじめはどこでも起こり得ます。 

だれにも相談できずに苦しむ 

こどもが生まれないように、 

SOS の声をあげやすい環境を 

一緒に作りましょう！ 

教育長の一言

生徒自らの発信、すばらしい 

取り組みです。つないでいきましょう！ 

“するを許さず” 

“されるを責めず” 

“第三者なし！” 
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（５）インターネット社会に生きるこどもへの支援 

現状と課題 

社会の情報化が進展する中、こどもが情報活用能力を身に付け、情報を取捨選択して利

用するとともに、インターネット等による情報発信を適切に行うことができるようにする

ことが重要な課題となっています。また、こどものインターネット等の利用の低年齢化が

進む中、こどもの健やかな成長を著しく阻害する有害情報も氾濫し、犯罪被害につながる

といった重大な問題も起きています。 

子ども・若者アンケート調査結果によると、日ごろ共感を覚えたり影響を受けたりする

ものとして「インターネット・ＳＮＳ」と回答した方が74.3％います。また、楽しい（充

実している）と感じるときとして「インターネットやＳＮＳなどをしているとき」と回答

した割合も28.2％となっています。近年の、インターネットの普及をはじめとする情報社

会の進展に伴い、インターネットの影響が生活に浸透している状況がうかがえます。 

一方で、インターネットを利用する中で「誹謗中傷（悪口）を書かれた」と回答した割

合が６％、「ＳＮＳ等で、グループから外されたり、あなたが入っていないグループを作ら

れた」と回答した割合が４％となっているなど、トラブルに巻き込まれた方も一定数いる

状況です。今後もインターネット社会のさらなる進展が予測されることから、こどもや若

者が情報を主体的に活用していく力を養うとともに、情報を正しく理解・判断する力を養

うことが必要です。

～こども・若者の声～ 

○ 他人の写真をインターネットやＳＮＳに使用しない。 

○ ネットいじめをしない。 

○ 相手の気持ちを考えてＳＮＳを使用する。

施策の方向性 

○ こどもが主体的にインターネット等を利用できる能力習得の支援や情報リテラシーの

習得支援、こどもや保護者等に対する啓発、フィルタリングの利用促進などこどもが安

心してインターネット等を利用できるよう指導するとともに、適正な使用に向けた教

育や意識啓発を図っていきます。 

主な事業 

○ 人権擁護事業（人権・男女共生課） 

○ 学校園ⅠＣＴ環境整備事業（打出教育文化センター） 

○ 打出教育文化センター教育研究推進と研修事業（打出教育文化センター） 

○ 児童センター事業（児童センター） 

○ 青少年愛護センター運営（青少年愛護センター）

こども・若者ワークショップ
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（６）学校園・家庭・地域が連携したこども・若者が安全・安心に暮

らせるまちづくり 

現状と課題 

こどもが一生に残る傷を負う事件やこどもが生命を失う事故が絶たず、こどもの生命・

尊厳・安全を脅かす深刻な状況があります。こどもの生命を守り、犯罪被害や事故、災害

からの安全を確保することが全てのこどもが健やかに育つために必要です。 

本市では、防犯カメラの設置などを実施するとともに、様々な地域団体が自主的に地域 

パトロール活動を展開するとともに、警察や地域、関係団体等と一体となって交通安全対

策に取り組み、児童の登下校時の見守り活動の展開，交通安全教室等の開催による交通ル

ール・マナーの周知・啓発などを行いました。 

全てのこども・若者の成長をまち全体で支えていくためには、引き続き学校園・家庭・

地域がそれぞれの責任と役割のもとに、相互に連携・協力し、こども・若者が安全・安心

に暮らすことができる環境づくりを行っていく必要があります。 

～こども・若者の声～ 

○ みんながルールを守る。 

○ みんながルールを守るためにどうすればいいか話し合う。

施策の方向性 

○ 有害環境からこどもを守るために、警察・行政・学校・地域・関係機関の連携を強化し、

こども・若者の安全を確保し、犯罪抑止力の高いまちづくりを推進します。 

○ 家庭・学校・地域が連携し、こども・若者が非行や犯罪に走ることがないよう支援を行

っていきます。 

○ こどもを支えるネットワークづくりや地域全体でこどもを見守り育てる意識啓発や環

境整備を推進します。 

主な事業 

○ 民生委員・児童委員活動の推進（地域福祉課） 

○ 生活安全条例推進事業（道路・公園課） 

○ 青少年愛護センター運営（青少年愛護センター） 

○ 子ども若者育成支援対策（青少年愛護センター） 

こども・若者ワークショップ
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基本目標４ 若者が自立できるよう支援する 

（１）家庭環境を下支えする方策の展開 

現状と課題 

子ども・若者アンケート調査結果をみると、解決すべき課題として「貧困問題が深刻で

あること」と回答した割合が23.0％となっています。また、現在の悩みについて「将来の

生活やお金のこと」と答えた割合が71.1％となっており、経済的な悩みを抱えている方が

相当数いることが示されています。今後も引き続き、若者への経済的支援をしていくこと

が必要です。 

さらに、知り合いや家族（親戚）に信頼できる人がいると「感じる」人は９割を超え高

くなっている一方、そう「感じない」人も見受けられ、家庭環境が自分をつくっていく基

盤であることからも、家庭環境を下支えする方策の検討が必要です。

施策の方向性 

○ 経済的格差の広がりは、教育や進学の機会を狭めるだけでなく、こどもが育つ環境にも

大きな影響を及ぼします。若者が安心して自分らしく生きていけるよう、支援します。 

○ 社会の発展と核家族化そして親の価値観の多様化等を背景として、家庭での教育に不

安や悩みを抱えている親が増えている状況があります。若者だけでなく、同じ悩みを抱

えた親同士が集まれる学びの場や仲間や地域の大人が交流できる居場所の提供をして

いきます。 

主な事業 

○ 生活困窮者自立支援事業（地域福祉課） 

○ 生活保護法施行事務（生活援護課） 

○ 女性活躍推進事業（男性の家庭生活での活躍推進）（人権・男女共生課） 

○ 子ども若者育成支援対策（「アサガオ」親の会）（青少年愛護センター） 
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（２）困難を有する若者の自立に向けた包括的な支援 

現状と課題 

子ども・若者アンケート調査では、普段の外出頻度について「ほとんど外出していない」

割合が２％となっており、わずかながら一定数の方が外出に困難を抱えている可能性があ

ります。また、本来は大人が行うような家事や家族の世話を行う、いわゆるヤングケアラ

ーに該当すると思われる方が８％います。若者が抱える多様な困難の解消と自立支援に向

けた取組が求められています。 

また、本市には、困難を有する若者の自立及び社会参加を支援する相談窓口として「ア

サガオ」がありますが、知らないと回答した方が約９割となっており、周知に課題がある

状況です。支援施策の充実とともに、その周知にも力を入れていく必要があります。 

～こども・若者の声～ 

○ 誰でも楽しく生活できる社会を目指す。 

○ 若者が笑顔でいるための支援が必要。 

○ 意見が届く、伝わる社会を目指す。

施策の方向性 

○ 若者が、勤労観・職業観を形成し、社会的・経済的自立に必要な能力を身に付けるため

のキャリア教育を充実させるとともに、企業等とも連携・協力し、きめ細かい職業相談

等の支援を行います。 

○ ひきこもり等社会生活を円滑に営む上での困難を抱える若者が、社会とのつながりを

回復し、自立に向けて動き始めることができるよう、関係機関やNPOなど民間団体との

連携・協力を推進して支援します。 

主な事業 

○ 生活保護法施行事務（生活援護課） 

○ 労働福祉・雇用対策事業（地域経済振興課） 

○ 生活困窮者自立支援事業（地域福祉課） 

○ 子ども若者育成支援対策（青少年愛護センター） 

こども・若者ワークショップ
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（３）社会参加と居場所の充実 

現状と課題 

子ども・若者アンケート調査結果をみると、学校や仕事以外の活動への参加意向につい

て、「特にない」と回答した方が32.5％います。若者が気軽に参加できる活動機会や居場所

を確保していくことが重要になります。また、その際、「地域のお祭り・環境整備や防災活

動」への参加意向が38.1％、「文化活動（音楽、演劇など）」が30.4％あることなどを考慮

し、潜在的なニーズにも着目した施策展開が求められます。 

～こども・若者の声～ 

○ 地域の文化、芸術に触れる機会をつくる。 

○ 地域活動への参加と情報発信が必要。

施策の方向性 

○ 若者が気軽に利用できる居場所づくりを推進し、ボランティア活動や多世代・地域間交

流等に携わることができる機会や情報の提供を行います。 

主な事業 

○ ＪＲ芦屋駅南地区都市環境整備事業（再開発ビル内公益施設）（都市整備課） 

○ 青少年健全育成及び青少年団体育成事業（青少年育成課） 

うちぶん（打出教育文化センター） 

開館時間 

平日（月曜日から金曜日）：午前９時から午後９時 30 分 

土曜日・日曜日：午前９時から午後５時 30 分 

休館日 

祝日及び年末年始 

※日本庭園は毎日（年末年始を除く。）午前９時から午後５時まで観覧可能です。 

自習スペース、飲食やお話が可能なスペースを館内に設けています。 

詳細は、ＱＲコードからＨＰをご覧ください。 

お気軽にお越しください。

こども・若者ワークショップ
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（４）若者にとって個別的な課題への支援 

現状と課題 

わが国では全国的にひきこもり、虐待といったこどもと若者を取り巻く課題がみられる

状況です。子ども・若者アンケート調査結果をみると、解決すべき課題として「子どもの

虐待が増えたこと」と回答した割合が22.5％、「不登校やひきこもりが多いこと」と回答し

た割合が17.3％となっています。本市においても、引き続き虐待やひきこもりなど、若者

にとって個別的な課題への対策を強化することが必要です。 

また、若年層の死因に占める自殺の割合は高く、若年層の自殺対策が課題となっていま

す。支援を必要とする若者が漏れないよう、ライフステージや立場ごとに置かれている状

況は異なっており、自殺に追い込まれている事情も異なっていることから、それぞれの集

団の置かれている状況に沿った施策を実施することが必要です。

～こども・若者の声～ 

○ 社会人でもサポートしてもらえる環境と多世代が集うコミュニティをつくる。 

○ 若者が自分の悩み、考えを気軽に打ち明けられる場所をつくる。

施策の方向性 

○ ニートやひきこもりの状態にあったり、進路や人間関係等に悩みや不安を抱えていた

りする若者やその家族に対する相談支援体制の充実を図ります。 

主な事業 

○ 子ども若者育成支援対策（青少年愛護センター） 

こども・若者ワークショップ
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若者相談センターアサガオ 

おおむね10代から30代の不登校、ひきこもりに関する相談を受け付けています。（電

話・面談） 

不登校、ひきこもりは特別な事ではなく誰にでも起こり得る現象です。 

そんな時に誰かと相談したい、悩みを共有したい…家とも学校や職場とも違う第３の

居場所が欲しい…決して1人ではないよ…と見守ってくれる場所それがアサガオです。 

アサガオでは色々な集まりがあります。 ちょっと覗いてみませんか 

親の会 セミナー 

困り感やしんどさ、こどもの

成長等みんなで共有して、分か

ち合う保護者同士の交流の場で

す。 

悩みを抱えている若者が飲み

物やお菓子を食べながら集う居

場所。ゲームやマンガ、動画視

聴等も出来ます。 

講師をお招きし不登校や

ひきこもりに関する講演会

を開催します。 

キテミル
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Ⅲ 子育て当事者への支援 

基本目標５ 家庭における子育てを支援する 

（１）子育てや教育の経済的負担の軽減 

現状と課題 

子育て支援に関するアンケート調査では、就学前児童と小学生児童、中学生生徒の保護

者で、日常悩んでいることについて、「こどもの教育にかかる経済的な不安が大きくなって

いること」が４割半から約５割と高くなっています。また、就学前児童と小学生児童、中

学生生徒の保護者で、将来的に必要としていること、重要だと思う支援等について、「こど

もの就学にかかる費用が軽減されること」の割合が６割から７割と高くなっています。今

後も、安心して子育てができ、教育が受けられるよう、経済的支援等の充実が求められて

います。 

施策の方向性 

〇 乳幼児等・こども医療費助成、児童手当の支給、幼児教育・保育の無償化などを継続し、

乳幼児期から高等教育段階まで切れ目のない負担軽減を着実に実施します。 

主な事業 

○ 福祉医療費助成事業（地域福祉課） 

○ 私立特定教育・保育施設等運営事業（幼児教育・保育の無償化）（ほいく課） 

○ ひょうご保育料軽減事業補助金（保育所等）（ほいく課） 

○ 児童手当事業（こども政策課） 

○ 児童扶養手当事業（こども政策課） 

○ 生活保護法施行事務（生活援護課） 

○ 市立幼稚園子育て支援事業（幼稚園実費徴収補足給付事業）（管理課） 

○ 私立幼稚園子育て支援事業（幼児教育・保育の無償化）（管理課） 

○ 大学等入学支援基金事業（管理課） 

○ 芦屋市奨学金（管理課） 

○ 就学援助費（管理課） 

○ 在日外国人学校就学補助金（管理課） 
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（２）地域のニーズに合った子育て支援 

現状と課題 

本市では、市内公共施設において、子育て中の親子が集い、相互交流や子育ての不安や

悩みを相談できる場所を提供しています。 

子育て支援に関するアンケート調査では、就学前児童のアンケート調査結果では、身近

に協力者がいない保護者の割合は18.7％となっています。また、子育てで日常悩んでいる

こと、気になることで「こどもの教育・保育に関すること」が61.6％と最も高く、次いで

「こどものしつけに関すること」が54.2％、「病気や発育発達に関すること」が37.6％とな

っており、子育てで悩みを抱えている保護者が多いことがうかがえます。 

そのため、３歳未満児の子育て当事者が地域の中で孤立しないよう、認定こども園、保

育所、幼稚園、地域子育て支援拠点など地域の身近な場を通じた支援を充実することが必

要です。また、妊娠・出産から安心して子育てができるよう、様々なニーズに対して、子

育て当事者のライフステージに応じた切れ目ない情報提供や相談支援の充実、保健・医療・

福祉の支援体制の強化が必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ 困ったときにすぐに助けてくれる社会を目指す。

施策の方向性 

○ 身近なところで子育て中の保護者とこどもが気軽に集まれる場所を提供し、個々のニ

ーズに応じた子育てに関する情報を手に入れることができるよう、多種多様な子育て

の情報を発信します。 

主な事業 

○ こども家庭支援事業（こども家庭・保健センター） 

○ 児童センター事業（上宮川文化センター） 

〇 女性活躍推進事業（人権・男女共生課） 

こども・若者ワークショップ
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（３）仕事と子育ての両立の推進 

現状と課題 

就学前児童の子育て支援に関するアンケート調査では、就学前児童の母親の育児休業の

取得状況については、「取得した（取得中である）」が57.8％となっており、取得していな

い理由については、「子育てや家事に専念するため退職した」の割合が20.3％と最も高くな

っています。一方で、父親は、「取得していない」が79.0％と最も高くなっており、取得し

ていない理由については、「仕事が忙しかった」「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があ

った」「配偶者（パートナー）が育児休業制度を利用した」等の多様な理由で取得できてい

ないことからも、企業も含めた仕事と子育ての両立支援の環境が必要であることがわかり

ます。 

前回調査結果と比較すると、母親の育児休業について、「働いていなかった」の割合が

10.1ポイント減少する一方で、「取得した（取得中である）」の割合が18.2ポイント増加し

ていることから、就労する母親が増加していることがうかがわれます。 

また、希望の時期に職場復帰しなかった理由について、「希望」より早く復帰した方では、

「希望する保育所（園）に入るため」が66.6％と最も高く、次いで「経済的な理由で早く

復帰する必要があった」が23.6％となっています。「希望」より遅く復帰した方では、「希

望する保育所（園）に入れなかったため」が48.6％と最も高くなっており、保育園の入所

関連や経済的なことが主な理由となっています。そのため、男女ともに、希望どおり、気

兼ねなく育児休業制度を使えるよう、仕事と子育てを両立できる環境づくりを進めていく

ことが必要です。 

～こども・若者の声～ 

○ みんなでサポートし合う社会を目指す。

施策の方向性 

○ 仕事と子育てを両立する上で、保育サービスの充実に加え、企業等における子育てへの

支援が重要になります。子育てしやすい職場環境づくりを浸透、定着させることができ

るよう、市民や事業主に対する意識啓発を進めていきます。 

○ 保護者が産休・育休から希望する時期に復職できるよう、利用者支援事業等において、

適切な助言を行います。 

主な事業 

○ 女性活躍推進事業（働き方改革の推進）（人権・男女共生課） 

○ 労働福祉・雇用対策事業（啓発周知）（地域経済振興課） 

○ 地域子育て支援事業（保育コンシェルジュの配置）（ほいく課）

こども・若者ワークショップ
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（４）ひとり親家庭の支援 

現状と課題 

子育て支援に関するアンケート調査では、配偶者（パートナー）の有無について、「いな

い」が就学前調査では3.4％、小学生調査では7.7％、中学生調査では8.6％となっています。 

本市の18歳未満のこどもがいる母子世帯は、令和２（2020）年度より減少しており、令

和５（2023）年度では606世帯となっています。また、18歳未満のこどもがいる父子世帯も

年々減少し、令和５（2023）年度で28世帯となっています。 

本市では、関係機関と連携し、子育て支援や生活支援、就労支援、経済的支援等の総合

的な支援に努めるとともに、支援に漏れがないように制度の周知を継続して行いました。 

今後も、ひとり親家庭が抱える様々な課題や個別ニーズに対応するため、児童扶養手当

等による経済的支援のほか、各家庭の親子それぞれの状況に応じた支援が適切に行われる

よう取り組む必要があります。

～こども・若者の声～ 

○ みんなでサポートし合う社会を目指す。

施策の方向性 

○ ひとり親家庭自立支援員を配置するとともに、関係機関と連携し、子育て支援や生活支

援、就労支援、経済的支援等の総合的な支援を推進します。 

主な事業 

○ 母子父子家庭児童育成事業と母子・父子自立支援員の設置（こども政策課） 

○ 母子父子家庭自立支援給付金事業（こども政策課） 

○ 児童扶養手当制度（こども政策課）

こども・若者ワークショップ
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第５章    教育・保育及び地域子ども・子育て 

支援事業の量の見込みと確保方策

１ 教育・保育提供区域の設定 

こどもやその保護者が地域で安心して暮らすための基盤として、「子ども・子育て支援法」

に基づく国の基本指針では、市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、

現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件

を総合的に勘案して、地域の実情に応じ、保護者やこどもが居宅から容易に移動することが

可能な区域（教育・保育提供区域）を定めることとしています。 

これに基づき、「第２期芦屋市子ども・子育て支援事業計画」では、教育・保育提供区域

ごとに定める必要利用定員総数が、今後の施設・事業整備量の指標となることや、利用者の

選択肢を居住区域の周辺のみならず、交通事情による利用者の通園等の動線も考慮していく

必要があることから、福祉の事業や計画等に「日常生活圏域」として共通して用いられてい

る中学校区（山手・精道・潮見の３圏域）を教育・保育提供区域の基本として設定しました。  

本計画でも、引き続き、中学校区を１つの圏域として、すべての就学前のこどもが身近な

地域で豊かな教育・保育を受けられるよう、教育・保育施設等の適切な提供体制について検

討していきます。 

【 子ども・子育て支援法による本市の体制のイメージ 】 

病児 

保育 

連携

連携

幼稚園 保育所

地域の
支援 

小規模

保育 

小学校

中学校

芦屋市 
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【 幼稚園及び保育所等の配置図 】 

【 各圏域の概要 】 

人口 

（人） 

０～５歳

（人） 

比率 

（％） 

６～11 歳

（人） 

比率 

（％）

山手圏域 41,700 1,468 3.5 2,095 5.0

精道圏域 34,252 1,414 4.1 1,776 5.2

潮見圏域 18,321 588 3.2 942 5.1

（令和６年４月１日現在） 
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２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の圏域の考え方 

区分 事業名 圏域 圏域の考え方 

教
育
・
保
育

幼稚園、保育所、認定こども園 
小規模保育事業等 

３圏域 

３圏域を基本とするが、交通事情による利用者の通
園等の動線も考慮していく必要があることから、圏
域間の移動を加味する。 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

（１）時間外保育事業 
（延長保育事業） 

３圏域 
保育施設の利用定員の見込みにより、時間外保育事業
の確保方策を検討していくことから３圏域とする。 

（２）放課後児童健全育成事業 小学校区
小学校内を基本とするが、利用実態に合わせ確保方
策を検討する。 

（３）子育て短期支援事業 
（子育て家庭ショートステイ事業） 

市全域 
養育困難な在宅の子育て家庭の支援を行う制度であ
り、限られたニーズに対応するため市全域とする。 

（４）地域子育て支援拠点事業 ３圏域 
身近な地域における交流・相談機能として拡充して
いくことから３圏域とする。 

（５－１）幼稚園、認定こども園にお
ける一時預かり事業 

市全域 

実施する幼稚園及び認定こども園の在園児の利用
希望について、それぞれの園において対応するもの
であることから市全域とする。 

（５－２）保育所、ファミリー・ 
サポート・センター等に 
おける一時預かり事業 

市全域 
保育所等、ファミリー・サポート・センターによる
事業であることから市全域とする。 

（６）病児保育事業 市全域 
病児・病後児という対象者が限られたニーズに対応
するものであることから市全域とする。 

（７）子育て援助活動支援事業
（小学生のみ）  
（ファミリー・サポート・センター事業）

市全域 

援助を受けることを希望する者（依頼会員）と、援
助を行うことを希望する者（提供会員）との相互援
助活動により、一時預かり事業を実施するものであ
り、会員を増やしていくことが確保方策となること
から市全域とする。 

（８）利用者支援事業  市全域 

保護者からの問い合わせに対し、広範な子育て支援
情報の提供や相談を実施することから市全域とす
る。 

（９）妊婦健康診査  市全域 
医療機関において行っていく実施体制であること
から市全域とする。 

（10）乳児家庭全戸訪問事業  市全域 
生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問する実施
体制であることから市全域とする。 

（11）養育支援訪問事業等 市全域 
必要とする家庭を訪問し、指導・助言を行う実施体
制であることから市全域とする。 

（12）実費徴収に係る補足給付を 
行う事業  

市全域 

幼稚園、保育所、認定こども園等において実費徴収
を行うことができる費用についての助成であるこ
とから市全域とする。 

（13）多様な主体が本制度に 
参入することを促進する 
ための事業

市全域 

幼稚園、保育所、認定こども園、地域子ども・子育
て支援事業等の充実や、良質かつ適切な教育・保育
提供体制の確保を図るための事業であることから
市全域とする。 

（14）子育て世帯訪問支援事業 市全域 
家事・子育て等に対して不安や負担を抱える家庭等
のための事業であることから市全域とする。 

（15）妊婦等包括相談支援事業 市全域 
妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援を行うた
めの事業であることから市全域とする。 

（16）産後ケア事業 市全域 
産後も安心して子育てができる支援体制の確保を 
行うための事業であることから市全域とする。 
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３ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込み

の算出の考え方 

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業は、次のとおり分類され、将来推計人口予測と

子育て支援に関するアンケート調査に基づき、それぞれ「量の見込み」を算出しました。 

（１）教育・保育 

対象年齢 量の見込みの算出項目 対象家庭 

１ 

３～５歳 

１号認定 
３歳 保護者に未就労の方がいる家庭 など 

短時間就労（月６４時間未満）家庭 など ４歳以上 

２ ２号認定 
教育希望が強い 

ひとり親家庭又は共働き家庭で教育希望が強

い家庭 

上記以外 

ひとり親家庭 

共働き家庭 ３ ０～２歳 ３号認定 
０歳 

１・２歳 

（２）地域子ども・子育て支援事業 

量の見込みの算出項目 対象児童 対象家庭 

１ 時間外保育事業（延長保育事業） ０～５歳 
ひとり親家庭 

共働き家庭 

２ 放課後児童健全育成事業 １～６年生 
ひとり親家庭 

共働き家庭 

３ 
子育て短期支援事業 

（子育て家庭ショートステイ事業） 

０～５歳 

１～６年生 
すべての家庭 

４ 地域子育て支援拠点事業 ０～２歳 すべての家庭 

５ 一時預かり事業 

幼稚園における一時預かり ３～５歳 幼稚園等利用家庭 

保育所、ファミリー・サポート・

センター等における一時預かり 
０～５歳 すべての家庭 

６ 病児保育事業 
０～５歳 

１～６年生 

ひとり親家庭 

共働き家庭 

７ 
子育て援助活動支援事業（小学生のみ） 

（ファミリー・サポート・センター事業） 
１～６年生 すべての家庭 

※上記以外の事業については、子育て支援に関するアンケート調査に基づき量を見込むものではないため、国の動向や本市の実情を踏まえ今後の方

向性を記載します。  
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「量の見込み（ニーズ量）」の推計方法は、全国共通の算出方法が国から示されており、

下記のフローとなっています。詳細の算出方法は、事業によって様々ですが、共通の考え方

として、対象となる家庭を類型化（フルタイム、パート・アルバイト、未就労等）し、それ

ぞれ子育て支援に関するアンケート調査結果から“事業の利用意向率”を算出し、将来の児

童数を掛け合わせることで“ニーズ量”を算出しています。 

上記ステップに基づき、ニーズ量を算出していますが、直近の実績値との乖離が生じてい

る場合等については補正を行い、量の見込みを確定させています。 

〔ステップ１〕 

～家庭類型の算出～ 
アンケート回答者の就労状況でタイプを分類します。 

～潜在家庭類型の算出～ 
ステップ１の家庭類型からさらに、保護者の今後１年以内
の就労意向を反映させてタイプを分類します。 

市民ニーズに対応できるよう、今回の

制度では、潜在家庭類型でアンケート

回答者の教育・保育のニーズを把握す

ることがポイントです。 

〇現在パート・アルバイト等で就労し

ている母親のフルタイムへの転換希望 

〇現在就労していない母親の就労希望 
～潜在家庭類型別の将来児童数の算出～
人口推計を算出し、各年度の将来児童数と潜在家庭類型の
割合を掛け合わせます。 

～事業やサービス別の対象となる児童数の算出～
事業やサービス別に定められた家庭類型等に潜在家庭類型
別の割合に将来児童数を掛け合わせます。 

～利用意向率の算出～
事業やサービス別に、利用希望者数を回答者数で割ります。 

～ニーズ量の算出～ 

事業やサービス別に、対象となる児童数に利用意向率を掛
け合わせます。

将来児童数を掛け合わせることで、 

令和７年度から令和 11 年度まで 

各年ごとのニーズ量を算出します。 

例えば、病児保育事業や放課後児童健

全育成事業等は保育を必要とする家庭

に限定されています。 

８つの家庭類型に分類します。 

〔ステップ２〕 

〔ステップ３〕 

〔ステップ４〕 

〔ステップ５〕 

〔ステップ６〕 
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（３）将来推計人口予測 

本市の０～11歳までの将来推計人口は、年々減少傾向で、令和11（2029）年には7,184人

と予測されていることから、令和６（2024）年に対して、504人程度減少する見込みです。 

将来推計人口予測 

資料：芦屋市将来人口推計結果 

3,469 3,439 3,411 3,424 3,473 

4,219 4,083 3,977 3,852 3,711 

7,688 7,522 7,388 7,276 7,184 
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４ 各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しよ

うとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実

施時期 

（１）教育・保育 

本市では、少子化の進展や幼児教育・保育の無償化等により、市立幼稚園の在籍者につい

ては引き続き減少傾向にあります。一方で保育需要は緩やかに増加し続けています。 

「市立幼稚園・保育所のあり方」の取組により、保育需要については、年度当初の入所申

込者数を上回る定員数を確保しましたが、一定数の入所待ち児童が生じています。 

あり方の取組が完結してからも、入所待ち児童の解消及び３歳児の教育ニーズへの対応の

ため、認可保育所の認定こども園への移行や、保育施設の定員変更等を進めてきました。 

令和６年度（４月１日現在）

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 
３歳以上 
保育が必要 

０歳から２歳保育が必要 

３歳 ４歳以上 ０歳 １・２歳 

０～５歳人口 １,９２６人 ４６０人 １,０８４人

定員 ２４０人 ７８３人 ９７０人 １７３人 ６０２人

幼稚園 １２５人 ５３０人 － － －

認可保育所 － － ３５９人 ５８人 ２０１人

認定こども園 １１５人 ２５３人 ６１１人 ８８人 ２９３人

小規模保育事業 － － － １２人 ７４人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

－ － － １５人 ３４人

【今後の方向性】 

上記の傾向は今後も継続することが予測されることから、市立幼稚園の現状と課題を整理

し、就学前教育・保育施設全体として求められている役割を担っていきます。 

今後も引き続き、教育・保育ニーズの動向を踏まえ、適切な提供体制の確保について、検

討していきます。 

※ ニーズ量の見込み及び提供量（確保方策）については、圏域合計を市全域の数値としています。 

※ 幼稚園は、令和６年度の利用定員を、令和11 年度までの提供量（確保方策）として固定して仮設定しています。 

※ 企業主導型保育施設は、令和６年度の利用定員のうち、地域枠定員数を令和11 年度までの提供量（確保方策）として 

固定して仮設定しています。 
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（２）令和７年度の教育・保育の提供体制の確保の内容 

市全域 

令和７年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 １,７８５人 ５５５人 １,１２９人

ニーズ量の見込み ２３３人 ５０４人 １５５人 ８７２人 １１９人 ５５６人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２３９人 ７７４人 ９６２人 １５８人 ５４５人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ８人 ３７人

合計 ２３９人 ７７４人 ９６６人 １６６人 ５８２人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

６人 ２７０人 ▲６１人 ４７人 ２６人

山手圏域 

令和７年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７７８人 ２３１人 ４５３人

ニーズ量の見込み １２２人 ２４２人 ６５人 ３３３人 ３９人 ２０１人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

１３６人 ３７４人 ２６７人 ４６人 １６２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ６人 １５人

合計 １３６人 ３７４人 ２７１人 ５２人 １７７人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

１４人 １３２人 ▲１２７人 １３人 ▲２４人
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精道圏域 

令和７年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７０１人 ２２８人 ４７９人

ニーズ量の見込み ７６人 １８４人 ７６人 ３６５人 ５７人 ２４６人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

７８人 ２７６人 ５１２人 ８２人 ２９１人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ２人 １６人

合計 ７８人 ２７６人 ５１２人 ８４人 ３０７人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

２人 ９２人 ７１人 ２７人 ６１人

潮見圏域 

令和７年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ３０４人 ９５人 １９５人

ニーズ量の見込み ３５人 ７８人 １４人 １７４人 ２３人 １０９人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２５人 １２４人 １８３人 ３０人 ９２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ０人 ６人

合計 ２５人 １２４人 １８３人 ３０人 ９８人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲１０人 ４６人 ▲５人 ７人 ▲１１人
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（３）令和８年度の教育・保育の提供体制の確保の内容 

市全域 

令和８年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 １,７０５人 ５５３人 １,１８１人

ニーズ量の見込み ２２５人 ４７９人 １４８人 ８３４人 １１９人 ５７８人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２４４人 ７７６人 ９８３人 １６１人 ５５２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ８人 ３７人

合計 ２４４人 ７７６人 ９８７人 １６９人 ５８９人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

１９人 ２９７人 ５人 ５０人 １１人

山手圏域 

令和８年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７３８人 ２３２人 ４８８人

ニーズ量の見込み １０４人 ２４２人 ６２人 ３１６人 ３９人 ２１４人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

１３６人 ３７４人 ２６７人 ４６人 １６２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ６人 １５人

合計 １３６人 ３７４人 ２７１人 ５２人 １７７人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

３２人 １３２人 ▲１０７人 １３人 ▲３７人
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精道圏域 

令和８年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ６６１人 ２２７人 ４９１人

ニーズ量の見込み ８５人 １６０人 ７２人 ３４５人 ５７人 ２４９人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

８３人 ２８６人 ５３３人 ８５人 ２９８人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ２人 １６人

合計 ８３人 ２８６人 ５３３人 ８７人 ３１４人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲２人 １２６人 １１６人 ３０人 ６５人

潮見圏域 

令和８年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ３０３人 ９３人 ２０８人

ニーズ量の見込み ３６人 ７７人 １４人 １７３人 ２３人 １１５人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ０人 ６人

合計 ２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９８人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲１１人 ３９人 ▲４人 ７人 ▲１７人
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（４）令和９年度の教育・保育の提供体制の確保の内容 

市全域 

令和９年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 １,７１５人 ５２９人 １,１６７人

ニーズ量の見込み ２５１人 ４５８人 １５０人 ８４３人 １１３人 ６０３人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２４４人 ７７６人 ９８３人 １６１人 ５５２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ８人 ３７人

合計 ２４４人 ７７６人 ９８７人 １６９人 ５８９人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲７人 ３１８人 ▲６人 ５６人 ▲１４人

山手圏域 

令和９年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７３０人 ２２０人 ４９０人

ニーズ量の見込み １１８人 ２２４人 ６１人 ３１３人 ３７人 ２２８人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

１３６人 ３７４人 ２６７人 ４６人 １６２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ６人 １５人

合計 １３６人 ３７４人 ２７１人 ５２人 １７７人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

１８人 １５０人 ▲１０３人 １５人 ▲５１人
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精道圏域 

令和９年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ６８９人 ２２０人 ４７２人

ニーズ量の見込み ９３人 １６２人 ７５人 ３５９人 ５５人 ２５２人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

８３人 ２８６人 ５３３人 ８５人 ２９８人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ２人 １６人

合計 ８３人 ２８６人 ５３３人 ８７人 ３１４人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲１０人 １２４人 ９９人 ３２人 ６２人

潮見圏域 

令和９年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ２９９人 ８８人 ２０３人

ニーズ量の見込み ４０人 ７２人 １４人 １７１人 ２１人 １２３人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ０人 ６人

合計 ２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９８人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲１５人 ４４人 ▲２人 ９人 ▲２５人
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（５）令和10年度の教育・保育の提供体制の確保の内容 

市全域 

令和１０年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 １,７７４人 ５０９人 １,１４１人

ニーズ量の見込み ２４６人 ４８４人 １５４人 ８７３人 １１１人 ６２９人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２４４人 ７７６人 ９８３人 １６１人 ５５２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ８人 ３７人

合計 ２４４人 ７７６人 ９８７人 １６９人 ５８９人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲２人 ２９２人 ▲４０人 ５８人 ▲４０人

山手圏域 

令和１０年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７３０人 ２１１人 ４７９人

ニーズ量の見込み １２０人 ２２２人 ６１人 ３１３人 ３６人 ２４４人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

１３６人 ３７４人 ２６７人 ４６人 １６２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ６人 １５人

合計 １３６人 ３７４人 ２７１人 ５２人 １７７人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

１６人 １５２人 ▲１０３人 １６人 ▲６７人
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精道圏域 

令和１０年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７２８人 ２１３人 ４６４人

ニーズ量の見込み ８７人 １８３人 ７９人 ３７９人 ５４人 ２５４人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

８３人 ２８６人 ５３３人 ８５人 ２９８人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ２人 １６人

合計 ８３人 ２８６人 ５３３人 ８７人 ３１４人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲４人 １０３人 ７５人 ３３人 ６０人

潮見圏域 

令和１０年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ３１６人 ８４人 １９５人

ニーズ量の見込み ３９人 ７９人 １４人 １８１人 ２１人 １３１人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ０人 ６人

合計 ２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９８人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲１４人 ３７人 ▲１２人 ９人 ▲３３人
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（６）令和11年度の教育・保育の提供体制の確保の内容 

市全域 

令和１１年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 １,８３８人 ５１５人 １,１２０人

ニーズ量の見込み ２４９人 ５１１人 １６０人 ９０６人 １１１人 ６５８人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２４４人 ７７６人 １,０６２人 １６１人 ５６３人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ８人 ３７人

合計 ２４４人 ７７６人 １,０６６人 １６９人 ６００人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲５人 ２６５人 ０人 ５８人 ▲５８人

山手圏域 

令和１１年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７７６人 ２１３人 ４６８人

ニーズ量の見込み １２２人 ２４１人 ６５人 ３３３人 ３６人 ２６０人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

１３６人 ３７４人 ３４６人 ４６人 １７３人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ４人 ６人 １５人

合計 １３６人 ３７４人 ３５０人 ５２人 １８８人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

１４人 １３３人 ▲４８人 １６人 ▲７２人
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精道圏域 

令和１１年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ７４１人 ２１６人 ４６０人

ニーズ量の見込み ８８人 １８７人 ８０人 ３８６人 ５４人 ２５８人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

８３人 ２８６人 ５３３人 ８５人 ２９８人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ２人 １６人

合計 ８３人 ２８６人 ５３３人 ８７人 ３１４人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲５人 ９９人 ６７人 ３３人 ５６人

潮見圏域 

令和１１年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教育希望 ３歳以上保育が必要 ０歳から２歳保育が必要

３歳 ４歳以上 
教育希望
が強い 

左記以外 ０歳 １・２歳 

（参考）０～５歳人口推計 ３２７人 ８５人 １９０人

ニーズ量の見込み ３９人 ８３人 １５人 １８７人 ２１人 １４０人

提
供
量
（
確
保
方
策
）

幼稚園 
保育所 

認定こども園 
特定地域型保育事業 
（小規模保育事業等） 

２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９２人

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

０人 ０人 ０人 ０人 ６人

合計 ２５人 １１６人 １８３人 ３０人 ９８人

過不足分 
（提供量－ニーズ量） 

▲１４人 ３３人 ▲１９人 ９人 ▲４２人
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５ 各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込

み並びに提供体制の確保の内容及びその実施時期 

（１）時間外保育事業（延長保育事業） 

就労等の状況により、保護者が通常の保育時間内に保育施設にこどもを迎えに行けない場

合、延長してこどもをお預かりする事業として実施しています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登 録 者 数 ４１４人 ３６２人 ４０１人 ３７０人 ３８１人

実 施 箇 所 数 ２５か所 ２６か所 ２６か所 ２７か所 ２６か所

【今後の方向性】 

ニーズは一定あるものの、保護者の就労に合わせた利用になるため実際の利用者は限定さ

れており、現在、ニーズに見合った提供体制は確保されています。今後も１８時台の保育時

間終了後、延長を希望する保護者のニーズに対応していきます。 

【量の見込みと確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ニ ー ズ 量 ４３６人 ４３３人 ４２９人 ４３０人 ４３７人

提 供 量 ４３６人 ４３３人 ４２９人 ４３０人 ４３７人

山 手 圏 域 １８４人 １８３人 １８１人 １７８人 １８３人

精 道 圏 域 １７７人 １７４人 １７４人 １７７人 １７８人

潮 見 圏 域 ７５人 ７６人 ７４人 ７５人 ７６人

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人
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（２）放課後児童健全育成事業 

保護者の就労等の理由により、放課後の適切な保護育成を必要とする小学生の健全育成を

図るため、受入れを実施しています。 

【実施状況】  

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登 録 児 童 数 ６３８人 ７１２人 ７５２人 ７５６人 ８１１人

学 級 数 １４か所 １７か所 １８か所 １７か所 １９か所

【今後の方向性】 

入会率は上昇傾向であるが、少子化の影響から登録児童数が徐々に減少していく見通しで

す。 

ただし、保護者のニーズによっては登録児童数の増加の可能性もあるため、状況を慎重に

見極め待機児童を出さないようにしていきます。 

【量の見込みと確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ニ ー ズ 量

（ 低 学 年 ）
６６１人 ６３３人 ６１３人 ５８２人 ５５８人

ニ ー ズ 量

（ 高 学 年 ）
１９０人 ２０９人 ２０７人 ２０４人 ２１０人

合 計 ８５１人 ８４２人 ８２０人 ７８６人 ７６８人

提 供 量 ８５１人 ８４２人 ８２０人 ７８６人 ７６８人

過 不 足 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
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【量の見込み（学年別内訳）】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

小 学 １ 年 生 ２４１人 ２４６人 ２３４人 ２０９人 ２１５人

山 手 圏 域 ６８人 ７５人 ８２人 ６２人 ６９人

精 道 圏 域 １００人 １０８人 ８６人 ８７人 ８９人

潮 見 圏 域 ７３人 ６３人 ６６人 ６０人 ５７人

小 学 ２ 年 生 ２１９人 ２０８人 ２１４人 ２０５人 １８３人

山 手 圏 域 ６７人 ６１人 ６７人 ７４人 ５６人

精 道 圏 域 ９２人 ８８人 ９５人 ７６人 ７８人

潮 見 圏 域 ６０人 ５９人 ５２人 ５５人 ４９人

小 学 ３ 年 生 ２０１人 １７９人 １６５人 １６８人 １６０人

山 手 圏 域 ７８人 ５７人 ４９人 ５４人 ６１人

精 道 圏 域 ８３人 ７８人 ７３人 ７６人 ５９人

潮 見 圏 域 ４０人 ４４人 ４３人 ３８人 ４０人

小 学 ４ 年 生 １１７人 １２９人 １１８人 １１３人 １１６人

山 手 圏 域 ４５人 ４７人 ３７人 ３５人 ４０人

精 道 圏 域 ４５人 ５５人 ５２人 ４９人 ５１人

潮 見 圏 域 ２７人 ２７人 ２９人 ２９人 ２５人

小 学 ５ 年 生 ４９人 ５３人 ５６人 ５５人 ５５人

山 手 圏 域 １９人 ２４人 ２２人 １９人 １８人

精 道 圏 域 １９人 １６人 ２１人 ２０人 ２０人

潮 見 圏 域 １１人 １３人 １３人 １６人 １７人

小 学 ６ 年 生 ２４人 ２７人 ３３人 ３６人 ３９人

山 手 圏 域 ８人 １０人 １３人 １３人 １５人

精 道 圏 域 ８人 ９人 １０人 １２人 １１人

潮 見 圏 域 ８人 ８人 １０人 １１人 １３人
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（３）子育て短期支援事業（子育て家庭ショートステイ事業） 

保護者の仕事、疾病、出産等の理由でこどもの養育が一時的に困難となる場合等に、児童

福祉施設や里親宅において一定期間、養育及び保護を行っています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 日 数 １３日 １２日 ６日 ７日 ５４日

実 施 箇 所 数 １２か所 １２か所 １２か所 １５か所 １４か所

※ 利用日数は、年間延べ日数を表記 

【今後の方向性】 

突発的、一時的に利用が必要な状況になることが見込まれるため、引き続き、安定したサ

ービスの提供が可能な体制を目指します。 

【量の見込みと確保方策】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ニ ー ズ 量 ８０日 ８０日 ８０日 ８０日 ８０日

実 施 箇 所 数

（確保方策）
１４か所 １４か所 １４か所 １４か所 １４か所

提 供 量 ８０日 ８０日 ８０日 ８０日 ８０日

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０日 ０日 ０日 ０日 ０日

※ ニーズ量及び提供量は、年間延べ日数を表記 
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（４）地域子育て支援拠点事業 

子育て支援サービスなどに関する情報提供、子育てについての相談及び助言を行うととも

に、子育て中の保護者とこどもが気軽に遊べる場を提供しています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 ３９,２１６人 ８,３８５人 １５,３９４人 ２１,５４７人 ２６,７２８人 

実 施 箇 所 数

（出張ひろば含む）
３か所 ３か所 ５か所 ６か所 ６か所

※ 利用者数は、年間延べ人数を表記 

【今後の方向性】 

市内のいずれの圏域でも同水準の子育て支援サービスなどを提供できるように努めます。 

【量の見込みと確保方策】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年 令和１１年度

ニ ー ズ 量 ４,４１７人 ４,５６０人 ４,４４２人 ４,３２０人 ４,２８２人

実 施 箇 所 数

（ 確 保 方 策 ）
６か所 ６か所 ６か所 ６か所 ６か所

山 手 圏 域 １,４７１人 １,５２０人 １,４８０人 １,４４０人 １,４２６人

精 道 圏 域 １,４７３人 １,５２０人 １,４８１人 １,４４０人 １,４２８人

潮 見 圏 域 １,４７３人 １,５２０人 １,４８１人 １,４４０人 １,４２８人

※ ニーズ量は、月間延べ人数を表記 



120 

第
５
章

（５-１）幼稚園、認定こども園における一時預かり事業 

園児の心身の健全な発達を図るとともに、保護者の子育てを支援するため、幼稚園及び認

定こども園全園において、在園児を対象に教育時間後等に保育する預かり保育を実施してい

ます。 

【実施状況】

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 ３５,２３８人 ２８,０９９人 ３５,７３６人 ３０,９２７人 ３３,５００人 

実 施 箇 所 数 ９か所 ９か所 ９か所 １１か所 １２か所 

※ 利用者数は、年間延べ人数を表記 

【今後の方向性】 

市内の幼稚園及び認定こども園全園で実施しており、利用者数の実績から一定数のニーズ

があると認められます。幼稚園及び認定こども園における一時預かり事業は、利用者に対す

る子育て支援として定着しているため、引き続き提供体制を充実していきます。 

【量の見込みと確保方策】 

【３歳】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ニーズ量（１号認

定による利用） 
３,１９３人 ３,１２０人 ３,４７２人 ３,４１８人 ３,４５８人

ニーズ量（２号認

定による利用） 
１２,３９１人 １２,１４０人 １３,４０３人 １３,１５２人 １３,１５２人

提 供 量 １５,５８４人 １５,２６０人 １６,８７５人 １６,５７０人 １６,６１０人

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人

※ ニーズ量及び提供量は、年間延べ人数を表記 
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【４・５歳】  

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

ニーズ量（１号認

定による利用） 
６,９７８人 ６,５９１人 ６,３２８人 ６,７０５人 ７,０６５人

ニーズ量（２号認

定による利用） 
２６,８０６人 ２５,２９２人 ２４,５３１人 ２５,７９４人 ２６,８０６人 

提 供 量 ３３,７８４人 ３１,８８３人 ３０,８５９人 ３２,４９９人 ３３,８７１人 

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人

※ ニーズ量及び提供量は、年間延べ人数を表記 

【３歳～５歳】  

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

ニーズ量（１号認

定による利用） 
１０,１７１人 ９,７１１人 ９,８００人 １０,１２３人 １０,５２３人 

ニーズ量（２号認

定による利用） 
３９,１９７人 ３７,４３２人 ３７,９３４人 ３８,９４６人 ３９,９５８人 

提 供 量 ４９,３６８人 ４７,１４３人 ４７,７３４人 ４９,０６９人 ５０,４８１人 

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人

※ ニーズ量及び提供量は、年間延べ人数を表記 
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（５-２）保育所、ファミリー・サポート・センター等における一時預かり事業 

保護者の就労等による一時的な保育、傷病等による緊急時の保育及び家庭で育児をしてい

る保護者の育児に伴う心理的・肉体的負担の解消等に対応するため、保育所等で預かり保育

を実施しています。 

その他、こどもの一時的な預かりの受皿としての役割を、ファミリー・サポート・センタ

ー事業が担っています。 

なお、ファミリー・サポート・センター事業とは、育児の援助を依頼したい人と協力した

い人が会員となって一時的、臨時的に有償でこどもを自宅で預かる相互援助活動です。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保 育 所 等 の

一 時 預 か り
１,０８９人 ４１６人 １,６９１人 １,４０７人 ２,０１８人

ファミリー・サポ

ート・センター
３,７１２人 ２,５６１人 ３,２４５人 ２,５０８人 ２,８６７人

※ 利用者数は、年間延べ人数を表記 

【今後の方向性】 

保育所等の一時預かり事業は、現在市内の市立認定こども園１か所、私立保育園１か所、

私立認定こども園４か所で実施しています。ニーズ量に合う提供体制を確保できるよう取り

組んでいきます。ファミリー・サポート・センター事業については、援助会員数の拡充に取

り組み、こどもの一時的な預かりの受皿としての役割を継続して実施していきます。 

【量の見込みと確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ニ ー ズ 量 ５,０９５人 ５,０７７人 ５,０５５人 ５,０６２人 ５,１０５人

提 供 量 ５,０９５人 ５,０７７人 ５,０５５人 ５,０６２人 ５,１０５人

保 育 所 等 の

一 時 預 か り
２,２２８人 ２,２１０人 ２,１８８人 ２,１９５人 ２,２３８人

ファミリー・サポ

ート・センター
２,８６７人 ２,８６７人 ２,８６７人 ２,８６７人 ２,８６７人

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人

※ ニーズ量及び提供量は、年間延べ人数を表記 
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（６）病児保育事業 

病気や病気回復期のこどもで、保護者の就労等の理由により、保護者が保育できない際に、

保育施設等でこどもを預かる事業として実施しています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 ３５３人 １１１人 ４７４人 ５６３人 ６２１人

実 施 箇 所 数 １か所 １か所 ２か所 ２か所 ２か所

※ 利用者数は、年間延べ人数を表記 

【今後の方向性】 

現在市立芦屋病院の病児・病後児保育ルーム及び精道こども園病児・病後児保育ルームの

２か所で事業を実施しています。今後も様々なニーズを伺いながら、より多くの方に必要な

時に利用していただけるよう取り組んでいきます。 

【量の見込みと確保方策】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ニ ー ズ 量

（ 就 学 前 ）
１６６人 １６５人 １６４人 １６４人 １６７人

ニ ー ズ 量

（ 小 学 生 ）
５５７人 ５３８人 ５２４人 ５０８人 ４８９人

実 施 箇 所 数

（確保方策）
２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

提 供 量 ７２３人 ７０３人 ６８８人 ６７２人 ６５６人

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人

※ ニーズ量及び提供量は、年間延べ人数を表記
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（７）子育て援助活動支援事業（小学生のみ） 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

ファミリー・サポート・センター事業では、小学生の放課後における一時的な預かりの受

皿としての役割も担っています。 

【実施状況】

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 ２,５４７人 １,６７１人 １,７１８人 １,５１８人 １,７６８人

※ 利用者数は、年間延べ人数を表記 

【今後の方向性】 

援助会員数の確保に取り組み、こどもの一時的な預かりの受皿としての役割を継続して実

施していきます。 

【量の見込みと確保方策】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ニ ー ズ 量 ２,３６２人 ２,２８２人 ２,２２２人 ２,１５４人 ２,０７３人

提 供 量 ２,３６２人 ２,２８２人 ２,２２２人 ２,１５４人 ２,０７３人

過 不 足

（提供量－ニーズ量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人

※ ニーズ量及び提供量は、年間延べ人数を表記 
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（８）利用者支援事業 

特定型では、ほいく課にて保育コンシェルジュが、教育・保育施設や地域の子育て支援事

業等を円滑に利用できるよう情報提供し、必要に応じて案内やサポートを行います。 

母子保健型では、子育て世代包括支援センターにて保健師が、妊娠・出産・子育てに関す

る身近な相談窓口として、情報提供や関係機関と連携し、妊娠期から子育て期まで切れ目な

くサポートし、令和５（2023）年４月より、改正児童福祉法によりこども家庭総合支援拠点

と設立の意義や機能は維持したうえで組織を見直し、すべての妊産婦、子育て世帯、こども

へ一体的に相談支援を行う機能を有するこども家庭・保健センターを設置し、今後は利用者

支援事業（こども家庭センター型）として相談支援体制の強化を図ります。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特 定 型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

母 子 保 健 型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

【今後の方向性】 

特定型では、平成27（2015）年度から保育コンシェルジュを配置して、保育所等の利用や

一時預かり等の他の子育て支援情報の提供を行っております。相談件数に対する配置か所も

適正であることから、引き続き現状維持で実施していきます。 

【確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

実施箇所数 

（確保方策）

特 定 型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

こども家庭

センター型
１か所 １か所 １か所 １か所 １か所

合 計 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所
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（９）妊婦健康診査 

妊婦健康診査の適切な受診を促進し、母体や胎児の健康を確保するため、母子健康手帳の

交付を受けた方・本市へ転入された妊婦を対象とし、妊婦健康診査にかかった費用について

14回分までの助成を行っています。平成28（2016）年度に、妊婦健康診査費助成額の上限を

86,000円に、令和元（2019）年度には上限を106,000円に拡充しています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 １,０２７人 ９２９人 ８８３人 ８７７人 ６２６人

※利用者数は、妊娠期間の関係により２か年度にわたり健診を受ける場合、各年度にそれぞれ「１」を計上した人数を表記 

【今後の方向性】 

継続して妊娠中の健康診査の受診を促進し母体や胎児の健康を確保するため、助成を行っ

ていきます。 

【量の見込みと確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

推 計 値 ５５４人 ５５２人 ５２８人 ５０９人 ５１４人

実 施 体 制

（確保方策）
医療機関等にて実施 
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（10）乳児家庭全戸訪問事業 

産婦・新生児・乳児を対象に助産師、保健師等が家庭訪問による子育てなどの助言や相談

を行い、支援の必要な方の早期把握に取り組んでいます。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪 問 件 数 ５３５件 ４７０件 ４２６件 ４７０件 ４７１件

※ 訪問件数は、年間延べ件数を表記 

【今後の方向性】 

継続して専門職が訪問し、養育環境を把握し育児情報の提供や保健相談を行い、育児支援

を行っていきます。 

【量の見込みと確保方策】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

推 計 値 ５５４件 ５５２件 ５２８件 ５０９件 ５１４件

実 施 体 制

（確保方策）
こども家庭・保健センターにて実施 

※ 推計値は、年間延べ件数を表記 



128 

第
５
章

（11）養育支援訪問事業等 

乳児家庭全戸訪問事業等で把握した支援を必要とする家庭に対し、保健師等が訪問し、養

育に関する相談・支援等を行います。事業が効果的に実施されるように定期的に担当者によ

る連絡会を行い、連携を図っています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

世 帯 数 ２世帯 １０世帯 １０世帯 １３世帯 ３５世帯

訪 問 回 数 １８回 ４８回 ８１回 ５２回 ２４０回

※ 訪問回数は、年間延べ回数を表記 

【今後の方向性】 

利用できる条件を緩和したため、希望者が増加し、支援につながっています。継続して、

支援が必要な家庭に届くように実施していきます。 

【量の見込みと確保方策】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

推 計 値 ２２９回 ２２４回 ２２０回 ２１６回 ２１４回

実 施 体 制

（確保方策）
こども家庭・保健センターにて実施 

※ 推計値は、年間延べ回数を表記 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の所得の状況を勘案して、教材や行事費等の費用の一部を補助しています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 ４６４人 ２９８人 ２３４人 ２７８人 ２８０人

※ 利用者数は、年間延べ人数を表記 

【今後の方向性】 

教育・保育給付認定保護者のうち、低所得で生計が困難である者のこどもが、円滑な教育・

保育の利用を図り、健やかな成長を支援するため、日用品・文房具等必要な物品の購入に要

する費用や、行事への参加に要する費用等の実費負担の部分について、引き続き助成を行い

ます。 
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（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の充実を進める上で、新規参入事業者に対

して巡回訪問等を行うほか、私立認定こども園における特別な配慮が必要なこどもの受入体

制を支援し、良質かつ適切な教育・保育等の提供体制の確保を図っています。 

【実施状況】 

ア 新規参入施設への巡回 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対象施設数 ０か所 ０か所 ０か所 ４か所 ０か所

イ 認定こども園特別支援教育・保育 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対 象 者 数    ６人 ５人 ０人 １人 ２人

【今後の方向性】 

新規事業者に対し、私立認可保育施設への保育士による巡回訪問を引き続き実施し、保育

環境や保育内容について相談や助言を行います。 

特別な配慮が必要なこどもについては、各施設において個別支援シートを作成し、適切な

支援を提供しています。また、インクルーシブ教育・保育研修会を実施し、引き続き全体的

な保育の質の向上に努めています。 
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（14）子育て世帯訪問支援事業 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等 

がいる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、

家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高ま

りを未然に防ぐことを目的としています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延 べ 人 数 － － － － ３人

【今後の方向性】 

各種の子育て支援を実施することにより、家庭・養育環境を整えるための支援を継続して

行っていきます。 

【量の見込みと確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

推 計 値 ２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日

実 施 体 制

（確保方策）
２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日
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（15）妊婦等包括相談支援事業 

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支

援につなぐ伴走型の相談支援を充実し、経済的支援を一体として実施します。かかりつけの

相談機関とつながり、身近で相談できる安心感・孤立を防止します。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 － － － １,２８８人 １,２２７人

※ 利用者数は、年間延べ人数を表記 

【今後の方向性】 

妊娠・出産期からの切れ目ない支援に配慮し、母子保健関連施策との連携の確保を継続し

ていきます。 

【確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

推 計 値 １,６６２人 １,６５６人 １,５８４人 １,５２７人 １,５４２人

実 施 体 制

（確保方策）
１,６６２人 １,６５６人 １,５８４人 １,５２７人 １,５４２人
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（16）産後ケア事業 

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポートを行い、産後も安心して子育てがで

きる支援体制の確保を行っています。 

【実施状況】 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延 べ 件 数 － ３件 ８６件 １２７件 ７７件

※ 利用件数は、年間延べ件数を表記 

【今後の方向性】 

妊娠期からの情報提供を行い、退院直後からでも、支援が必要な母子に対して産後ケアが

受けられるよう、また子育て支援としても利用できるよう充実を図っていきます。 

【量の見込みと確保方策】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

推 計 値 １１０人日 １１０人日 １０５人日 １０１人日 １０２人日

実 施 体 制

（確保方策）
１１０人日 １１０人日 １０５人日 １０１人日 １０２人日
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第６章    計画の進行管理

１ 推進体制 

行政と市民や地域との連携により地域社会が一体となってこども・若者・子育て支援を行

うことが大切であり、市民自身が市民を支えるため、地域で活動している民生委員・児童委

員、福祉推進委員、子ども会、コミュニティ・スクール（通称：コミスク）等の団体、市民

のボランティア活動等の充実に向けて支援し、市民等との協働による計画推進を図ります。 

計画の円滑な実施のために、市長を本部長とする「こども・若者輝く未来プラン「あしや」

推進本部」が中心となり、庁内関係各課が具体的施策の進行状況について共有するとともに

推進していきます。なお、本計画は、こどもの福祉又は教育に関する事項を定めた他計画と

調和を保ち、整合を図りながら推進していきます。 

市は、国や県と相互に連携を図りながら、必要な助言及び適切な援助を受けるとともに、

特に専門性の高い施策及び市域を超えた広域的な対応が必要な場合は諸般の措置を講じて

いきます。 

２ 計画の進行管理 

本計画に基づく取組の実施にあたっては、「芦屋市こども・若者未来会議」（仮称）におい

て、年度ごとに点検・評価を行い、その結果を踏まえ、必要に応じて見直しを検討するなど、

ＰＤＣＡサイクルにより本計画を計画的かつ円滑に推進していきます。 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

策定 

Action
改善 

Plan

DoCheck
実施 評価業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 計画に沿って業務を行う 



135 

資
料
編

資料編

１ こども基本法 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担

う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成

長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将

来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策に

取り組むことができるよう、こども施策に関し、基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及び

こども施策の基本となる事項を定めるとともに、こども政策推進会議を設置すること等により、こ

ども施策を総合的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関する施策及びこれ

と一体的に講ずべき施策をいう。 

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの心身の発達の過

程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援 

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、出産、育児等の

各段階に応じて行われる支援 

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備 

（基本理念） 

第三条 こども施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されるとともに、差別的

取扱いを受けることがないようにすること。 

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され保護され

ること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉に係る権利が等し

く保障されるとともに、教育基本法（平成十八年法律第百二十号）の精神にのっとり教育を受ける

機会が等しく与えられること。 

三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に

関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保されること。 

四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の

利益が優先して考慮されること。 

五 こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有

するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分な支援を行うとともに、家庭での
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養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様の養育環境を確保することにより、こどもが心身と

もに健やかに育成されるようにすること。 

六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備すること。 

（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、こども施策を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の地方公共団体との

連携を図りつつ、その区域内におけるこどもの状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 

（事業主の努力） 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者の職業生活及び家庭生活の充実が図

られるよう、必要な雇用環境の整備に努めるものとする。 

（国民の努力） 

第七条 国民は、基本理念にのっとり、こども施策について関心と理解を深めるとともに、国又は

地方公共団体が実施するこども施策に協力するよう努めるものとする。 

（年次報告） 

第八条 政府は、毎年、国会に、我が国におけるこどもをめぐる状況及び政府が講じたこども施策

の実施の状況に関する報告を提出するとともに、これを公表しなければならない。 

２ 前項の報告は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。 

一 少子化社会対策基本法（平成十五年法律第百三十三号）第九条第一項に規定する少子化の状況

及び少子化に対処するために講じた施策の概況 

二 子ども・若者育成支援推進法（平成二十一年法律第七十一号）第六条第一項に規定する我が国

における子ども・若者の状況及び政府が講じた子ども・若者育成支援施策の実施の状況 

三 こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十四号）第八条

第一項に規定するこどもの貧困の状況及びこどもの貧困の解消に向けた対策の実施の状況 

第二章 基本的施策 

（こども施策に関する大綱） 

第九条 政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱（以下「こども大

綱」という。）を定めなければならない。 

２ こども大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 こども施策に関する基本的な方針 

二 こども施策に関する重要事項 

三 前二号に掲げるもののほか、こども施策を推進するために必要な事項 

３ こども大綱は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。 

一 少子化社会対策基本法第七条第一項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処するための施

策 

二 子ども・若者育成支援推進法第八条第二項各号に掲げる事項 

三 こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第九条第二項各号に掲げる事項 
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４ こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の具体的な目標及び

その達成の期間を定めるものとする。 

５ 内閣総理大臣は、こども大綱の案につき閣議の決定を求めなければならない。 

６ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、こども大綱を公表

しなければならない。 

７ 前二項の規定は、こども大綱の変更について準用する。 

（都道府県こども計画等） 

第十条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計画

（以下この条において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府

県こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計画（以下この条において

「市町村こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都道府県子ど

も・若者計画、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第十条第一項に規定する都道

府県計画その他法令の規定により都道府県が作成する計画であってこども施策に関する事項を定め

るものと一体のものとして作成することができる。 

５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する市町村子ども・若

者計画、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第十条第二項に規定する市町村計画

その他法令の規定により市町村が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一

体のものとして作成することができる。 

（こども施策に対するこども等の意見の反映） 

第十一条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当たっては、当

該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関係者の意見を反映させるため

に必要な措置を講ずるものとする。 

（こども施策に係る支援の総合的かつ一体的な提供のための体制の整備等） 

第十二条 国は、こども施策に係る支援が、支援を必要とする事由、支援を行う関係機関、支援の

対象となる者の年齢又は居住する地域等にかかわらず、切れ目なく行われるようにするため、当該

支援を総合的かつ一体的に行う体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（関係者相互の有機的な連携の確保等） 

第十三条 国は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、医療、保健、福祉、教育、療育等に

関する業務を行う関係機関相互の有機的な連携の確保に努めなければならない。 

２ 都道府県及び市町村は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、前項に規定する業務を行

う関係機関及び地域においてこどもに関する支援を行う民間団体相互の有機的な連携の確保に努め

なければならない。 

３ 都道府県又は市町村は、前項の有機的な連携の確保に資するため、こども施策に係る事務の実

施に係る協議及び連絡調整を行うための協議会を組織することができる。 

４ 前項の協議会は、第二項の関係機関及び民間団体その他の都道府県又は市町村が必要と認める

者をもって構成する。 
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第十四条 国は、前条第一項の有機的な連携の確保に資するため、個人情報の適正な取扱いを確保

しつつ、同項の関係機関が行うこどもに関する支援に資する情報の共有を促進するための情報通信

技術の活用その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 都道府県及び市町村は、前条第二項の有機的な連携の確保に資するため、個人情報の適正な取

扱いを確保しつつ、同項の関係機関及び民間団体が行うこどもに関する支援に資する情報の共有を

促進するための情報通信技術の活用その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容についての周知） 

第十五条 国は、この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容について、広報活動等を通

じて国民に周知を図り、その理解を得るよう努めるものとする。 

（こども施策の充実及び財政上の措置等） 

第十六条 政府は、こども大綱の定めるところにより、こども施策の幅広い展開その他のこども施

策の一層の充実を図るとともに、その実施に必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

第三章 こども政策推進会議 

（設置及び所掌事務等） 

第十七条 こども家庭庁に、特別の機関として、こども政策推進会議（以下「会議」という。）を

置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 こども大綱の案を作成すること。 

二 前号に掲げるもののほか、こども施策に関する重要事項について審議し、及びこども施策の実

施を推進すること。 

三 こども施策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

四 前三号に掲げるもののほか、他の法令の規定により会議に属させられた事務 

３ 会議は、前項の規定によりこども大綱の案を作成するに当たり、こども及びこどもを養育する

者、学識経験者、地域においてこどもに関する支援を行う民間団体その他の関係者の意見を反映さ

せるために必要な措置を講ずるものとする。 

（組織等） 

第十八条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第九条第一項に規定する特命担当大臣であって、

同項の規定により命を受けて同法第十一条の三に規定する事務を掌理するもの 

二 会長及び前号に掲げる者以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

（資料提出の要求等） 

第十九条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以

外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十条 前三条に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 
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附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和五年四月一日から施行する。 

（検討） 

第二条 国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況及びこども施策の実施

の状況を勘案し、こども施策が基本理念にのっとって実施されているかどうか等の観点からその実

態を把握し及び公正かつ適切に評価する仕組みの整備その他の基本理念にのっとったこども施策の

一層の推進のために必要な方策について検討を加え、その結果に基づき、法制上の措置その他の必

要な措置を講ずるものとする。
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２ 芦屋市子ども・子育て会議 

（１）芦屋市子ども・子育て会議条例（抜粋） 

平成２５年６月２８日 

条例第２０号 

(設置) 

第１条 子ども・子育て支援法(平成２４年法律第６５号)第７２条第１項の規定に基づき、

芦屋市子ども・子育て会議(以下「子ども・子育て会議」という。)を置く。 

(令５条例９・一部改正) 

(所掌事務) 

第２条 子ども・子育て会議は、子ども・子育て支援法第７２条第１項各号に掲げる事務を

処理する。 

(令５条例９・一部改正) 

(組織) 

第３条 子ども・子育て会議は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

（１） 学識経験者 

（２） 保育所関係者 

（３） 幼稚園関係者 

（４） 保護者団体関係者 

（５） 子育て支援団体関係者 

（６） 事業主団体関係者 

（７） 労働者団体関係者 

（８） 市民 

（９） 行政関係者 

（10） 前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

(任期) 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 委員は、再任されることができる。 

(会長及び副会長) 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

(会議) 
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第６条 子ども・子育て会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 子ども・子育て会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。 

４ 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見

を聴取するほか、資料の提出を求めることができる。 

(部会) 

第７条 子ども・子育て会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、委員のうちから会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長の指名する者がこれに当た

る。 

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、当該部会に属する委員のうちか

ら部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

６ 前条(第3項を除く。)の規定は、部会の会議について準用する。 

(庶務) 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、子どもの政策に関する事務を所管する課において処

理する。 

(補則) 

第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会

長が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

(施行期日等) 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行後、最初に委嘱又は任命された委員の任期は、第４条の規定にかかわら

ず、平成２７年３月３１日までとする。 

(芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

３ 芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和３１年芦屋

市条例第１３号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(令和５年３月２２日条例第９号抄) 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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（２）委員名簿 

【令和５年度】 

分 野 氏 名 所 属 等 

学識経験者 
寺見 陽子 神戸松蔭女子学院大学 

西村 真実 武庫川女子大学 

保育所関係 

池永 直子 芦屋市立精道こども園 

泉 恵美子 愛光幼稚園 

宮脇 百美 fun.fun place 

幼稚園関係 
巽 愛子 芦屋市立潮見幼稚園 

武田 淳 芦屋みどり幼稚園 

保護者団体 

山浦 枝莉 芦屋市保育推進保護者会協議会 

平井 恭子 芦屋市ＰＴＡ協議会 

友廣 剛 芦屋市学童保育保護者連絡会 

子育て支援団体 

山川 範 芦屋市社会福祉協議会 

中田 伊都子 芦屋市民生児童委員協議会 

加藤 純子 芦屋市子ども会連絡協議会 

事業主団体 武田 義勇貴 芦屋市商工会 

労働者団体 浜木 望 芦屋地方労働組合協議会 

市民 
ウイルソン 恵 市民委員 

大塚 洋平 市民委員 

行政 
野村 大祐 芦屋市教育委員会教育部参事（学校教育担当部長）

中西 勉 芦屋市こども福祉部参事（こども家庭担当部長） 
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【令和６年度】 

分 野 氏 名 所 属 等 

学識経験者 
寺見 陽子 

一般社団法人オフィステラ代表 
元神戸松蔭女子学院大学 教授 

西村 真実 武庫川女子大学教育学部教育学科 准教授 

保育所関係 

池永 直子 芦屋市立精道こども園 所長 

泉 恵美子 愛光幼稚園 園長 

宮脇 百美 fun.fun place 施設長 

幼稚園関係 
巽 愛子 芦屋市立潮見幼稚園 園長 

武田 淳 芦屋みどり幼稚園 理事長 

保護者団体 
西川 華奈子 芦屋市ＰＴＡ協議会 事務局長 

友廣 剛 芦屋市学童保育保護者連絡会 

子育て支援団体 

山川 範 芦屋市社会福祉協議会 事務局長 

中田 伊都子 芦屋市民生児童委員協議会（主任児童委員） 

加藤 純子 芦屋市子ども会連絡協議会 常任理事 

事業主団体 武田 義勇貴 芦屋市商工会 理事 

労働者団体 浜木 望 芦屋地方労働組合協議会 特別執行委員 

市民 
ウイルソン 恵 市民委員 

大塚 洋平 市民委員 

行政 
山本 卓見 芦屋市教育委員会教育部参事（学校教育担当部長）

茶嶋 奈美 芦屋市こども福祉部参事（こども家庭担当部長） 
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（３）芦屋市子ども・子育て支援事業計画推進本部設置要綱 

平成２５年１０月１日 

(設置) 

第１条 芦屋市子ども・子育て支援事業計画を策定し、計画の実現を目指す施策を総合的に推進す

るため、芦屋市子ども・子育て支援事業計画推進本部(以下「推進本部」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第２条 推進本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 子ども・子育て支援事業計画の策定及び計画の総合的な推進に関すること。 

（２） 子ども・子育て支援事業計画に関する関係部局の総合調整に関すること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、目的を達成するための必要な事項に関すること。 

(組織) 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、市長をもって充て、副本部長は、副市長をもって充てる。 

３ 本部員は、別表第 1に掲げる者をもって充てる。 

(会議) 

第４条 推進本部の会議は、本部長が必要に応じて招集する。 

２ 本部長は、会務を総理し、推進本部を代表する。 

３ 本部長に事故あるとき、又は本部長が欠けたときは、副本部長がその職務を代理する。 

(幹事会) 

第５条 推進本部は、その所掌事務に関する具体的な施策を検討するために、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

３ 委員長は、こども福祉部参事(こども家庭担当部長)をもって充て、副委員長は、こども政策課

長をもって充てる。 

４ 委員長は、幹事会を代表する。 

５ 委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代理する。 

６ 委員は、別表第２に掲げる者をもって充てる。 

７ 委員長が必要と認めるときは、幹事会に委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を求

め、又は資料の提出を求めることができる。 

(平２７.４.１・平２９.４.１・平３１.４.１・令４.４.１・令５.４.１・一部改正) 

(専門部会) 

第６条 幹事会には、必要に応じて専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会の委員は、こども福祉部参事(こども家庭担当部長)が指名する。 

(令５.４.１・一部改正) 

(庶務) 

第７条 推進本部の庶務は、こども政策に関する事務を所管する課において行う。 

(補則) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、別に定める。 
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附則 

この要綱は、平成２５年 10 月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和５年６月９日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 

別表第 1(第 3 条関係) 

(令５.４.１・令５.６.９・令５.８.１・令６.１０.１・一部改正) 

教育長 

技監 

企画部長 

総務部長 

市民生活部長 

こども福祉部長 

こども福祉部参事(こども家庭担当部長) 

都市政策部長 

都市政策部参事(都市基盤担当部長) 

会計管理者 

上下水道部長 

市立芦屋病院事務局長 

消防長 

教育委員会教育部長 
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教育委員会教育部参事(学校教育担当部長) 

別表第２(第５条関係) 

(平２７.４.１・平２９.４.１・平３１.４.１・令２.４.１・令３.４.１・令４.４.１・令５.４.

１・令５.６.９・令６.４.１・令６.１０.１・一部改正) 

企画部市長公室政策推進課長 

企画部市長公室市民参画・協働推進課長 

総務部総務室総務課長 

総務部財務室財政課長 

市民生活部市民室人権・男女共生課長 

市民生活部市民室児童センター所長 

市民生活部環境・経済室地域経済振興課長 

こども福祉部福祉室地域福祉課長 

こども福祉部福祉室障がい福祉課長 

こども福祉部こども家庭室ほいく課長 

こども福祉部こども家庭室主幹(保育向上担当課長) 

こども福祉部こども家庭室こども家庭・保健センター長 

こども福祉部こども家庭室主幹(健康増進・母子保健担当課長) 

都市政策部都市戦略室都市政策課長 

都市政策部都市基盤室主幹（維持施設担当課長） 

上下水道部水道管理課長 

市立芦屋病院事務局総務課長 

消防本部消防室総務課長 

教育委員会教育部教育統括室管理課長 

教育委員会教育部教育統括室社会教育推進課長 

教育委員会教育部教育統括室青少年育成課長 

教育委員会教育部学校教育室保健安全・特別支援教育課長 
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（４）策定経過 

【令和５年度】 

【令和６年度】 

開催（実施）日 開催（実施）事項 内 容 

令和５年７月２６日 
令和５年度第１回 芦屋

市子ども・子育て会議 

子ども・子育て支援事業計画令和４年度実績報告ま
とめについて 

令和５年８月２４日 
令和５年度第２回 芦屋

市子ども・子育て会議 

放課後児童健全育成事業について 
次期計画策定に係るアンケート調査票について 

令和５年９月１５日 
令和５年度第３回 芦屋

市子ども・子育て会議 
次期計画策定に係るアンケート調査票について 

令和５年１０月１０日 

令和５年度第１回 芦屋

市子ども・子育て支援事

業計画推進本部幹事会 

次期計画策定に係るアンケート調査について 

令和５年１０月２５日 

令和５年度第１回 芦屋

市子ども・子育て支援事

業計画推進本部会議 

次期計画策定に係るアンケート調査について 

令和６年３月１５日 
令和５年度第４回 芦屋

市子ども・子育て会議 

特定教育・保育施設の利用定員の設定について 
次期計画策定に係るアンケート調査結果について 

開催（実施）日 開催（実施）事項 内 容 

令和６年８月１日 
令和６年度第１回 芦屋

市子ども・子育て会議 

子ども・子育て支援事業計画令和５年度実績報告に
ついて 
第３期計画の原案について 

令和６年１０月８日 
令和６年度第２回 芦屋

市子ども・子育て会議 
第３期計画の原案について 

令和６年１０月２９日 

令和６年度第１回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部幹事会及び芦屋

市子ども・若者計画推進本

部幹事会 

第３期計画の原案について 

令和６年１１月１３日 

令和６年度第１回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部会議及び芦屋市

子ども・若者計画推進本部

会議

第３期計画の原案について 

令和６年１２月１６日～ 

令和７年１月２４日 
パブリックコメント 意見件数  件（  名） 

令和７年１月３０日 
令和６年度第３回 芦屋

市子ども・子育て会議 
第３期計画の原案について 

令和７年２月３日 

令和６年度第２回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部幹事会及び芦屋

第３期計画の原案について 
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市子ども・若者計画推進本

部幹事会 

令和７年２月５日 

令和６年度第２回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部会議及び芦屋市

子ども・若者計画推進本部

会議 

第３期計画の原案について 
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３ 芦屋市青少年問題協議会 

（１）芦屋市青少年問題協議会条例（抜粋） 

昭和３６年７月３１日 

条例第２０号 

(設置) 

第 1 条 地方青少年問題協議会法(昭和２８年法律第８３号)第 1条の規定に基づき、芦屋市青少年

問題協議会(以下「協議会」という。)を置く。 

(平１９条例１４・平２６条例６・一部改正) 

(組織) 

第２条 協議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 学識経験者 

(２) 青少年関係団体の代表者 

(３) 市民 

(４) 関係行政機関の職員 

(平１９条例１４・平２６条例６・一部改正) 

(任期) 

第３条 委員の任期は２年とし、補欠の委員は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げな

い。 

(平１９条例１４・一部改正) 

(会長及び副会長) 

第４条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

(平２６条例６・全改) 

(招集) 

第５条 協議会は、会長が招集する。 

(定足数及び表決) 

第６条 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

(補則) 

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮つて

定める。 

(平２６条例６・全改) 

付則 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附則(平成１９年３月２０日条例第１４号) 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附則(平成２６年３月２４日条例第６号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の芦屋市青少年問題協議会条例(以下「旧条

例」という。)第２条第２項の規定により委嘱又は任命されている委員の任期は、平成２７年８月

３１日までとする。 

３ この条例の施行の日(以下「施行日」という。)から平成２７年８月３１日までの間に、新たに

委嘱又は任命される委員の任期は、この条例による改正後の芦屋市青少年問題協議会条例(以下

「新条例」という。)第３条の規定にかかわらず、同日までとする。 

４ 新条例第４条第２項の規定は、施行日以後の新たな会長の選任について適用する。 

(芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

５ 芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和３１年芦屋市条例

第１３号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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（２）委員名簿 

【令和５年度】 

【令和６年度】 

分 野 氏 名 所 属 等 

学識経験者 
山下 晃一 神戸大学大学院教授 

赤木 和重 神戸大学大学院教授 

組織代表者 

入江 祝栄 芦屋市青少年育成愛護委員会会長 

松枝 泰生 芦屋市保護司会会長 

芳村 美由紀 芦屋市ＰＴＡ協議会副会長 

足立 裕一 芦屋市自治会連合会副会長 

山田 佐知 芦屋市民生児童委員協議会主任児童委員 

大川 啓子 芦屋市子ども会連絡協議会常任理事 

公募委員  藤田 賀容子 市民公募委員 

関係行政機関の職員 

西端 充志 芦屋市立潮見中学校校長 

山下 恭範 芦屋警察署生活安全課課長 

野村 大祐 芦屋市教育委員会教育部参事 

分 野 氏 名 所 属 等 

学識経験者 
山下 晃一 神戸大学大学院教授 

赤木 和重 神戸大学大学院教授 

組織代表者 

入江 祝栄 芦屋市青少年育成愛護委員会会長 

松枝 泰生 芦屋市保護司会会長 

芳村 美由紀 芦屋市ＰＴＡ協議会副会長 

足立 裕一 芦屋市自治会連合会副会長 

山田 佐知 芦屋市民生児童委員協議会主任児童委員 

大川 啓子 芦屋市子ども会連絡協議会常任理事 

公募委員  藤田 賀容子 市民公募委員 

関係行政機関の職員 

西端 充志 芦屋市立潮見中学校校長 

山下 恭範 芦屋警察署生活安全課課長 

山本 卓見 芦屋市教育委員会教育部参事 
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（３）芦屋市子ども・若者計画推進本部設置要綱 

平成２６年６月 1日 

(設置) 

第１条 芦屋市子ども・若者計画を策定し、計画の実現を目指す施策を総合的に推進するため、芦屋市

子ども・若者計画推進本部(以下「推進本部」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第２条 推進本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

(１) 子ども・若者計画の策定及び計画の総合的な推進に関すること。 

(２) 子ども・若者計画に関する関係部局の総合調整に関すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、目的を達成するための必要な事項に関すること。 

(組織) 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、市長をもって充て、副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。 

３ 本部員は、別表第 1に掲げる者をもって充てる。 

(会議) 

第４条 推進本部の会議は、本部長が必要に応じて招集する。 

２ 本部長は、会務を総理し、推進本部を代表する。 

３ 本部長に事故あるとき、又は本部長が欠けたときは、あらかじめ本部長が指名する副本部長がその

職務を代理する。 

(幹事会) 

第５条 推進本部は、その所掌事務に関する具体的な施策を検討するために、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

３ 委員長は、教育部参事（学校教育担当部長）をもって充て、副委員長は、教育部学校教育室青少年

愛護センター所長をもって充てる。 

４ 委員長は、幹事会を代表する。 

５ 委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代理する。 

６ 委員は、別表第２に掲げる者をもって充てる。 

７ 委員長が必要と認めるときは、幹事会に委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を求め、又

は資料の提出を求めることができる。 

(平３０.１２.１・一部改正) 

(専門部会) 

第６条 幹事会には、必要に応じて専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会の委員は、教育部参事（学校教育担当部長）が指名する。 

(庶務) 

第７条 推進本部の庶務は、子ども・若者育成支援推進法(平成２１年法律第７１号)に関する事務を所

管する課において行う。 

(補則) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、別に定める。 
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附則 

この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成３０年１２月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 

別表第１(第３条関係) 

(平２７.１.１・令６.１０.１・一部改正) 

技監 

企画部長 

総務部長 

市民生活部長 

こども福祉部長 

こども福祉部参事（こども家庭担当部長） 

都市政策部長 

市立芦屋病院事務局長 

教育委員会教育部長 

教育委員会教育部参事（学校教育担当部長） 

別表第２(第５条関係) 

(平２７.１.１・平２７.４.１・平３０.１２.１・令元.１０.１・令６.１０.１・一部改正) 

企画部市長公室政策推進課長 

企画部国際文化推進室国際文化推進課長 

企画部国際文化推進室スポーツ推進課長 

企画部国際文化推進室図書館館長 

総務部総務室総務課長 

総務部財務室財政課長 

市民生活部市民室人権・男女共生課長 

市民生活部環境・経済室地域経済振興課長 

市民生活部市民室児童センター所長 

こども福祉部福祉室地域福祉課長 

こども福祉部福祉室主幹（地域共生推進担当課長） 

こども福祉部福祉室主幹（福祉センター施設担当課長） 

こども福祉部福祉室生活援護課長 

こども福祉部福祉室障がい福祉課長 
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こども福祉部こども家庭室こども政策課長 

こども福祉部こども家庭室ほいく課長 

こども福祉部こども家庭室主幹（保育向上担当課長） 

こども福祉部こども家庭室こども家庭・保健センター長 

都市政策部都市基盤室道路・公園課長 

都市政策部都市基盤室基盤整備課長 

市立芦屋病院事務局総務課長 

教育委員会教育部教育統括室管理課長 

教育委員会教育部教育統括室社会教育推進課長 

教育委員会教育部教育統括室青少年育成課長 

教育委員会教育部学校教育室学校教育課長 

教育委員会教育部学校教育室学校支援課長 

教育委員会教育部学校教育室保健安全・特別支援教育課長 

教育委員会教育部学校教育室打出教育文化センター所長 
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（４）策定経過 

【令和５年度】 

【令和６年度】 

開催（実施）日 開催（実施）事項 内 容 

令和５年６月１日 
令和５年度第１回芦屋市

青少年問題協議会 

子育てを取り巻く現状 
第３期 芦屋市子ども・若者計画（令和７年度～）
について 

令和５年８月１８日 
令和５年度第２回芦屋市

青少年問題協議会 
第３期子ども・若者計画（令和７年度～）について

令和５年１１月２日 
令和５年度第３回芦屋市

青少年問題協議会 

第３期子ども・若者計画（令和７年度～）のアンケ
ートについて 

開催（実施）日 開催（実施）事項 内 容 

令和６年６月２５日 
令和６年度第１回芦屋市

青少年問題協議会 

進路追跡調査についての報告 
第２期芦屋市子ども・若者計画 令和５年度実績報
告について 
第３期子ども・若者計画（令和７年度～）アンケー
ト調査について 

令和６年８月２９日 
令和６年度第２回芦屋市

青少年問題協議会 

第２期芦屋市子ども・若者計画 令和５年度実績報
告について 
第３期子ども・若者計画（令和７年度～）アンケー
ト調査について 
第３期子ども・若者計画（令和７年度～）について

令和６年１０月２８日 
令和６年度第３回芦屋市

青少年問題協議会 

進路追跡調査について 
第３期こども・若者未来応援プラン「あしや」（令和
７年度～）について 

令和６年１０月２９日 

令和６年度第１回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部幹事会及び芦屋

市子ども・若者計画推進本

部幹事会 

第３期計画の原案について 

令和６年１１月１３日 

令和６年度第１回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部会議及び芦屋市

子ども・若者計画推進本部

会議 

第３期計画の原案について 

令和６年１２月１６日～ 

令和７年１月２４日 
パブリックコメント 意見件数  件（  名） 

令和７年１月２９日 
令和６年度第４回芦屋市

青少年問題協議会 
第３期計画の原案について 

令和７年２月３日 

令和６年度第２回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部幹事会及び芦屋

市子ども・若者計画推進本

部幹事会 

第３期計画の原案について 
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令和７年２月５日 

令和６年度第２回 芦屋市

子ども・子育て支援事業計

画推進本部会議及び芦屋市

子ども・若者計画推進本部

会議 

第３期計画の原案について 
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４ 用語解説 

【あ行】 

○医療的ケア児 

日常生活および社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理、喀痰（かくた

ん）吸引その他の医療行為）を受けることが不可欠である児童。 

○インクルーシブ教育・保育 

保育所等で実施する個別的配慮が必要な児童と他の児童が集団で共に学び育ちあう教育及び保育のこ

と。 

【か行】 

○企業主導型保育施設 

企業主導型の事業所内保育事業を主軸として、多様な就労形態に対応する保育サービスの拡大を行い、

仕事と子育ての両立に資することを目的とする事業（認可外保育施設に分類される）。 

○協働 

市民及び市がまちづくりについて、それぞれの役割と責務を自覚し、目的を達するために互いに尊重

し、補完し、協力すること。 

○圏域 

地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供す

るための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じ、保護者やこどもが

居宅より容易に移動することが可能な区域。 
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○合計特殊出生率 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が生涯、何人の子どもを生む

のかを推計したもの。 

○子ども・子育て会議 

「子ども・子育て支援法」第 72 条第１項の規定に基づき、設置されたもの。学識経験者、組織代表者、

公募委員、市職員で構成されている。子ども・子育て会議は、自治体における子ども・子育て支援施策

が地域の子ども及び子育て家庭の実情を踏まえて実施されることを担保するなど、重要な役割を果たし

ている。 

○子ども・子育て支援新制度 

平成 27（2015）年４月から開始した、就学前の子どもを対象とした幼稚園・保育所等や、地域の子育て

支援の量の拡充や質の向上を進めるための制度のこと。①質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提

供、②保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善、③地域の子ども・子育て支援の充実を目指して

いる。 

○子ども・子育て支援法 

急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、子ども・子育て支援給付その他

の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援を行い、一人ひとりの子どもが健やかに成長するこ

とができる社会を実現するために、平成 24（2012）年８月に成立した法律。 
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○コミュニティ・スクール 

小学校区を基本とした地域において、文化活動・スポーツ活動・福祉活動・地域活動等を通じて、より

よいコミュニティの創造・発展を図ることを目的に、昭和 53（1978）年から順次設立され、現在９団体

が小学校等を利用し活動している団体（通称コミスク）。 

【さ行】 

○次世代育成支援対策推進法 

急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、次世代育成支援対策を迅速かつ

重点的に推進し、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成を目的とし

た法律。平成 17（2005）年に施行された 10年間の時限立法（令和６年改正により令和 17（2035）年３

月 31日まで延長）で、この法律に基づき、国・自治体・事業主は、次世代育成支援のための行動計画を

策定することとされている。 

○市町村子ども・子育て支援事業計画 

「子ども・子育て支援法」第 61 条の規定に基づき、市町村が、５年を１期とする教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の提供体制の確保等に関して定める計画。 

○実費徴収 

毎月の保育料以外で施設が独自に給食費、通園費、その他（遠足等の園外活動費、学用品費・教材費、

制服等の被服費等）を徴収すること。 

○児童虐待 

保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護するものをいう。）がその児童（18

歳未満）に身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待を行う行為。 

○出生割合 

総出生数に占める母親の年齢別の出生数の割合のこと。 

○小規模保育事業 

比較的小規模で家庭的保育事業に近い雰囲気の下、きめ細かな保育を実施する事業のこと。（６～19 人

まで） 
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○食育 

さまざまな経験を通じ、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活が実践できる

知識を身に付けること。 

【た行】 

○待機児童 

「入所待ち児童」の人数から、国の定義に基づき、私的な理由で特定の保育所等のみを希望している方

等を除いたもの。 

○地域子ども・子育て支援事業 

「子ども・子育て支援法」第 59 条の規定に基づき、市町村が子ども・子育て家庭等を対象として実施す

る事業。

○特別支援教育 

障がいのある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克

服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもの。 

【な行】 

○入所待ち児童 

認可保育所等に入園申込みをしたが、入所できていない児童のこと。 

○認定区分 

・１号認定：満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前の子どものこと。 

・２号認定：満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子どものこと。 

・３号認定：３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子どものこと。 
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○認定こども園 

「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」による学校及び児童福祉

施設の両方の法的位置付けを持ち、幼稚園と保育所の良いところを生かし、子どもたちの「教育」「保

育」「子育て」を総合的にサポートする施設。 

【は行】 

○ＰＤＣＡサイクル 

事業活動等において、計画から改善までの過程を循環させ、質を高めようという考え方。Plan（計画）、

Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）の頭文字をとったもの。 

○福祉推進委員 

「社会福祉協議会」から委嘱された地域福祉を推進する活動を行う人。地域の見守りや高齢者の生きが

いづくり活動など自主的な活動を行いながら、福祉のまちづくりを推進している。 

○保育所 

「児童福祉法」による児童福祉施設の１つ。保護者が労働・疾病等のために保育を必要とする子どもを

日々保護者の元から通わせて保育を行うことを目的とする。 

○保育の必要性 

実施主体である市町村が、保護者の申請を受け、客観的な基準に基づき、保育の必要性を認定する。保

育の必要性の認定にあたっては、①「事由」（保護者の就労、疾病等）、②「区分」（保育標準時間、保育

短時間の２区分。保育必要量）について、国が基準を設定する。 

○放課後子ども教室 

すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を

得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組を推進する事業の

こと。文部科学省が所管している。 



162 

資
料
編

【ま行】 

○民生委員・児童委員 

地域の中から選ばれ、自治体の推薦会を経て厚生労働大臣から委嘱された非常勤の地方公務員。自らも

地域住民の一員として、地域を見守り、地域の身近な相談に応じ、必要な支援が受けられるよう専門機

関とのつなぎ役も担う。 

【や行】 

○幼稚園 

「学校教育法」による学校の１つ。満３歳から小学校入学までの幼児に対し、義務教育及びその後の教

育の基礎を培うものとして保育し、幼児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身の発達

を助長することを目的とする。 

○要保護児童 

要保護児童とは、児童福祉法で規定される保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であ

ると認められる児童のことをいう。具体的には、保護者が家出、死亡、離婚、入院しているなどの状況

にあるこどもや、虐待を受けているこども、家庭環境等に起因して非行や情緒障がいを有するこどもな

どがこれに含まれる。 

【ら行】 

○療育 

発達に支援の必要なこどもが社会的に自立することを目的として、こどもの持っている能力を充分に発

揮できるよう援助すること。 


